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予算審査特別委員会会議録 

 

○招集場所  三川町役場議場 

○開会月日  平成３１年３月１１日 

○閉会月日  平成３１年３月１８日 

 

○予算審査特別委員会委員長  梅 津  博 

○予算審査特別委員会副委員長  志 田 德 久 

 

 

第 １ 日   ３ 月１１日（月） 

 

○出席委員（９名） 

  １番 鈴 木 重 行委員  ２番 志 田 德 久委員  ３番 佐 藤 栄 市委員 

  ４番 佐久間 千 佳委員  ５番 町 野 昌 弘委員  ６番 芳 賀 修 一委員 

７番 鈴 木 淳 士委員  ８番 成 田 光 雄委員  ９番 梅 津  博 委員 

 

○欠席委員（０名） 

    な し 

 

○説明のため出席した者の職氏名 

阿 部  誠 町 長   石 川  稔 副 町 長 

鈴 木 孝 純 教 育 長   本 間  明 総 務 課 長 

  
黒 田  浩 企 画 調 整 課 長 五 十 嵐 礼 子

 町 民 課 長 兼 

     会計管理者兼会計課長 

 
 
菅 原 和 子

 健康福祉課長兼 
齋 藤 仁 志

 産業振興課長併 

  地域包括支援センター長  農業委員会事務局長 

教育課長兼公民館長併 
加 藤 直 吉 建 設 環 境 課 長   佐 藤  亮 農村環境改善センター所長併 

健康福祉課保育園主幹併 
子育て支援施設整備主幹 

 

和 田  勉 監 査 委 員   庄 司 正 廣 農業委員会会長 
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○職務のため出席した者の職氏名 

髙 橋 誠 一 議会事務局長   佐 藤 真 子 書記   鈴 木 拓 也 書記 
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○議 長（小林茂吉議員） これより、委員会条例第８条の規定により、この場所で予算審査特

別委員会を招集します。 

○議 長（小林茂吉議員） ただいまより予算審査特別委員会を開会いたします。 

（午後 ２時４９分） 

○議 長（小林茂吉議員） 委員長がまだ決まっていないので、委員長を互選するまでの間、委

員会条例第８条第２項の規定により、年長委員が互選に関する職務を行うことになっており

ます。出席委員中、芳賀修一委員が年長委員でありますのでご紹介申し上げます。 

芳賀修一委員、登壇願います。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） ただいま紹介されました芳賀修一であります。 

委員会条例第８条第２項の規定により、委員長が決まるまでの間、臨時に委員長の職務を

行いますので、よろしくお願い申し上げます。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） これより、委員長の互選を行います。 

お諮りいたします。選挙の方法については、時間の関係もありますので、地方自治法第 118

条第２項の規定に準拠し、指名推選によりたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○臨時委員長（芳賀修一委員） 異議なしと認めます。したがって、選挙の方法については、指

名推選によることに決定しました。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） 指名の方法については、臨時委員長において指名することにし

たいと思います。これにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○臨時委員長（芳賀修一委員） 異議なしと認めます。したがって、臨時委員長において指名す

ることに決定しました。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） 予算審査特別委員会委員長に、９番 梅津 博委員を指名いた

します。 

お諮りいたします。ただいま指名いたしました梅津 博委員を予算審査特別委員会委員長

の当選人と定めることにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○臨時委員長（芳賀修一委員） 全員異議なしと認めます。したがって、ただいま指名いたしま

した梅津 博委員が予算審査特別委員会委員長に当選されました。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） ただいま予算審査特別委員会委員長に当選されました梅津 博

委員が本議場におりますので、本席より告知します。 

○臨時委員長（芳賀修一委員） ただいま委員長が決まりましたので、臨時委員長の職務を退か

せていただきます。 

ご協力ありがとうございました。 

梅津 博委員、登壇願います。 

○委員長（梅津 博委員） ただいま予算審査特別委員会委員長に就任いたしました梅津 博で

あります。 
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本委員会に与えられた時間の都合もありますので、委員各位のご協力によりまして、定め

られた時間まで審査を終わるよう努力したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（梅津 博委員） これから副委員長の互選を行います。 

お諮りいたします。選挙の方法については、時間の関係もありますので、地方自治法第 118

条第２項の規定に準拠し、指名推選によりたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○委員長（梅津 博委員） 異議なしと認めます。したがって、選挙の方法については、指名推

選によることに決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 指名の方法については、委員長において指名することといたしたい

と思います。これにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○委員長（梅津 博委員） 異議なしと認めます。したがって、委員長において指名することに

決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 予算審査特別委員会副委員長に２番 志田德久委員を指名いたしま

す。 

お諮りいたします。ただいま指名いたしました志田德久委員を予算審査特別委員会副委員

長の当選人と定めることにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

○委員長（梅津 博委員） 全員異議なしと認めます。したがって、ただいま指名いたしました

志田德久委員が予算審査特別委員会副委員長に当選されました。 

○委員長（梅津 博委員） ただいま予算審査特別委員会副委員長に当選されました志田德久委

員が本議場におりますので、本席より告知します。 

 

○委員長（梅津 博委員） 本日の予算審査特別委員会は、この程度にしたいと思います。 

なお、１４日、午前９時３０分から本議場において、予算審査特別委員会を再開いたしま

すので、ご参集くださるようお願いします。 

本日は大変ご苦労さまでした。これをもって散会します。 

 

（午後 ２時５６分） 
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第 ２ 日   ３ 月１４日（木） 

 

○出席委員（９名） 

  １番 鈴 木 重 行委員  ２番 志 田 德 久委員  ３番 佐 藤 栄 市委員 

  ４番 佐久間 千 佳委員  ５番 町 野 昌 弘委員  ６番 芳 賀 修 一委員 

  ７番 鈴 木 淳 士委員  ８番 成 田 光 雄委員  ９番 梅 津  博 委員 

 

○欠席委員（０名） 

    な し 

 

○説明のため出席した者の職氏名 

阿 部  誠 町 長   石 川  稔 副 町 長 

鈴 木 孝 純 教 育 長   本 間  明 総 務 課 長 

  
黒 田  浩 企 画 調 整 課 長 五 十 嵐 礼 子

 町 民 課 長 兼 

     会計管理者兼会計課長 

 
 
菅 原 和 子

 健康福祉課長兼 
齋 藤 仁 志

 産業振興課長併 

  地域包括支援センター長  農業委員会事務局長 

教育課長兼公民館長併 
加 藤 直 吉 建 設 環 境 課 長   佐 藤  亮 農村環境改善センター所長併 

健康福祉課保育園主幹併 
子育て支援施設整備主幹 
 

本 間  純
 総 務 主 査 兼   

木 村  功
 
危 機 管 理 係 長

 

        総 務 係 長    
 

中 條 一 之
 総 務 課 長 補 佐   

菅 原  勲
 

企 画 調 整 主 査
 

        （ 財 政 担 当 ） 

五 十 嵐 章 浩
 
企 画 調 整 係 長   本 多 由 紀 

住 民 主 査 兼 

                           住 民 係 長 

鈴 木  亨
 税 務 主 査 兼   

佐 藤  豊
 
納 税 係 長

 

        税 務 係 長 

阿 部 正 和 国 税 係 長   五十嵐まなみ 福 祉 係 長 

髙 橋 真 利 子
 介護支援主査兼

   佐 藤  潮 
地域包括支援センター主査兼 

        介 護 支 援 係 長           地域包括支援センター係長 

齋 藤 昌 子
 健康福祉課長補佐   

鈴 木 武 仁
 農 政 主 査 兼 

（ 健 康 担 当 ）           農 政 係 長 
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今 野  徹
 産業振興課長補佐   

加 藤 善 幸
 建設環境課長補佐 

（商工観光担当）           （ 建 設 担 当 ） 
 

丸 山 誠 司
 建設環境課長補佐   

齋 藤 い つ
 教 育 課 長 補 佐 

（環境整備担当）           （総務学校担当） 
 

        保 育 園 係 長 兼 
渋 谷  淳 子育て支援施設整備係長併   

齋 藤 一 哉
 社会教育主査兼 

        学校教育課係長           社 会 教 育 係 長 
 
菅 原 洋 輔 農業委員会事務局長補佐 
 
 
 

和 田  勉 監 査 委 員   庄 司 正 廣 農業委員会会長 

 

 

○職務のため出席した者の職氏名 

髙 橋 誠 一 議会事務局長   佐 藤 真 子 書記   菅 原 明 大 書記 

鈴 木 拓 也 書記 



- 7 - 

○委員長（梅津 博委員） おはようございます。ただいまから予算審査特別委員会を再開しま

す。 

（午前 ９時３０分） 

○委員長（梅津 博委員） 予算審査の方法は、委員全員で本議場において審査することとしま

す。 

出席要求として、町長、監査委員、教育委員会教育長及び農業委員会会長より出席のうえ

説明をお願いします。 

なお、出席説明者の要求については急を要するものであることから、委員会条例第１８条

の規定により、この際、議長の了承をお願いします。 

審査の期限は、３月１８日までであります。 

期限までに審査を終えるようご協力をお願いします。 

なお、書記には、佐藤真子書記、菅原明大書記、鈴木拓也書記よりお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 直ちに審査に入ります。 

付託された本件の審査は、能率的に、かつ、実効の上がるように進めたいと思いますので、

委員各位に配付している審査日程により審査を行います。 

なお、審査の状況によっては若干の時間的な伸び縮みはあると思いますが、ご了承をお願

いします。 

審査にあたっては、質疑者も説明者も要点を要領よく行っていただきます。 

また、質疑者は、ページ数をはっきり言っていただき、１回の質疑にあまりにも多くの項

目にわたりますと説明にも時間をとる結果になりますので、ご留意願います。 

なお、会議規則第５４条の規定により、質問が偏らないように、一審査区分ごとに１人３

回以内としますが、各委員に対して数多くの質疑の機会を与えるということから２回にとど

め、状況を見て残り１回の質疑をするという方法で委員会の運営をいたしますので、ご協力

のうえ、十分審査していただくようよろしくお願いします。 

それでは、ただいまから、第一審査区分として、一般会計歳入全般について審査を行いま

す。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑を許します。 

１番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） それでは、私の方から予算書をもとに数点ご質問させていただきた

いと思います。 

初めに、１１ページの町税、個人町民税現年課税分ということで、納税見込人数 3,700人

とあります。一昨年から今年度にかけて増加傾向でありましたが、今年度から来年度は同数

となっておるようでございます。この点、人口動態含めましてどのような推移を見込んでお

られるのかお聞きできればと思います。 

次に、下段の固定資産税でありますが、固定資産税現年課税分、前年度に比べまして増額

となっています。この要因についてお聞きできればと思います。 

あとは、新規の譲与税、また、交付金等あるようでございますので説明お願いしたいと思
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います。１３ページの一番下でありますが、森林環境譲与税の説明をお願いしたいと思いま

す。 

次に、１５ページにあります子ども・子育て支援臨時交付金、この点について説明をお願

いしたいと思います。 

２１ページになりますが、県支出金の７目教育費県補助金の教職員働き方改革推進事業補

助金について説明をお願いしたいと思います。 

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長） 町民税の均等割に関するご質問でございました。まず納税者

数均等割の人数 3,700人と、平成３０年度の当初予算と同じ人数を見込んだところでござい

ます。これにつきましては、これまでの実績、また、先程委員よりありました人口動態とい

う部分で、昨年度につきましては、住民基本台帳の登録者数の方になりますけれども、年間

マイナス８７名、その前がマイナス４５名、その前がマイナス３０名と年々減少傾向に来て

おります。それが町民税の納税者イコールというわけではございませんけれども、やはりこ

ういった意味合いからしまして、基本的に固めに当初予算については計上するということも

ございまして、昨年度と同数というふうに掲載したところでございます。 

続きまして、固定資産税の増の要因でございます。これにつきましては、第１日目の補正

の方の実績でも説明させていただいております。まず当初予算につきましては、その年度の

土地の動き、家屋の動き、そして償却資産の見込みというような形で積算をさせていただい

ております。そういったことから、まずは平成３０年度の実績、そして、土地の下落の状況、

新築家屋による増、そして滅失の減という部分。また、償却資産については、企業による設

備等があるわけですが、さらに、その設備についても減免といったような措置もございます

ので、そういったところで反映して推計しておるものでございます。先の補正では追加とい

たしまして 2,800万円の追加をさせていただいております。ただ、３１年度の当初予算でご

ざいますので、まずは固めにということで、今回、昨年度と比べまして 1,160万円の増とい

うことで計上させていただいたところでございます。 

続きまして、森林環境譲与税でございますけれども、こちらにつきましては、税制改正に

よりまして、平成３６年度から森林環境税、こちら国税になりますけれども、そちらが創設

されまして３６年度から課税されるものでございます。ただ、この課税はまだなんですけれ

ども、平成３１年度からその税収を市町村及び都道府県に譲与する森林環境譲与税が創設さ

れることになったところでございます。そういったことから、今回こちらの方に新たに出て

きているところでございますけれども、この数字につきましては財政担当の方からお願いし

たいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ただいま町民課長より答弁ありました森林環境譲与税の関係に

つきまして、制度といたしまして、ただいま申し上げましたとおり森林環境税、あるいは市

町村に対しましては譲与税が交付されるということで、この環境税そのものの税率が現在年
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額 1,000円、これが国内に住所を有する個人に対して課せられる国税とされております。こ

の賦課徴収分について、市町村の方に譲与税として交付される見込みでありまして、森林環

境譲与税につきましては、市町村に対するそれぞれ私有林の人工林面積、あるいは林業就業

者数等で行うものでございます。今回のこの予算計上の算定にあたりましては、詳細につき

ましては中條総務課長補佐より答弁申し上げます。 

併せて、４点目の１５ページの子ども・子育て臨時交付金でございます。これにつきまし

ては、昨日から国会の方で審議入りした法案でございますが、幼児教育・保育を無償化する

子ども・子育て支援法の改正案ということで現在審議されているところでございます。この

内容といたしましては、３歳から５歳児については原則として全世帯、０歳から２歳児につ

いては住民税が非課税の低所得世帯の約 300万人が対象ということで報道等もされているよ

うでございます。この件につきましては、１０月から消費税の引き上げが予定されているわ

けでございますが、その際、地方の増収が今年度、３１年度についてはわずかである見込み

であることから、地方負担分について、臨時交付金として現在仮称ということでお伺いして

おりますが、子ども・子育て支援臨時交付金ということで、全額国費による対応がなされる

と聞いているところであります。これに対応いたしまして、まずは、その算定にあたりまし

ては、保育料が無償化されることに伴う減収分を、まずは３１年度の当初予算において計上

したところでございます。今後法案が改正されまして制度が固まりましたら国の方からも通

知等あるかと思いますが、その際については補正等の対応をしてまいりたいと考えておりま

す。 

○委員長（梅津 博委員） 中條総務課長補佐。 

○説明員（中條一之総務課長補佐） それでは、私の方から森林環境譲与税の積算する根拠につ

いてお答え申し上げたいと思います。 

今回、本町の森林環境譲与税の金額といたしましては３９万 2,000円を計上いたしており

ます。この積算の中身につきましては、先程の答弁の中でも一部ありましたけれども、５／

１０が私有林の面積、それから、２／１０が林業就業者数、それから、３／１０が市町村の

人口をもって、それぞれ単価を掛けて割り出しているものでございます。今のところ示され

ている金額といたしましては、平成３１年から３３年までが３９万 2,000円となっておりま

すけれども、そのあと平成４４年まで若干単価の方が推移をしていくようですが、最終的な

トータルといたしまして 867万 3,000円の森林環境譲与税が本町の方に交付される予定でご

ざいます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ご質問がありました歳入の教職員働き方改革推進事業補助金２

２万 4,000円の内容についてご説明いたします。教育委員会の行政方針の中でも記載されて

おるんですけれども、３１年度、国の補助制度を利用しまして部活動指導員を配置するとい

うことにしております。その財源となるものが、この教職員働き方改革推進事業補助金であ

りまして、事業費の２／３補助というふうになっております。 

歳出につきましては７０ページの方に記載されておりますが、中学校教育振興費の非常勤
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臨時雇上賃金３３万 6,000円に充当するということにしております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） １番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） 詳しく説明いただきました。もう少しお聞きしたいと思います。納

税見込人数、人口は減少している中、転入者等のことで同数となっているのかと思います。

その点ですけれども、非課税、または減免となられる方もおられるのかと思うんですが、こ

の数についてはどのようになっているのかお聞きしたいと思います。 

固定資産税の件ですが、家屋課税標準見込額は前年対比で減額となっておりますけれども、

この要因について、また詳しくお聞きできればと思います。 

１５ページの子ども・子育て支援臨時交付金については、幼稚園の無償化に対する交付金

だということでありましたけれども、１７ページの下段に子ども・子育て支援交付金という

ものもあるようでございます。この違いについてお聞きできればと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長） 個人町民税に関わる非課税、また、減免の関係でございまし

た。まず非課税につきましては、こちらで人数という部分については把握しているところで

はございません。減免につきましては、対象者はそもそもいないという状況でございます。 

あと、家屋の方でございます。固定資産税の家屋課税標準見込額、こちらの内訳の部分で、

木造の方が減額というふうになってございます。こちら、昨年度といいますか、平成３０年

度が評価替えの年でございまして、その時点でもマイナスというふうになってございました。

新築等もございますけれども、そういったところでマイナスと。逆に非木造、こちらについ

てはプラスというふうになっている状況でございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ご質問がありました１７ページ、子ども・子育て支援交付金、

こちらの内訳、内容等についてご説明いたします。この子ども・子育て支援交付金につきま

しては、延長保育及び放課後児童健全育成事業、それから、地域子育て支援拠点事業、いわ

ゆる子育て支援センターにあたりますが、こういった事業。さらには、一時預かり事業、そ

れから、幼児保育事業と諸々の事業に交付される内容のものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） それでは、私の方から数点お伺いしたいと思います。 

予算書１５ページにあります地方特例交付金ということで、減収補てん特例交付金、昨年

より増加しております。こちらの要因をお伺いします。 

また、先程、同僚委員の質問にありましたが、子ども・子育て支援臨時交付金ということ

で、無償化に伴う交付金であるというような説明がありましたが、こちら、国の方では地方

の負担を求めながら国でも補助するというような考え方なのかなと思いますけれども、具体

的にどの辺までカバーする交付金になっているのか。例えば、保育費の中でも副食費等は実

費徴収を基本というような国の指針も出ているようであります。そこまでカバーしているよ

うな内容になっているのかどうか。一旦この金額に対する根拠といいますか、そこの説明を

お願いいたします。 
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続きまして、その下、負担金ということで、保育料であります。3,200 万円ほどというこ

とで、前年の 3,700いくらというところから減少しているわけであります。こちら、１０月

の無償化に伴う減額であると思いますけれども、こちらの説明もお願いいたします。 

続きまして、１６ページ、こちら幼稚園保育料ということで、こちらの内容の説明をお願

いいたします。 

１７ページになります。国庫支出金ということで、教育・保育給付交付金とあります。こ

ちら中身の方の説明をお願いしたいと思いますが、前年は補助金ではなく負担金できていた

のかなと思いますので、こうして項目が変わったという点で理解してよろしいのか。理由な

どあれば説明お願いしたいと思います。また、金額も増額となっておりますので、増額にな

っている要因等も説明をお願いします。 

続きまして、１９ページ、こちらも県負担金ということで、教育・保育給付費負担金とい

うことで昨年より増額となっております。こちらの方の説明もお願いいたします。 

最後になりますが、２２ページであります。下段のふるさと応援寄附金でありますが、こ

ちら予算説明書の概要ということで、予算説明書の２ページになりますと５億 2,000万2,000

円というふうになっております。どちらの数字が正しいのかというところで説明をお願いし

たいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ２点ご質問ございました。 

１点目の、１５ページ、減収補てん特例交付金につきましては、基本的には住宅借入金等

の特別税額控除分の対象になるものでございますが、詳細につきましては中條総務課長補佐

よりご答弁申し上げます。 

２点目の１７ページの子ども・子育て支援臨時交付金の関係でございますが、これにつき

ましては、先程も申し上げましたとおり、審議入りしている中で、制度がしっかり、はっき

り示されておりません。副食費の話とかいろいろございましたが、基本的には保育料が無償

化になる対象者を見込んで、その減収分、保育料として入らないであろうものを見込んだ金

額でございます。 

○委員長（梅津 博委員） 中條総務課長補佐。 

○説明員（中條一之総務課長補佐） それでは、私の方から減収補てん特例交付金の増額の要因

についてお答え申し上げたいと思います。減収補てん特例交付金の中身につきましては、た

だいま説明ありましたとおり、個人住民税における住宅借入金等の特例控除による減収を補

てんするというような中身でございます。これに基づきまして、国が示しました平成３１年

度の地方財政計画の伸び率等を勘案し、これまでの交付の実績等を見ながら今回 600万円の

予算を計上したものでございます。以上でございます。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） すみません、答弁漏れがございました。最後の２２ページのふ

るさと応援寄附金５億 2,000万と予算説明書の５億 2,000万 2,000円ということでございま

すけれども、これについては、予算書の２２ページにありますとおり、ふるさと応援寄附金
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については５億 2,000万円、その上に雑目として一般寄附金 1,000円、育英奨学資金寄附金

1,000 円、これがございますので、トータルで５億 2,000 万 2,000 円となるものでございま

す。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） 数点ご質問がありました。 

まず１点目、保育料の減額の理由についてということでありました。ご質問のとおり、保

育料につきましては無償化に係る減額ということで予算計上しております。保育料につきま

して、この 3,239万 5,000円につきましては、０歳児から３歳児までの部分を計算して予算

計上しておりますが、そのうち３歳については消費税が増税後の無償化の対象となる１０月

以降半年分を減額して予算計上しているものであります。 

続きまして、１６ページ、幼稚園保育料の内容についてでありますが、こちらについて、

幼稚園につきましては、４歳・５歳の園児について、町の施策として保育料は無償化という

ふうにしているわけですが、入園している園児の給食費及び通園でバスを利用している方の

バス利用料ということで予算計上しているものであります。 

続きまして、１７ページの教育・保育給付交付金、国庫支出金の分と県支出金の二つある

わけですが、この教育・保育給付交付金につきましては、認定こども園ですとか保育園、こ

ういった民間の部分への委託料ということで、委託料に係る部分が、国の負担分に係るもの

が歳入というふうに予算計上しているものであります。増額の理由につきましては、園児数

が増えているということから金額が増額しているものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） 先程の減収補てん特例交付金ということで、説明をいただきまし

た。税収の伸びを掛けて増額してあるということでありましたけれども、どのぐらいのパー

センテージが伸びているのか。近年の傾向等を踏まえてどのぐらい伸びてきているのかとい

うところをもう一度説明いただきたいと思います。 

また、下の子ども・子育て支援臨時交付金ということで、差額を計算したということであ

りましたが、昨年の３０年度の実績として 400万円ということで見ているのか、全体的な計

算をする上でパーセンテージを掛けてその数字を出しているのか。全体的な９款の地方特例

交付金ということのパーセンテージの伸びの中の残額でその金額を設定しているのではない

かなというふうにもとられるわけでありますが、具体的に数字を積み上げて、この 400万円

というところを計上されているのかどうか。差異は生まれていないのかどうか。まだ具体的

に審議中ということで分からないというところが主にだと思いますが、その辺の数字を出し

たプロセスといいますか、そこをもう一度説明お願いしたいというふうに思います。以上で

す。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １点目の１５ページの地方特例交付金の伸び率でございますけ

れども、実績等から推計したものでございますが、数字といたしましては２９％の増で見込

んでおります。 
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もう一つ、子ども・子育て支援臨時交付金につきましては、先程来申し上げているとおり、

保育料の無償化の対象となる世帯を見込みまして、推計としたものでございます。ですので、

率であったり差異はないのかという面では、差異は出ようかと思いますので、それについて

は、先程申し上げたとおり、補正対応等で調整してまいりたいと考えております。 

○委員長（梅津 博委員） 他にありませんか。 

５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） 私の方からも予算書に沿って質問させていただきたいと思います。 

まず初めに、１６ページ、１３款使用料及び手数料ということで、町営住宅使用料という

のが昨年の予算から比べると若干上がっているというふうなことであります。この辺、上が

った理由をお知らせください。 

続きまして、１７ページ、先程から出ていましたけれども、１４款国庫支出金で民生費の

方の教育保育給付交付金というのが、昨年はなかったんですけれども、今年度 5,015万 4,000

円…同僚委員が質問したので、こちらはいいです。 

１９ページ、１５款県支出金、市町村総合交付金。これが昨年の予算から比べると増えて

いますので、この中身、増えた要因をお知らせください。 

それから、その下の方にあります老人クラブ活動費補助金ということで減っております。

この辺の要因をお知らせください。 

次は２２ページ、１６款の財産収入で学校敷地等貸付料というのが増えております。この

中身をお知らせください。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 歳入使用料、町営住宅の使用料の増減の関係でございます

が、町営住宅の使用料につきましては、入居者の収入に関して調査をいたしまして、それに

より年度の家賃を算定しております。その関係上、収入の増減により変動していくところで

ございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） 先程のご質問の中での答弁漏れもありました。大変申し訳ござ

いませんでした。ご質問がありました１７ページ、教育・保育給付交付金、こちらにつきま

しては、ご質問があったように、今年度からこちらの補助金の方に記載されているものであ

ります。前年度までは１４款１項１目の負担金の方に計上されていたものでありますが、国

の方の制度改正により組み替えされたものであります。答弁漏れがありまして申し訳ござい

ませんでした。 

続きまして、２点目の２２ページ、財産収入の学校敷地等貸付料であります。前年度まで

６万 5,000円でありましたが、今年度７万 5,000円ということで１万円増で計上しておりま

す。この理由につきましては、主なものとして、学校敷地等に建てられている電柱の使用料

がこちらに収入として入ってきていたわけなんですが、その他、今年度から町民体育館の貸

付料１万円、こちらを増額計上しました。この１万円は、町民体育館を総合型地域スポーツ

クラブ、みかわスポーツクラブ、こちらの方に事務所を貸しているというようなことで、前
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年度までは雑収入の方に予算計上していたんですが、性質上、この学校敷地等貸付料に計上

した方がいいだろうということで組み替えをしたものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １９ページの市町村総合交付金の増額の要因というご質問でご

ざいましたけれども、これにつきましては、平成３０年度まで防災行政無線に対する県補助

金がございました。これについては、平成２８年度に工事を行った事業に対する償還財源の

補助でございますけれども、これが３１年度から総合交付金の方に組み替えになりました。

この金額が 183万 3,000円ということで、それが主な要因でございます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） １９ページの老人クラブ活動費補助金が減っていることの

理由でございますけれども、この老人クラブ活動費補助金につきましては、老人クラブ連合

会への補助金、そして、その連合会に加入している単位老人クラブの活動費に対する補助金、

そして、老人クラブ連合会で行っております、いきいき活動費の補助金というものがござい

ます。老人クラブ連合会に加盟している単位老人クラブの数が平成３０年度に一つ減りまし

た。今７クラブから六つの単位老人クラブになったということで一つ減っているということ

は、すなわち会員数も減っているというところになりますので、その部分での活動費が減っ

ているというところになります。この部分につきましては、歳出の方の３款１項２目で老人

福祉費の中に老人クラブ活動費補助金ということで町が支出するというものがありますが、

それが減っていることに伴って、県から入ってくる補助金が減ったというところでございま

す。算出根拠につきましては、五十嵐福祉係長よりご説明申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐福祉係長。 

○説明員（五十嵐まなみ福祉係長） 私の方からご説明させていただきます。老人クラブ活動費

補助金につきましては、今課長が申し上げましたクラブ数掛ける単価と会員数掛ける単価と

いうことで額が決まっております。高齢者いきいき活動支援事業補助金として、２９年度と

比べて３０年度事業の見直しに伴って減額となったために歳入の方で減額となったというこ

とです。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） 申し訳ありません、先程答弁いたしました１９ページの市町村

総合交付金の関係で訂正をさせていただきたいのですが、当初予算の比較でお話したもので

すから３１年度からこのようになったというような説明をしたのですが、実は本定例会の初

日の補正予算に３０年度の補正をしておりまして、その際に、補助金から市町村総合交付金

への組み替えをすでに行っておりましたので、３０年度から、今後こういった市町村総合交

付金で手当になったということで答弁を修正させていただきたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） ただいまの老人クラブの方の最後の説明で、活動内容が変わったの

で見直しをしたというような最後の説明あったみたいですけれども、活動内容の見直しとい

うのは具体的にどんな見直しがあったのでしょうか。 
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○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 老人クラブ連合会では、会員の健康増進とか、そういう目

的でいろいろな連合会主催の事業を行っております。例えば、「歌声なの花」の活動であっ

たり、女性会員の研修であったり、また、健康増進という目的での「いきいきフェスティバ

ル」等をやっているわけですけれども、実は今まで「脳キラリカレッジ」ということで認知

症予防の年間２０回コースの教室を開催しておりまして、それについてもこの老人クラブ連

合会主催だということで、このいきいき活動事業の中に含まれていたわけですけれども、実

は、今年度町が社会福祉協議会に委託している介護予防事業の見直しと老人クラブ連合会の

事業の見直しを行いまして、「脳キラリカレッジ」の認知症予防事業については、町から介

護保険の地域支援事業の中で行っている介護予防の委託事業ということで社会福祉協議会が

行うということで、その予防事業の見直しを図ったというところでございましたので、認知

症予防教室の部分が連合会主催の事業ではなくなったということから、いきいき活動事業の

部分が３８万円ほどから１３万円ほど減ったというところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） 最初に、１５ページの１０款地方交付税の特別地方交付税について

お伺いしたいと思います。１億 3,000万円。この性格については、私はあまり詳しく分かり

ませんが、交付税で補いきれないものを補うものだというふうなことと、それから、いろん

な国の制度の中で、特別地方交付税で措置するというような事業があるようなのですが、そ

の辺の中身について、もし三川町にとって関係のあるものがあるとすればお伺いしたいと思

います。 

それから、１６ページの１３款使用料及び手数料ですが、農業使用料ということで農村セ

ンターの使用料が今年の予算では５万 9,000円ほど上がっておりますけれども、この辺の見

込みについての算定要因についてお伺いしたいと思います。 

それから、１９ページの県の支出金の中で、１５款県支出金に１目総務費県補助金の中で

２の方に移住定住等促進事業補助金という新しい項目が生まれていますが、この補助金は１

と２ありますけれども、それぞれどういう性格のものなのかお伺いしたいと思います。 

それから、２０ページですが、１目農林水産業費県補助金の中の１節農業委員会費補助金

の２に農地集積・集約化対策事業費補助金、これも昨年よりは減っているようなんですけれ

ども、この算定の根拠についてお伺いしたいと思います。 

それから、２３ページの１８款繰入金の中の５目ふるさと基金繰入金６億 870万円ですが、

これについては国の補助金等の動きによっては変更する可能性があるのか。その辺の方針に

ついて、もし分かっていればお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １５ページの普通地方交付税、特別地方交付税の関係でござい

ますが、この特別地方交付税につきましては、普通地方交付税で補足されない特別の財政需

要、さらには、災害対応などの緊急な財政需要に対して交付されるものでございます。基本

的には、その中身については具体的に示されませんので、その積算の内容は分からないとこ
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ろでございますが、積算の一部には庄内南部定住自立圏の助成分も入っております。この特

別交付金につきましては、特に全国で大きな災害等がありますとそれによって変動するもの

でございますが、当初予算におきましては、前年度同額として見込んでおります。 

最後のふるさと基金繰入金の関係でございますが、これについては、今回の補助金６億

2,000 万円入った残りの部分について起債が対象になります。交付税算入ができる起債がご

ざいますので、それをどこまで起債を起こすかということで基金の繰入額が変わってくるも

のでございます。これについては、なお調整をしているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤農村改善環境センター所長。 

○説明員（佐藤 亮農村改善環境センター所長） １６ページ使用料の部分で、農村改善環境セ

ンター使用料が増額になった理由ということでありました。ご質問のとおり、前年度の予算

としては９４万 1,000円を計上していたわけでありますが、これまでの過去の使用料の収入

実績から 100万円を見込めるものということで増額の計上をしたものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） 予算書１９ページ、１５款２項県補助金のうち１目の総務

費県補助金のうち２節の移住定住等促進事業費補助金の内容でありますけれども、まず１点

目の移住世帯向け食の支援事業費補助金、これにつきましては昨年度からすでにスタートし

ておりましたけれども、補正予算の中で一度説明した経過がございますが、山形らしい移住

促進策の一体的展開ということで山形県が進めております、一定の要件を満たす方に対して

食の支援を行っていくということで、具体的には、米、味噌、醤油の１年分の食に関わる支

援を行うものが、この移住世帯向け食の支援事業費補助金であります。 

それから、新たに３１年度からの取り組みとしまして、同じ県の移住促進策の中で、国が

一定の要件を満たす首都圏からの移住者に対して、その移住支援金を国が政策として給付を

行う予定となっております。それを受けまして、県の方でも、その移住促進策として県も取

り組みを行うものでございまして、国が１／２、県が１／４、市町村が１／４ということで、

一定の要件を満たす方に対しまして首都圏からの移住者に最大 100万円の給付を行うもので

ございまして、その財源となるものでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤農業委員会事務局長。 

○説明員（齋藤仁志農業委員会事務局長） 県補助金のうち、農業委員会補助金、農地集積・集

約化対策事業費補助金の減額の理由でございます。これにつきましては、農地集積に関わる

活動を行う経費として県から補助金としていただいているものですが、主だった内容につい

ては、一般人件費と旅費等となっております。そのうち、旅費の方について事業調整なりま

したので、事業調整の結果、減額となったところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） それでは、再質問させていただきます。先程の特別地方交付税の中

身については示されていないということでしたが、先程、庄内南部定住自立圏ということの

話がありましたが、その他に、町で行っている地域おこし協力隊に対する支援というのも特

別交付税措置というふうに制度的にあるようなんですけれども、その辺については見込みさ
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れていましたでしょうか。 

それから、１６ページの農村環境改善センター使用料ですが、全体の使用が増えたという

のは実績として分かりますが、施設の中身、何箇所かありますので、どこが増えている傾向

にあるか、もし分かればお願いしたいと思います。ホールだとか、調理室だとか、会議室と

か。今後のいろんな施設の整備に関係することなので、細かい話ですみませんが、分かれば

お願いします。 

１９ページの県補助金の関係の移住支援事業補助金という話の中で、国・県割り当て、性

格的なところは若干理解しましたが、一つは、一定の要件というのはどういう要件なのかと

いうことと、それから、最大 100万円という、これが７５万円ですので、これは人数を想定

されて、これで１人というふうな想定なのかということをお伺いしたいと思います。 

それから、２０ページの農地集積の補助金の減額の関係で旅費等の減額という話になりま

したが、これは集積の面積が下がったということではなくて、そういう要因というのはない

のでしょうか。 

それから、２３ページのふるさと基金の繰り入れについての、これは国の補助金の移管と

いうことになって、変動もあり得るということなのですが、あり得る中身の中で、例えば、

繰入金が少なくて済むようになった場合に、別の用途としてまた新たに今年度の中で事業化

するというようなことは無理かもしれませんが、とにかく用途としてまた広げるというふう

な可能性はあるかどうかということをお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １点目の、１５ページ、特別地方交付税に関しましては、先程

庄内南部定住自立圏の話も出しましたけれども、委員から質問ありましたとおり、こういっ

た特別地方交付税の対象となるものとして地域おこし協力隊、あるいは６月に補正いたしま

した危機管理専門員の賃金についても特別地方交付税の対象となると示されております。個

別にその事業を行う担当の方には、こういったふうに手当をするということで示されてはい

るのですが、それが実際にどのように積算されたのかの数値は示されませんので、そういっ

た内容が分からないということでお話したところでございます。ただ、一つひとつ約束して

いるものはございますので、それに基づいて積み上げされているものだと思っております。 

２３ページのふるさと基金の見直しに関しましては、先程も申し上げましたとおり、この

６億 870万円のうち、大きいのが、やはり子育て交流施設への基金充当でございます。これ

については、先程申し上げましたとおり、なお調整中でございますが、これを今後基金とし

て繰り出ししないと一般会計の方に入れないことになりますので、これをどう使っていくか

については投資的経費に充てるということで行っておりますので、今後の課題だと思ってお

ります。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤農村改善環境センター所長。 

○説明員（佐藤 亮農村改善環境センター所長） ご質問がありました農村環境改善センター使

用料の利用の中でどこが増えているのかというご質問でありました。農村環境改善センター

には、多目的ホールをはじめ調理室、各種会議室がありますが、前年に比べどこが増えたと
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いうような部分は明確には出ておりません。今回増額しましたのは、先程も申し上げました

が、過去の実績から見て、例年 100万円を超える収入があったため、３１年度については 100

万円の収入は固いものだろうということで予算増額したものであります。ちなみに２９年度

の実績におきましては、全部で 1,325件の利用がありました。このうち、多いものとしては

多目的ホール 322件、その他の会議室についても 200件を超える利用回数があるものであり

ます。ちなみに２８年度と比べましても、件数的には、逆に２８年度が件数は多いんですが、

利用人数は若干下回るというような状況でありまして、具体的にどこが増えたからというこ

とで利用料を増額したものではありません。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） 移住支援事業補助金の一定の要件、具体的なその要件等に

つきましては、企画調整課主査よりお答え申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原企画調整主査。 

○説明員（菅原 勲企画調整主査） ただいま質問ありました一定の要件についてご説明申し上

げます。こちらについては、東京２３区在住、もしくは東京２３区に通勤している方が地方

に移住する場合で、都道府県が指定する中小企業に就職した場合に支援金を 100万円支給す

るといったものでございます。この事業につきましては、国の地方創生の一環として、予算

編成時期に出てきたということもございまして、県が指定する中小企業についてはまだ確定

していないということもありまして、まずは１件ということで人数を見込ませていただいた

ところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） 100 万円に対して７５万円の根拠ですけれども、こちらの

県補助金には国の補助金が含まれておりまして、国が１／２、県が１／４ということで、国・

県合わせての補助金がこの県補助金ということでご理解をお願いしたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤農業委員会事務局長。 

○説明員（齋藤仁志農業委員会事務局長） 農地集積・集約化事業の減額の件で、その理由が、

いわゆる農地の集積面積が減少することに対しての減額かというご質問でしたが、そのこと

については、先程申し上げたとおり、面積の減少ではなく事業費項目の調整による減額にな

ってございます。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。             （午前１０時２９分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。               （午前１０時５０分） 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹から、先程の４番佐久間千佳委員に対する答弁で訂

正したい旨の申し出がありましたので、これを許可します。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） 先程、佐久間委員から保育料の減額の理由の質問があり、そ

れに対してお答えした答弁の中で、３歳の無償化に伴っての減額ということで答弁いたしま

したが、歳入で見ています保育料につきましては、民間保育園の保育料も含まれております。

民間に通う４歳・５歳の保育園児についても無償化になることから、こちらの減額も見込ん
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でおります。訂正させていただきます。 

○委員長（梅津 博委員） 引き続き質疑を行います。質疑はありませんか。 

２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員） 予算書の中で、１７ページ、１４款社会保障・税番号制度システム

整備費補助金、２９年度決算でも７５万 7,000円、確か昨年の予算もこの程度だと思います

が、今回大幅に国から来ますので、この要因を伺いたいと思います。 

そして、毎年ついておりますけれども、２０ページの１５款、県からですけれども、農政

対策費補助金の中のみどり環境交付金の内容を伺いたいと思います。 

そして、２１ページの県支出金で、いつものようにリフォーム総合支援事業費補助金 700

万円、決算では 701万円になっていますけれども、これはいつものとおりの割合なのか伺い

たいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） １７ページの社会保障・税番号制度システム整備費補助金

の内容でありますけれども、３１年度のこの補助金の内容につきましては、まず一つが 2020

年６月に運用を開始予定としております母子保健情報の連携が 2020 年６月に開始されると

いうことで、国の方では進めることとなっております。それに対応したシステム改修のため

の町の経費に対する国からの補助金を見込んでおります。 

それともう一つ、自治体の中間サーバーの次期システムの更新に係る交付金に対しまして

も、国から人口に応じた補助金が交付予定となっておりますので、この二つの要素がこの補

助金の内容となっております。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） ご質問のみどり環境交付金の関係でございますが、その内

容につきましては、県が県税として起こしておりますやまがた緑環境税、こちらを原資にし

ながら自然環境の保全、農業の醸成を目指すという目的で活用させていただいている事業で

ございます。例年の基金からの歳入になり、歳出の方で木製のバリケード等の導入による啓

発活動を行っているものでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） ２１ページの方の土木費県補助金の中のリフォーム総合支

援事業費補助金の中身でございます。この部分につきましては、例年 700万円ほどを見てお

るところですが、例年のごとくリフォームの件数が概ね３０件、人口減少による支援の部分

７件、耐震改修１件ということで、３８件の予算を見込んでいるところです。３０年につき

ましては若干伸びが少ないものの、２９年度につきましては 700万円を超えるような形で補

助金をいただいているところとなっております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員） 緑環境税ですけれども、私の理解が間違っていればその旨訂正お願

いしたいと思いますけれども、これは山形県独自で１人 1,000円の森林を守るために行った

制度で、齋藤県知事時代に提案して行ったものが、今度国でも、山を守るためには良いとい
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うことで、森林環境譲与税で、今回三川町でも４０万円近く見ているわけであります。この

場合、山形県の分と国の分、やはり同じく 1,000円のようですけれども、払っていくという

制度になろうかと思います。その場合、県からの考え方は示されていないのか。国全体で

1,000 円を徴収してやるという方針であります。３１年度予算でも、三川町では歳入に見て

おりますけれども、山形県の場合は、この緑環境税で入っている分が、これは森林面積、小

学４年生から中学３年生の児童・生徒割があって、山のない三川町にも入っていて、それを

木材を使用したベンチとか、そういうものに活用して、学習にも活用しているわけでありま

す。ですから、その辺が県の解釈等が入っているのか。それに対する三川町での考えも伺い

たいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 県税を活用したみどり環境推進事業、それから、先程も出

ました、新たな税制の中での一つであります森林環境譲与税、こちらの方については、共に

森林を守り、また、継続して安定的に将来に向けて森林資源を引き継いでいくという部分に

ついては同じような目的を持っているものでございました。山形県単独で緑環境税を創設し

て、年間 1,000円、さらには、国が創った譲与税、こちらについても年間 1,000円というこ

とで、目的もある程度同じ、さらには、県と国の事業の違いについても明確に分けるように

というような県からのお話はもらっております。同じ内容、目的を持ちながらも、使い方と

して明確に分けながら有効に活用してもらいたいというような考え方のようでございます。

実際に、県の緑環境税の推進事業につきましては、先程も若干申し上げましたが、啓発とい

うことで、小中学校等に、これまで木製ベンチですとか木製品を導入しながら、また、その

意義を説明させていただきながら啓発をしてきました。 

一方、これから進める森林環境譲与税を活用した事業につきましては、単年度での使い方

ではなくて、ある程度基金に入れながら、複数年をもって有効事業に使っていこうというこ

とでの違いがまずあります。今現在考えておるのは、その譲与税の部分につきましては、複

数年ふるさと基金の方に入れ込みまして、ある程度大型の事業になりますか、いわゆる緑環

境税と比べれば大型の事業に対して使っていきたいという考え方を持ってございます。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 最初に１４ページの環境性能割交付金、新しいもののようですが、

この説明をお願いします。 

それから、２５ページの町債の消防債の中で、全国瞬時警報システム改修事業債というの

がありますけれども、この内容と、それから、これは町債で行うわけですけれども、あとか

ら交付税算入とか、そういう国からの助成というのがあるのかどうか伺います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ２点のご質問ありました。２点目の、２５ページ、全国瞬時警

報システム改修事業債につきましては、これについては木村危機管理係長よりご答弁申し上

げます。 

１点目の環境性能割交付金、新しく出ました歳入の部分で、１４ページ、環境性能割交付
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金でございますけれども、これにつきましては、１０月から消費税の引き上げに伴って自動

車税の見直しが行われるところでございます。今回その自動車税の見直しの中で環境性能割

が出てまいります。そのうちの市町村への交付金として、全体の環境性能割税のうちの５％

は町税費として除きますが、うち６５％が市区町村へ交付金として交付されるものでござい

ます。基本的には、その交付金の交付基準については、市町村道の延長及び面積により年３

回交付されることとされているところでございます。この自動車税のほかに軽自動車税環境

性能割も中には含まれております。これについては、今町税として算入しております軽自動

車の分になろうかと思いますが、これについても９５％が市町村の方で歳入として見込むと

ころでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 木村危機管理係長。 

○説明員（木村 功危機管理係長） それでは、私の方から消防債、全国瞬時警報システム改修

事業債についてご説明申し上げます。こちらにつきましては、消防庁の方からＪアラートの

多重化を図るようにというご指導がありました。その中で、現在のＪアラートにつきまして

は、防災行政無線と連動いたしまして自動的に情報が流れるようになっております。それに

機能追加としまして、希望があった方のメールを登録いたしまして、連動して自動的にメー

ル配信するといった機能追加を考えているものであります。こちらの起債につきましては、

緊急防災・減災事業債の対象となりまして、交付税算入率７０％を見込んでおるところであ

ります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 消防債の全国瞬時警報システム改修事業債の件について、もう少し

伺いたいと思います。３０年度予算でも改修工事が入っています。今説明いただいたのは、

たぶん３１年度にこういう形だという説明だったと思うんですけれども、３０年度にどこを

どう改修して、３１年度に今のような改修の形になるのか。 

それから、先程７０％戻ってきますという話だったので、３０年度のもの、少し３１年度

の予算からは外れますけれども、それも同じ考え方でいいのかどうか。防災行政無線なんか

は点検もしていますし、時刻やいろんな連絡等で点検という形にもなると思いますけれども、

これに関しては、もう今は北朝鮮からロケットも飛びませんし、ただ、大きな地震とか津波

とかのときには、やはり活躍してもらわないといけないものだなというふうに思っています

ので、点検についての考え方も一つ伺いたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） 防災行政無線に関するご質問でございましたけれども、最初の

３０年度の事業の中身につきましては、木村危機管理係長よりご説明申し上げます。 

２点目の起債関係、事業債につきましては、３０年度も事業を行っておりますが、この３

０年度の事業についても同様に緊急防災・減災事業債を活用いたしまして、これについても

起債充当率 100％、交付税算入率７０％ということで起債を起こしているものでございます。 

３点目のＪアラート点検でございますが、基本的に、これについては国から点検時期が示

されまして、情報が送られてきたものが正常に作動しているかという点検を定期的に行って
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おります。この前も新聞報道で、県内の自治体がその情報を流せなかったということで新聞

報道があったところでございます。本町においても、そういったことがないように、点検は

日常的に行う必要があるというふうに捉えております。 

○委員長（梅津 博委員） 木村危機管理係長。 

○説明員（木村 功危機管理係長） それでは、私の方から今年度実施いたしました全国瞬時警

報システムの改修工事の中身について説明させていただきます。これにつきましては、Ｊア

ラートの消防庁からの情報につきましては、受信機をもって受信いたしまして防災行政無線

と連動しておるわけなんですが、昨今、災害が多く、取り扱う情報量が多くなっておりまし

て、受信する機能が追いつかなくなっている状況でありました。こちらの方を、まず国の方

から、新型の受信機が発売されましたので変えるようにとの指導のもと行ったところであり

ます。内容としましては、受信機を新型のものに変えること。それから、非常用電源装置と

表示用端末の方を更新しておるものでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑はありませんか。 

８番 成田光雄委員。 

○８ 番（成田光雄委員） ２点ほど伺います。 

まず、先程、同僚委員より質問あった答弁の中での関連で少し伺いますけれども、２１ペ

ージ、１５款の県支出金、教職員働き方改革推進事業補助金と。それ答弁はあったようでし

たが、３３万円ほど、この金額、こちらは２３万円ですが、上乗せしてやるということでし

たが、この指導員とかという答弁でありましたけれども、部活ですか、その３３万円の算定

基礎をまず一つお答え願いたいと思います。日数をどのように見ているのか。あと、時間。

そして、人というのは、ちょうどいいような人がいるのかどうか。あるいは、その方と子ど

もたちが上手くコミュニケーションをできるのかどうか。その辺を、とりあえずもう一度伺

いたいと思います。 

それから、２点目は、２２ページの１６款の財産収入。共同店舗敷地貸付料、これは２９

万 1,000 円。共同店舗、大体平成１１年頃からだとは思いますけれども、この２９万 1,000

円の算定基礎と言いますと、やはり固定資産税相当額と。そういうふうに私は理解している

のですけれども、面積が 3,408.96平米ですか。そこの場所の課税標準。そして、1.4％もら

うわけですけれども、これは町のものですから、貸し付けているわけですけれども、いわゆ

る固定資産税相当額という額で貸しているんだけれども、その算定基礎をどのように見てこ

の金額になるのか。 

そして、この共同店舗の敷地料の契約が、この予算書を見てみますと、平成１１年から平

成４１年３月３１日までとなっておるようです。その日にちは間違いないかどうか確認です。

いわゆるいろり火の里関係につきましては、過般の補正予算で担当から聞いてみますと

4,000 万円の繰上償還ということであったようですので、残りはまだ少し残っていると。あ

れは確か平成１１年、その前ですけれども、実際借りている額は約１４億円ぐらいだと思い

ます。平成９年、あとは平成１０年辺りですね。ＪＡ辺りと、それから、市町村共済組合と。

あと、もう一つは確か荘内銀行ですね。そこからそれぞれ借りて、約１４億円借りているわ



- 23 - 

けなんです。それが平成３２年度に終わるんです。ただ、この契約の日にちを見ますと、平

成１１年の７月から平成４１年３月３１日までなっているんですけれども、その関わりがあ

るのかどうか。その辺、少し詳しくお知らせ願えればと。契約の中身がこうなっているのか

どうかもよろしくお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ご質問がありました県補助金、教職員働き方改革推進事業補助

金の内容についてというご質問でありました。算定基礎につきましては、担当の齋藤教育課

長補佐からご答弁申し上げます。 

この補助事業の目的としましては、教職員の働き方改革の一つとして、部活動における負

担軽減を図るというもので、国の方が創設している補助事業であります。具体的には、部活

動を顧問教諭に変わって指導及び大会等への引率を行うなど、さらには、生徒指導等も含め

て行ってもらいたいということで、今回、３１年度から三川町でもこの制度に取り組むこと

としているものであります。具体的に３１年度から考えております指導員の方につきまして

は、教員を退職した方でありまして、校長も経験した方でありますので、子どもたちとの関

係性については十分適切な人材であるというふうに認識しておりますし、中学校におきまし

ても、こういった人材が部活動に関わっていただけることで顧問教諭の負担が軽減されると

いうふうに考えております。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤教育課長補佐。 

○説明員（齋藤いつ教育課長補佐） 私からは算定基礎についてご説明申し上げます。県の補助

ということで、賃金報酬額に対して１人当たり１時間 1,600円の 210時間が限度額となって

おります。それで、本町としましては、１日３時間程度ということで、210 時間を超えない

時間で積算したものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １５ページの財産収入の関係でございますけれども、これにつ

いては、委員の質問のとおり、予算説明書７ページにありますが、いろり火の里敷地内で三

川町ショッピングセンター開発共同組合に 3,408.96 平米を貸し付けているものでございま

す。これに対する貸付料としての財産収入でございますが、１点目の固定資産税評価額相当

の貸付料でございますが、その内訳につきましては中條総務課長補佐より説明申し上げます。

後段の契約期間の関係でございますが、償還が平成３２年度までということで行っておりま

したが、この契約そのものは行政財産の貸し付けが上限３０年間となっておりますので、そ

の上限の年度末までを貸付期間として当初契約したものでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 中條総務課長補佐。 

○説明員（中條一之総務課長補佐） それでは、私の方から共同店舗敷地貸付料についての積算

についてお答え申し上げます。今回の共同店舗敷地貸付料につきましては、ラコスの敷地に

なります。面積としては 3,408.96平米ということで、今回の予算額といたしましては、前年

度の賃借料３０万 600円でございましたけれども、今回時点修正がございましたので、その

増加減を見込みまして２９万 1,000円の予算を計上したものでございます。以上です。 
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○委員長（梅津 博委員） ８番 成田光雄委員。 

○８ 番（成田光雄委員） よく分かりましたけれども、最初の１５款の県支出金の働き方改革

という名前にそぐわないのではないかと私は思ったのです。やはり教職員の方々が非常に多

忙感があって日夜大変な状況にあるということは、教育長をはじめ、その関係者は承知かと

思いますが、本来の意味での働き方改革の中身になっているのかなと私は思ったのです。こ

れは、私に言わせればスポ少強化対策費です。こんなことを言ってはなんですけれども、本

来は、やはりその辺をいろいろ考えた内容になっているのかなと私は思ったものですから質

問をしたのですが、やはり本当は教職員の方々のフレックスタイムとか、あるいはそういう

時間をずらしてやっていくとか、そういう制度にしていかないと私はだめだと思ってこうい

う質問をしたんですが、教育長、どのように思っているのか、所見ありましたら伺いたいと

思います。やはり学校の先生方は大変です。本当に分かります。ですから、いろんな行事も

廃止になっているし、地域との連携も希薄になっているし、いろんな面で希薄になっている

ことは事実です。私がＰＴＡでお世話になった頃から見ると、全くもう行事そのものも減っ

ております。それで、言葉上は地域と学校と家庭と、そういう三者一体とは叫ばれています

けれども、中身は伴わないと。私はそう見ています。その辺、もし所見があれば。働き方改

革という言葉が出たものですから私は聞いたのですから、もし所見がありましたらお願いし

ます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 鈴木教育長。 

○説明員（鈴木孝純教育長） 今いろんなところで働き方改革というふうに叫ばれているわけで

すけれども、教員の世界においても、教員というのは知の教育が本職かもしれません。しか

し、日本の教育においては、やはり保護者対応、それから部活動、知徳体というふうな教育

が求められていますので、日本の場合のクラブ活動の存在というのは人間形成の中において

は非常に大切だと。特に中学校の場合は、部活動もすべて、大体三川中学校も１人２つぐら

い持っていますかね。その引率とか指導、当然生徒だけやらせるのではなくて、顧問がきち

んと立ち会わなければいけないというふうなことで、そういう時間的な多忙感もどこの学校

でも叫ばれてきたということで、本来の知に対する教育の充実ということで、なるべくそう

いう部活動においては何とか援助してあげようと。特に部活の場合には、日曜日とか休日の

引率もあります。先程の部活動指導員というのは、単なるクラブを強くすればいいのではな

くて、実は文部科学省の方も、一つのクラブではなくて全体的なコーディネーターというこ

とで、いろんなクラブを面倒見てあげよう。それから、クラブの引率も、例えば、野球だっ

たら野球、あるいはサッカーだったらサッカーと専門的ではなくて、いろんなクラブを総合

的に見て、そして指導もできると。それから、日曜日も代わって試合にも出られると。実は、

そういう形の部活動指導員でございます。 

ということで、三川町として見れば、単なる専門性を優遇するのではなくて、生徒との関

わり合い、それから、いろんなことを助言できると。そういう適任者を探しつつ対応しても

らえるというふうなことでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑はありませんか。 
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７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） 私からは１点だけ、単純な質問になりますけれども、予算書でいき

ますと１８ページ、国庫支出金の中の上から二つ目、社会資本整備総合交付金が昨年度より

も 1,400万円近く増額しているという状況でございまして、この財源充当先につきまして、

別冊の予算説明書の総合計画に関わります事業計画書５４ページからスタートしていますが、

この事業ごとに充当先をご説明願えればと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） １８ページにおける土木費国庫補助金の充当先というご質

問でございます。この国庫補助金につきましては、道路整備事業、また、住宅関係の住まい

づくり支援事業、こちらの方への充当となってございます。部分的に申し上げますと、道路

改良事業の方の雪寒事業の方に行っておるところです。今ちょうど事業債関係、総合計画の

中におきましては５８ページ、一つとして、かわまちづくり整備事業でございます。こちら

の方に充当しております。また、同じページの住まいづくり支援事業、こちらの方にも充当

となっているところでございます。また、部分的にですが、空き家対策関係、また、道路の

舗装事業及び防雪対策事業、橋梁長寿命化事業となってございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 若干時間がありますので、３回目の質疑を許します。質疑はありま

せんか。 

○委員長（梅津 博委員） 進行にご協力をお願いいたします。 

○委員長（梅津 博委員） 以上で、第一審査区分の審査を終了します。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、第二審査区分の審査を行います。 

第二審査区分として、１款議会費、２款総務費、３款民生費、４款衛生費、５款労働費に

ついて審査を行います。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑を許します。 

１番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） 私の方から数点お伺いしたいと思います。 

３１ページになります。デマンド型交通システム運行業務委託料、若干増額になっており

ますけれども、この増額の要因についてお願いします。 

次に、３２ページでありますけれども、移住支援事業費補助金、新規のものになろうかと

思いますが、この説明をお願いしたいと思います。 

次に、その下にあります町内会総合交付金とありますけれども、増額になっております。

この増額の要因と各町内会に交付されるものと思いますけれども、どのような形で交付され

るのか、その算出根拠についてお伺いしたいと思います。 

次に、３４ページになります。防犯費、安全で明るい町づくり推進整備事業において、修

繕料と防犯灯改修等事業補助金の割合が昨年度より変わっておりますけれども、この要因に

ついてお聞きしたいと思います。 

４５ページになりますが、民生費、保育委託料が大幅に増額になっておりますけれども、

いのこ保育園、また、町外の保育園施設への委託料となるのかと思いますけれども、その割
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合についてどのようになっているかお聞きしたいと思います。 

４７ページですけれども、保健活動費、各種乳幼児検診等委託料、これも新規のようであ

りますけれども、この内容について説明をお願いしたいと思います。 

最後に、４９ページ、清掃総務費の中の生ごみ処理機購入費補助金であります。一応減額

になっているようでありますけれども、生ごみ処理機の利用申込状況についてお伺いしたい

と思います。 

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず１点目の３１ページ、デマンド型交通システム運行業

務委託料の増額要因でありますけれども、本年１０月から消費税率がアップされるというこ

とになっておりまして、そのアップ分が業務委託料の増額が要因となっているところでござ

います。 

それから、２点目の３２ページ、移住支援事業費補助金については、先程歳入の部分でも

説明申し上げた部分ありますけれども、首都圏からの移住者に対しまして移住支援補助金を

国・県の制度を活用して支援するものでございます。 

それから、３点目に、同じページの町内会総合交付金の増額等の理由ということでありま

すけれども、交付金の活用の部分でありますけれども、従来、自治振興交付金という形で、

昨年度までは町内会に支援したものでございまして、その目的・趣旨としましては、各町内

会自治の振興を通しまして町民の福祉の向上を図るためということで、幅広くそういった活

用ができるような交付金を従来から行ってきたところでございます。本年度、３１年度の予

算におきましては、従来の基準に加えまして、新たに防犯灯の維持交付金という形で町内会

が管理する防犯灯の設置基数に応じて、その電気料等に応じた額を新たに追加交付するとい

うことで、名称も町内会総合交付金に改めまして町内会への支援の拡充を図ったところでご

ざいます。この項目の中には、従来からの、例えば、平等割でありますとか、世帯割等ござ

いますし、それから、高齢者割ということで、かつて敬老会等事業を町内会にお願いしたい

といったことで、その部分も高齢者割ということで積算根拠に加えたものも、それは同じく

継続して行うこととなっておりますが、まず一番大きな要因としましては、今の防犯灯の維

持管理交付金を新たに加えたことによります大きな増額要因となっているところでございま

す。以上であります。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３４ページの安全で明るい町づくり推進整備事業、修繕料、そ

して、補助金の増減の要因という質問でございましたけれども、まず修繕料につきましては、

町内会管理の防犯灯と町管理の防犯灯がございます。集落間を結ぶ防犯灯について町管理と

しておりまして、これを平成３０年度までにＬＥＤ化するために予算化いたしまして事業を

行ってまいりましたが、３０年度でその事業が完了いたすことから、３１年度については、

今あるＬＥＤ化されたものについて、例えば、落雷等での故障もございますので、そういっ

たものの修繕費として、３１年度は２０万円を計上したところでございます。 
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防犯灯の改修事業補助金につきましては、これまでも町内会の管理する防犯灯の蛍光灯か

らＬＥＤ化するための補助事業として行ってまいりましたが、ただいま企画調整課よりもお

話ございましたように、町内会総合交付金の中で町内会が管理する防犯灯について、電気料

を補助の交付基礎とするというようなことがございました。これについては、私どもの方で

も、やはり経費節減のために、このＬＥＤ化というのは町内会にとっても有用な事業でござ

いますので、そういった電気料の交付を原資といたしまして、現在の蛍光灯のＬＥＤ化が進

むであろうと。そうした場合には、この補助事業の活用、ＬＥＤ化した場合１／２補助でご

ざいますけれども、この補助金も増えるであろうという見込みで今回増額したところでござ

います。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） ４５ページ、保育委託料の増額の理由と配分の内訳、割合と

いうような内容の質問でありました。この保育委託料につきましては、民間の保育園への委

託ということで積算し計上しているものでありますが、増額としては、入園予定の園児数が

増えていることと、さらに、処遇改善分の若干の加算があったための増額ということになり

ます。民間保育園の割合等については、渋谷保育園係長がご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 渋谷保育園係長。 

○説明員（渋谷 淳保育園係長） それでは、私の方からご回答させていただきます。割合とい

うお話でありました。いのこ保育園とその他の割合というようなお話であったかと思います。

金額ベースで見ますと、約９８％がいのこ保育園分ということで予算計上をしているところ

であります。人数ベースで比較しますと、９４％程度がいのこ保育園の児童ということで想

定をしているところです。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） ４７ページにあります母子保健事業の各種乳幼児検診等委

託料についてのご質問でございました。町では、子どもたちの健やかな成長のために、母子

保健法に基づき各種乳幼児検診を実施しているところでございます。今年度までは小児科の

医師、そして、歯科医だったり歯科衛生士の方に雇上賃金ということでお願いしていたとこ

ろでございますけれども、鶴岡地域の小児科の先生の高齢化、また、従事していただける先

生が少なくなっていくのではないかという今後の醸成を鑑みまして、まず小児科の先生の方

から、複数で対応できるように医師会と委託契約を結んで従事してもらうという方法がいい

のではないかというようなお話を受けておりまして、今年度いろいろ検討しながらやってき

たところでございます。それで、来年度からは委託契約ということでの従事をしていただく

というところになったところであります。 

また、その回数についても見直しをしました。この委託契約の内容、委託先、回数につき

ましては、詳細について齋藤健康福祉課長補佐よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤健康福祉課長補佐。 

○説明員（齋藤昌子健康福祉課長補佐） 私から委託先等についてご報告申し上げます。まず小

児科の医師に関わる乳幼児健診につきましては、鶴岡地区医師会の方に委託をしておりまし
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て、鶴岡地区医師会から小児科医５名の派遣が可能ということでお返事をいただいておりま

す。 

あと、歯科に関わる部分につきましては、従来より三川歯科医院の佐藤完治先生にお願い

しておりまして、新たに委託契約をする形になります。 

委託料につきましては、まず小児科の診察につきまして、金額が従来通りの２万 1,900円

プラス交通費、それから、医師会の事務手数料、消費税等が新たに加わることになりまして

若干の金額増となっております。また、実施回数につきましては、よりきめ細かな検診をし

たいということで医師会の申し入れがありまして、人数設定が１５人ということで言われて

おりますので、その１５人前後の人数設定ができるように、きめ細かな検診ができるように

ということで、１歳半・３歳児検診と乳幼児健診につきましては２０回から２２回と増加、

それから、２歳のすこやか歯科検診に関しては、従来通り４回を設定しております。 

あと、昨年度まで予算計上しておりました医師雇上賃金につきましては、この委託料に組

み替えなっておりますので、実質昨年度より増加した部分につきましては３０万円と見込ん

でおります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） ４９ページ、生ごみ処理機購入費補助金、最近の動向につ

いてというご質問でございます。生ごみ処理機購入費補助金につきましては、生活ごみを自

己処理するために生ごみ処理機を設置した場合に、その費用の一部を補助することにより、

ごみの減量運動を推進することを目的として始めておるわけですが、近年の状況といたしま

しては、平成２８年には１件、２９年にも同じく１件、３０年について、今現在のところ０

件という状況になっています。今後とも、こちらの方については啓蒙活動を図って推進して

まいりたいと思っておるところです。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） １番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） 町内会の総合交付金についてでありますけれども、防犯灯の電気代

というようなお話だったと思います。なぜこの防犯灯の数によって交付されるのかというこ

とを確認させていただきたいと思うんですが、ＬＥＤ化についても、進んでいる町内会と進

んでいない町内会でかなりの進展の差があると伺っております。それで公平な交付になるの

かというところは少し疑問なところでありますし、町内の一部には、町内会に属していない

部分で防犯灯がついていない部分もあります。そういったところへの対応としては、どのよ

うなことを考えているのかお伺いしたいと思います。 

４５ページの保育委託料の件であります。みかわ保育園・幼稚園も希望者が多く、増床、

または部屋の改造によって受け入れを可能にして対応していくというようなことであります

けれども、いのこ保育園については、まだ受け入れの余裕があるのかどうか。また、みかわ

保育園・幼稚園においても、未満児等、受け入れは可能な状態にあるのかどうか。保育士の

数等含めまして、改めてお聞きしたいと思います。 

４９ページの生ごみ処理機のことでありますけれども、なかなか利用申し込みもないとい

うようなことでありました。新たにごみ減量化というものに取り組むにあたって、違うよう
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な方策等、考えはないのかお聞きしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） 町内会総合交付金の中の防犯灯に対する考え方ということでご

ざいましたので、私の方から答弁させていただきたいと思います。基本的にその防犯灯に対

する電気料の交付基準を設けたいというふうに考えましたのは、今のＬＥＤ化の進捗率が

100％の町内会もあれば２％というところもございます。２％の場合は、４６棟のうち１棟だ

けしかまだなっていないと。さらにもっと小さな町内会もありますけれども、小さな町内会

では、１／２補助があるとはいえ、残り１／２の財源確保がなかなか厳しいので進まないと

いうようなお話がございました。 

ただ、先程も申し上げましたが、ＬＥＤ化することによって町内会の負担、町内会費とし

て集めているものを充当しているわけでございますが、その負担が減るというのは見込まれ

るわけですので、その電気料を交付した分について、先程の１／２の補助の自己財源に充て

ていただければ、さらにＬＥＤ化が促進していくのではないかというような考え方のもとに、

今回のこの交付金の基準額として入れさせていただいたものでございます。 

ただ、先程企画調整課が申し上げましたとおり、町内会の総合的な交付金でございますの

で、すべてをそれに充てなければならないかとなると、そうではないと。全般的な、特にす

でにＬＥＤ化 100％なっているところについては他の事業に使っていただいても結構ですし、

あるいは町内会費を下げるという選択肢もあるのかなと思います。それは、公平性という面

では、すでにＬＥＤ化しているところについては、その金額分丸々浮くわけでございますの

で有利であるし、さらには、そういった有利性を、ＬＥＤ化を進めることで小さな町内会も

今後同じような状態になってまいりますので、長期的に見れば公平性の観点は大丈夫なのか

なというふうに考えております。 

後段の新興住宅地への防犯灯の設置に関しましては、これまでも町においては、町内会が

設置を希望して行い、その後の維持管理費を町内会が負担するというふうな方法をとってお

りました。今回ＬＥＤ化に対する防犯灯の交付率が年間の電気料を想定してその８割を補助

することになりますので、やはり今後とも地元負担は出てまいりますので、先程申し上げた

住宅地について、ないところについては、過去にもその住宅地の住民の皆さんと話し合いを

して独自の組合的なもの、あるいは団体を作って、その受け皿となるような方法も模索して

いたようには聞いておりますけれども、今回のこの制度がそのまま住宅地への防犯灯の整備

に繋がるかとなると、それは難しいのではないかと捉えているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） 保育委託料に関連してのみかわ保育園、いのこ保育園での受

け入れが可能かというご質問でありました。年々保育ニーズが高まっており、特に未満児の

入園希望者数は増加傾向にあります。毎年度、入園希望申し込みを取りまとめた段階で、み

かわ保育園、いのこ保育園それぞれで入園児数の調整作業を行っております。ですから、い

のこ保育園でさらに受け入れられるかということよりも、各年度の人数を見ながら調整し、

待機児童が出ないように現在調整をしているということで、ご理解をいただきたいと思いま
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す。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 生ごみ処理機の方の補助事業の今後の見通し、また、対策

というご質問の中身でございました。こちらにつきましては、平成２９年度より、本町にお

いて、生ごみ減量実証試験事業、こちらの方を執り行っております。中身としましては、生

ごみの減量化に向けたモニター募集ということで、いろいろな機種の選定を２９年度、３０

年度行っておるところです。こういったものを踏まえまして、内容を検討しながら、今現在

の中身を考慮しつつ、今後配慮していきたいと考えておるところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。            （午前１１時４８分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。              （午後 １時００分） 

引き続き質疑を行います。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） それでは、私の方から質問させていただきます。予算書３１ペー

ジ、総務管理費の中にあります、先程同僚委員も質問しましたが、デマンド型交通システム

運行業務委託料ということで、若干の微増ということでありますけれども、土日運行になり、

かなり利便性が高くなってきている中でドライバー不足というものも叫ばれております。業

務委託ということで、契約の際にそういった声が聞かれなかったのかどうか。問題点などな

かったかどうか。その点を１点お伺いいたします。 

続きまして、３３ページ、行政事務システム化推進事業ということで、３０年度より 1,000

万近く増加しているわけであります。その主な要因の説明をお願いいたします。 

続きまして、３９ページ、社会福祉費の中にあります民生委員推薦会委員報酬６人分とい

うことで計上されてあります。民生委員改選期になっているのかなと思いますが、一体どの

ような内容なのかということをお伺いいたします。 

続きまして、４０ページ、社会福祉法人等支援事業ということで、ふれあい館維持運営負

担金、なの花荘増改築事業費負担金ということであります。それぞれあとどのくらいの負担

が残っているのかというところをお伺いしたいと思います。 

続きまして、４５ページ、児童福祉費にあたります子育て交流施設整備事業の中にありま

す謝礼、また、賞賜金、こちらの中身の説明を求めます。 

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） それでは、１点目の３１ページにありますデマンド型交通

システム運行業務委託料に関わる、実際に運行業務を委託している業者等の中での話の中で

は、確かに運転手の確保といった部分で非常に会社としても苦労しているという話は事実あ

ったところでございます。現在１日７便運行しておりますけれども、その中で運行台数の確

保についても、業務委託の中で最大限７便を間違いなく運行できるよう、年度始めにそうい

った契約の中で運行業務を行っているわけでありますけれども、３１年度業務委託にあたり

ましても、事前に業者と十分調整しまして、昨年度から拡大しました土日運行も含めまして
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３１年度も対応できるということで、今年度も同様の形で運行業務を支障なく行ってまいり

たいと考えております。 

それから、２点目の３３ページ、行政事務システム化推進事業、確かに昨年度と比べて大

幅に増加しております。その主な要因ということでありますけれども、歳入の部分でも若干

申し上げましたところがありますけれども、マイナンバー関係での改修経費、こういった部

分もこの中に含まれておるところでございます。それと合わせてシステム改修等経費がござ

いますが、その部分につきまして、具体的な内容につきましては菅原企画調整主査よりお答

え申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原企画調整主査。 

○説明員（菅原 勲企画調整主査） 行政事務システム化推進事業の増加した要因でありますが、

主なものとしましては、電算処理業務委託料ということで、先程、企画調整課長が申し上げ

ました母子保健事業の情報連携に伴います健康管理システムの改修費用、それから、2020年

度から始まるコンビニ収納の関係の環境整備に向けた改修費用、それから、３０年１２月に

ＣＯＫＡＳの改修を行っておりますので、その改修に伴いましてシステムの追加、それから、

機能強化を図ったということでその分の費用、最後に、マイナンバーの情報連携を行う中間

管理サーバーを管理するＪ－ＬＩＳという組織があるんですが、そちらの方への負担金が増

加したことに伴うものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） まず１点目でございます。民生委員推薦会委員報酬につい

てでございますけれども、委員おっしゃるように、今の民生委員の任期が今年の１１月３０

日となっておりますので、来年度につきましては改選期だということで、１２月１日からの

新たな任期からの民生委員を決めていただくということで推薦委員会を開催する予定でおり

ます。ここに委員報酬６人分とありますけれども、推薦会の開催を２回と見ているところで

ありまして、委員報酬 5,400円の６人分の２回ということで６万 5,000円を計上しているも

のでございます。 

続きまして、２点目についてでございます。４０ページの社会福祉法人等支援事業という

部分で、一つがふれあい館維持運営負担金についてでございます。ふれあい館、町の所有で

ございましたけれども、平成２８年の４月１日に社会福祉法人けやきに無償譲渡していると

ころでございます。ふれあい館については、貸館の役割というものも大きかったということ

で、町で所有していたときと同じように、その利用料については全額、あるいは一部を免除

していただくように無償譲渡のときにお話をしまして、その補てんというような意味合いで

すけれども、５年間２０万円ずつ社会福祉法人けやきの方に支出するということで契約を結

んでいるところでございます。２８年度を１年目といたしまして、来年度が４年目になりま

すので、2020年度ですか、来年度と再来年度ともう２年間残っているというところでござい

ます。 

その下の、なの花荘増改築事業費負担金ということでございますが、なの花荘においては、

平成２３年度に２４床の増床を行っているところでございます。その改築をしたときの借り
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入れをした際の元金と利子を町の方でも負担するということで、１０年間負担するというこ

とになっております。２４年度から発生いたしまして、来年度、平成３１年度が８年目にな

ります。ですので、来年度を含めてもう３回残っているということになります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤子育て支援施設整備主幹。 

○説明員（佐藤 亮子育て支援施設整備主幹） ４５ページ、子育て交流施設整備事業費の中の

謝礼１５万円、賞賜金１０万円、消耗品費４万 6,000円についてご説明いたします。 

子育て交流施設につきましては、３２年の開所を目指し現在事業を進めているわけであり

ますが、この施設、多くの方々から関心を持っていただき、また、親しみを込めて使ってい

ただくために愛称を募集し、愛称を付けていきたいというふうに考えております。愛称を付

けるための経費として謝礼、賞賜金、消耗品費を予算計上しているものであります。以上で

す。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） まず初めに、デマンド型交通システムの件でありますけれども、

３１年度も問題なく契約締結できるというお話でありました。しかしながら、タクシー業界、

ドライバー不足というものがかなり深刻化しているということで、やはり今後交通の維持、

交通弱者の交通維持をするためにも鶴岡市、また酒田市などとも協議といいますか、問題解

決に向けた話し合いというのが必要になってくるのではないかというふうに思います。道路

交通法、輸送法など、様々な障害があるというふうに思われますけれども、国の方でも自家

用の有償旅客運送などの規制緩和等も考えているようです。その辺を踏まえて、近隣との話

し合いを持つべきではないかというふうに思われますが、その辺を１点。今後のこういった

事業継続へ向けての考え方といいますか、そこを１点お伺いできればと思います。 

行政事務システムの増加理由として、マイナンバーの対応であったり、あとはコンビニの

収納ということでお話がありましたけれども、コンビニ収納に関しましてはもう少し具体的

にお聞きできればと思いますし、マイナンバーカードの対応のためということでありました

けれども、マイナンバーカードにおいても、やはり平成３２年度からは健康保険証の代わり

になるようになるだとか、スマートフォンへの機能追加であったりとか、そういった動きに

どんどん変わってきているような話も聞こえてきております。また、キャッシュレス化など

の一翼を担うのではないかと、自治体ポイントなども使えるようになるのではないかという

ようなお話も聞こえてきておりますので、今回の中間サーバー利用負担金ということで、そ

の辺の対応までの情報が入っているのかどうか。平成３２年更新のための増額というような

お話であったかと思いますので、その辺の情報がもしあればお聞きしたいと思います。 

民生費の件でありますけれども、民生委員の改選の件でありますけれども、会議を２回ほ

ど開催するということで、なり手であったり、そういったところはしっかりその場で話し合

われるとは思いますが、なり手に関しても、やはり改選ということで、一旦考え直す時期と

いいますか、もう一度見直すところにきているのかなと思いますので、その辺の考え方とい

いますか、状況なども踏まえてもう一度説明いただければと思います。 

社会福祉法人等の支援事業であります。ふれあい館はもう２年ほど負担金として残ってい
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るということで、現在もスポ少であったり、町内の団体が使っているというような情報もあ

ります。この負担金がもう２年後になくなるという状況になったときに、それらを現在利用

している人たちの関係といいますか、それはどういうふうな形に影響が出てくるのかという、

施設と町との関係性ですか、その辺、どのような影響が出てくるのかということをお聞きし

たいと思います。 

子育て交流施設の謝礼、愛称募集ということでありました。愛称を募集するうえでのスケ

ジュールといいますか、決定するまでどういったプロセスを経ていくのか、どこで決定する

のかなど、具体的に検討されていればお聞きしたいと思いますし、賞賜金ということで一応

１０万円見ているようでありました。かなり高額だなと、気合いが入るなという感覚なんで

すが、その内容といいますか、その辺もどの程度検討されているのか。また、少し賞賜金と

は違うかもしれませんが、ふるさと応援寄附金がかなりこの施設には注力されているという

ことで、その辺のふるさと応援寄附金との関連性といいますか、情報公開等も含めて連携を

どのように取っていくのか、考えているのかお聞きします。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず１点目のデマンド型タクシー公共交通システムに関わ

る広域的な連携の部分でありますけれども、現在の運行の制度につきましては、地域公共交

通の活性化及び再生に関する法律に基づいて地域公共交通会議の合意形成を経て運行とする

ことができるということになっておりまして、なかなか行政区域を超えた部分での運行は、

今の法律の中ではやはり難しい面があります。それを受けて、やはり本町だけではなくて、

庄内２市３町でも同様な課題となっているところでございます。昨年、庄内総合支庁が音頭

を取りまして、庄内地域課題解決推進チーム会議といったものが招集されて、その中でも、

この公共交通会議が検討されているところでございます。こういった中で、それぞれの市・

町が今後協議を重ねて広域的な取り組みが可能かどうか、こういった会議の中でやはりまた

協議なされていくものだと認識しております。 

それから、電算システムの関係で、まず一つ、コンビニ収納の部分でありますけれども、

これについては、平成３２年度の導入に向けて、３１年度そういった改修に着手するための

費用ということでありますけれども、今現段階での考えでありますけれども、三川町、それ

から、庄内町、遊佐町が共通のシステムを使っていますので、導入経費を抑えるために、ま

ずはこの３町で同様なシステムの改修を行っていくということで、足並みを揃えていきたい

と思っております。基幹系システムになりますので、基本的には税関係が中心になりますけ

れども、そういった税関係がコンビニで収納が可能になると。特に近隣ではなくて、固定資

産税などは県外等でも資産を持っている方がいらっしゃいますので、そういった場合に利便

性が図られるのではないかということで、今後収納の対象の部分はどこまでの範囲内にする

かとか、そういった部分はこれから３町で協議していくことになります。 

それから、マイナンバーの利用拡大の部分がこの中間サーバーの負担金の増と関連してい

るのかといった質問でありますけれども、我々が承知している範囲内では、今回の中間サー

バーの増額理由としては、システムの更新といいますか、サーバーの更新にかかる費用とい
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うことで、直接マイナンバーの利用拡大に図る部分であるとか、そういった部分は示されて

いないところであります。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 民生委員につきましては、町といたしましては、地域の子

どもから高齢者の方、障害者の方までに関わる、町で支援するときに一番頼りにさせていた

だいている方々でございます。他の市町村ではなり手がいなくて、空白地域といいますか、

そういうところも発生しているというようなお話も聞く中で、三川町では、これまでそうい

うところは１箇所も発生せずにやっていただいてきているというところでございます。新た

な任期におきましても、民生委員の空白地域が起きないようにしていかなければならないと

思いますし、そのためには、今民生委員を担っていただいていらっしゃる方で、今期限りで

退任をするということを考えていらっしゃる方からは早めに声を出していただいて、そこの

町内会長に健康福祉課としてお願いをしながら、適切な方を推薦していただくという推薦会

に図る前の動きというところがとても重要になってくるのかなと思っているところでござい

ます。来年度、新年度始まりましたら、早めのうちからそういう確認をしていったりという

ようなことは必要になってくるのかなと思っております。 

また、民生委員は大変だというような、町民の方々からそういう受けとめだけではなく、

大事な仕事をしていただいているというところと、民生児童委員協議会という組織を皆さん

作られているわけですけれども、その協議会としての活動というところで、民生委員もやり

がいであったり、また、いろんな思いを抱いていると思いますので、そういうところについ

ても、いい部分といいますか、そういうところもまずしっかりと伝えていく必要があろうか

と思っているところでございます。 

二つ目のふれあい館についてでございますけれども、今、貸館業務と、あと、社会福祉法

人けやきの方でも法人の施設ということで、いろんなけやきの事業であったり、会議であっ

たりというところに使っているようでございます。この５年間というのは、そのあとのふれ

あい館の使い方といいますか、そういうところを考えていくという猶予期間でもあるんだろ

うなと受けとめているところであります。３年が終わろうとしているわけですけれども、ま

だ社会福祉法人けやきの方とその意向というのを確認していない状況ではありますけれども、

こちらといたしましては、町民の方への影響の部分と、その変わるという部分での周知とい

うところは十分図っていただきたいというような考えではいるところでありますので、町の

方も一緒になって周知などには努めていく必要があろうかと思っているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤子育て支援施設整備主幹。 

○説明員（佐藤 亮子育て支援施設整備主幹） ２点のご質問がありました。子育て交流施設の

愛称募集にかかるプロセスと、それから、ふるさと応援寄附金との関わりというようなご質

問でありました。 

１点目の愛称募集のプロセスについてですけれども、広くこの施設に関わりを持っていた

だきたいというようなことを考えております。具体的には、これから精査しながら進めてい

きたいと思いますが、課内での内部での案としては、一次募集として、町民のみならず県外、
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全国に向けて募集をかけていけたらいいのではないかと。そのうえで、そういった集めた応

募作品の中から数点にしぼったうえで、最終的には町民の皆さまから投票していただきなが

ら最終決定していきたいなと考えているところであります。具体的な日程的にも、今後とい

うことにはなりますが、年度が変わり３１年度になりまして、早めの時期に応募をかけ、最

終的には１１月くらいまで決められたらいいのではないかということで考えているところで

あります。そういったうえで、多くの皆さんからいい愛称を応募していただきたいというこ

とで賞賜金１０万円を計上しているものであります。 

２点目のふるさと応援寄附金との関わりということでありますけれども、子育て交流施設

につきまして、これまで整備にあたって財源不足という部分をいろいろご指摘されていたわ

けでありますが、現在、産業振興課の方でふるさと応援寄附金の事務を担当していただいて

おりますが、その寄附金の目的の項目に今回の子育て交流施設整備事業の項目も新たに加え

ていただきながら、広く全国の皆さまから応援していただけるような方策を新年度からして

いきたいということで、担当課同士で調整を図っているところであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） 私の方からも、予算書に従って質問させていただきます。 

まず初めに、２９ページ、２款総務費であります。再任用職員の方が、平成３０年度から

見ますと増えております。倍率的には 1.5倍くらい増えているので、平成３０年度が２名で

したので３名かなと想像はつきますが、今までの方で辞めた方がいるのか、それとも新たに

１名増えるのか、その辺お聞きしたいと思います。 

それから、３０ページの町ＰＲビデオ編集委託料ということで、平成３０年と同額になっ

ていますけれども、内容的に、今年、平成３１年はどういうことをするのか教えてください。 

それから、３２ページの婚活推進事業ということで、これも例年同じ予算を見られている

ようです。３１年度に関して、新たな何かがあるのかどうか。この辺を教えてください。 

次、３３ページの山形県自治体ＩＴＣ推進協議会ということで、負担金６８万 2,000 円、

結構な金額が負担されているということです。この協議会はどんなことをしているのか教え

てください。 

同じく３３ページ、自衛官募集事務費ということで、今年の１月に国会の本会議で総理大

臣の方が自衛隊募集に関して、４割の自治体からは応援をもらっているけれども、６割の自

治体からいろいろな情報、応援をもらっていないというふうに国会で発言されたと思います。

本町で、この自衛隊募集に関して、予算に関係しておりますけれども、新入隊員募集のため

の情報提供、国で言われているように住民基本台帳を閲覧しているのか、それとも紙ベース

で提供しているのか、この辺教えてください。 

次、３６ページの選挙費で、３７ページもあります。参議院議員と県議会議員と同じであ

りますけれども、投票立会人報酬ということで見られております。３１年度から投票時間を

短くしようというふうな話があったみたいでしたけれども、この辺、予算的に影響されてい

るのかどうか。その辺お聞きしたいと思います。 

それから、４３ページ、民生費の学童保育支援事業ということで、昨年、議会もおぢゃの
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み会議等、いろいろお話して、その他でもありましたけれども、学童の支援に町の負担をや

ってくれないか、または、学童そのものを町営でやってくれないかというふうな声も出され

ました。今回増額されているようですけれども、具体的な内容、計画されている内容をお知

らせください。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） 総務課に関しましては、３点のご質問がありました。 

３点目の、３６ページ、選挙の投票立会人報酬につきましては、本間総務主査より説明を

申し上げます。 

１点目の再任用職員、２９ページの再任用職員分手当関係でございますけれども、これに

つきましては、３１年度について、３名の方から再任用の申し出がございましたので、現在

その内定をしているところでございます。その内定に従いまして予算計上をしているもので

ございます。 

５点目の、３３ページ、自衛官募集の情報提供の件でございますけれども、これにつきま

しては、紙ベースで自衛隊鶴岡出張所の方に提供をしております。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務主査。 

○説明員（本間 純総務主査） 選挙の立会人に関する報酬の件でございますが、選挙の立会人

の報酬につきましては、公職選挙法に基づき規定されておりまして、町におきましては、三

川町特別職の給与に関する条例の中で規定しております。こちらにつきましては、時間当た

りの単価ではなくて、１日当たりの報酬ということで算定になっておりまして、今回、山形

県議会議員選挙から投票時間の短縮を行うことになったわけでありますけれども、時間短縮

による報酬の減額等は想定しておらないところであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず最初に、３０ページの町ＰＲビデオ編集委託料の関係

でございますけれども、こちらについては、ＹＴＳのやまがたふるさとＣＭ大賞に参加する

ために、そのビデオ等の編集業務を業者に委託するというものでございまして、３１年度の

企画等については、毎年広報の方にもアイディア募集を募っておるところでありますけれど

も、そういった中で、企画内容も含めて、毎年、年度に入ってから検討して出品していると

ころでございます。 

それから、３２ページの婚活推進事業の内容等でありますけれども、特に予算等の増減は

今年度はありませんけれども、一つ、婚活支援事業費補助金ということで、昨年度までは婚

活イベント支援事業ということで、イベントに特化した補助金制度としておりましたけれど

も、本年度につきましては、イベントに限らず、婚活のための取り組み内容であればという

ことで、そういったものがあれば幅広く対応したいと考えているところでございます。 

それから、３３ページの山形県自治体ＩＣＴ推進協議会の負担金でありますけれども、こ

ちらについては、山形県の方で組織しております協議会なんですけれども、この内容としま

しては、山形県と市町村については、山形県総合行政ネットワーク、通称ＬＧＷＡＮと呼ん

でいますけれども、そちらの使用等の経費の部分。それから、電子申請、これは山形県の申
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請窓口が一括になっておりますけれども、そういった申請等の運営経費でありますとか、そ

ういった部分の協議会でございます。以上であります。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） ご質問がありました４３ページ、学童保育支援事業の増額の

内容についてご答弁申し上げます。前年度 871万 6,000円の予算計上をしておりましたが、

今年度は 1,279万 4,000円計上させていただいております。この増額の大きな理由としまし

ては、この事業の中で４種類の補助金を交付することにしておりますが、その中の学童保育

所運営費補助金、こちらが 1,031万円、前年度 690万円ほどだったんですが、ここが大きく

増額しております。この理由としましては、学童保育所運営協議会の方で３１年度の入所児

童の数を取りまとめた中で、入所児童数が増えたということから、二クラス運営というのを

するという方向で現在進めているようであります。それに伴いまして、町からの補助金額も

増額したということであります。この補助金につきましては、国・県からも交付金及び補助

金という形で歳入予算計上しておりますが、そちらの方も増額しているということになりま

す。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） まず初めに、３０ページの町ＰＲビデオ編集委託料ということで、

例年どおりだということでありました。それで、平成３０年度は町のＰＲとして、ＹＴＳの

賞は取らなかったのかなというふうに思っていますけれども、この辺、お金をかければいい

ものだというふうに必ずしも言えませんけれども、ここ２年ぐらい同額の金額でなかなか成

果が出ない。やはりこのＰＲというのは、本町にとりまして、人口減少なり、町のイメージ

を作るにはとても重要な政策だなというふうに思っております。この辺、なかなか２年ぐら

い成果が出ていないのに同じ金額でいいのか。もう少しアイディアを出して、また、アイデ

ィアにはお金もかかるわけですけれども、その辺、もっといいものを作ろうということで、

予算の段階で検討はされなかったのか。今年も同じで、とにかくやろうというふうな格好で

やったように思えるんですが、今年、平成３１年度作るにあたって検討されたことを少し教

えてください。 

それから、婚活推進事業、これも同じであります。それなりの成果はあったというふうに

昨年の決算の段階ではお聞きしました。この辺も金額は同じということであります。また、

今年度はイベントに限らず他の部分にも使えるということでありました。この辺、若い人の

婚活もそうですし、それなりに結婚したとか、そういうふうに少し歳を重ねた方の結婚まで

幅を広げるような婚活ということで、新たな婚活の推進というものは考えなかったのか、も

う一度お聞きしたいと思います。 

それから、投票立会人報酬、これは時間でなくて１日ということでした。そもそも立ち会

いされた方から聞くと、朝８時から夜８時まで１日拘束してあれだけの報酬かということで、

途中お弁当が出たと思ったら、それは報酬から引かれたということで、私にはそれなりに不

満の声が出ている状況でありました。この辺、法律で決まっているか何かあるみたいですけ

れども、やはり選挙にせっかく立ち会いしてくれるわけですので、その辺、町独自でプラス
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して報酬を上げるというふうなことは検討されなかったのか。立会人の今までの感想なり、

そういうものはどう捉えているのか教えてください。 

次、学童保育は一クラス増やすということでありました。それに伴って補助金も増やすと

いうことでありますけれども、一クラス増やすことによって保護者の負担、学童に通わせる

負担というものは上がらなくて済んだのか。その辺、保護者の負担はこれで軽減されている

のかどうなのか、もう一度教えてください。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず最初に、町ＰＲビデオの予算に関する部分であります

けれども、確かに平成３０年度は大きな賞には該当しなかったわけでありますけれども、予

算が少ない中で、例えば作曲を町内関係者に依頼したりだとか、皆さま方の協力によって手

作りのそういったＰＲビデオの作成に努めているところでありますし、一昨年は、やはり同

額の予算で優秀賞、大賞の次の賞をいただいた経過もあります。その前、ここ何年かの間で

も、大賞までは至らなかったんですけれども、優秀賞をいただいた経過もあります。そうい

ったことで、特に予算等がすぐに大賞とか大きな賞に結びつくというものではないのかなと

私は思っております。やはりアイディア等、そういった発想等がやはり求められるのかなと

思っておりますので、まずは、どうしても企画段階で予算が足りないといった場合は補正で

もお願いしてということもなろうかと思いますけれども、基本的には、やはりアイディア、

あるいは皆さま方の協力といった部分がやはり大事なのかなと思っているところであります。 

それから、２点目の婚活推進事業ということで、幅広い年齢層の方々の部分はというお話

ありましたけれども、町広報の中を見ますと、民間事業者でイベントを開いて、そういった

熟年層といいますか、ある程度年齢層の高い方向けのシニア婚活といったものを開催されて

いる、広報されているのを何回か見かけますけれども、そういったことで、民間事業者の方

で取り組まれている方もいらっしゃると認識しております。まず本町としては、限られた財

源の中で、やはりターゲットを絞って、若年層を対象とした出会いの機会の創出といった部

分を重点的に進めていくべきなのかなと考えているところであります。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３６ページの選挙の投票立会人の報酬に絡んで、これまで立会

人から感想といいますか、いろいろ大変だという話でございました。これについては、私も

投票事務に従事したことがありますので、最近ですと朝７時から夜８時まで１３時間これに

従事するのは本当に大変なことであります。立会人につきましても同様に、今３人の方にお

願いしているわけですけれども、前は町内会ごとにすべて置いておりましたので、その町内

会の中で、二つの町内会というのもありますけれども、毎回出さなければいけなかったわけ

ですけれども、現在は３地区、３箇所の投票所になりましたので、そういった意味では、立

会人のお願いを、各町内会をローテーションいたしまして順番で均等にお願いをしていこう

というふうな考え方を持っています。この制度そのものが、やはり有権者皆がこの選挙制度

を支えるという意味で行っておりますので、その報酬の多寡という面では、やはり不満の面

もあろうかと思いますが、それはお互いさまと申しますか、皆が支えるんだという考えで行
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っているのではないのかなというふうには考えております。 

また、この報酬につきましては、先程言いましたとおり、１日の単価でございますので、

今回、投票時間を１時間繰り上げて短くしたこともあります。有権者の皆さまに対しては、

期日前投票で投票機会を保証するというような言い方をさせていただいておりますけれども、

今回１２時間の投票時間立ち会いをお願いすることになろうかと思います。さらに、まだ情

報段階ではございますけれども、この次の参議院選挙から、国においては、その投票立会人

等の報酬の、立会人ですと 200円程度の引き上げを計画しているようでございました。そう

しますと１万 700円が１万 900円という形になって、若干でも報いたいという思いを国が持

っているのだとは感じております。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤保育園主幹。 

○説明員（佐藤 亮保育園主幹） 学童保育所運営に係りまして、二クラス運営に変えるという

ことで、保護者負担との関わりというご質問でありました。３１年度二クラスにするという

ことで、３０年度までは専任の支援員が３人ということで、あと、常勤パート等を雇いなが

ら運営してきたわけなんですが、二クラスにするということで、この支援員を４人体制に増

やすというようなことで、学童保育所運営協議会の方で現在その募集もし、ある程度人数は

確保できたようであります。そういったことに伴いまして、運営経費が相対的に増額してい

る。そういった状況の中、学童保育所運営協議会の方でも保育料の見直しというものをして

くれたと聞いております。これまでは３段階に分けておりました。１・２年生が 8,000円、

３・４年生が 7,000円、５・６年生が 6,000円という３段階だったんですが、３１年度から

は１・２・３年生が１万円、４・５・６年生が 9,000円に変更するということで聞いており、

この分につきましては、町も負担しますし、保護者からも負担をしていただいているという

ことになります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） 最初に、２９ページの下の方の５職員研修事業３１万円、これにつ

いて、どのような研修をなされるのかを伺いたいと思います。 

それから、３２ページの７総合計画策定事業、先程もご質問ありましたが、総合計画を昨

年から予算化されて、新しい総合計画の作成に着手されているようなのですが、昨年からの

延長だと思いますが、アンケートが昨年事業で計画されておりまして、アンケートを実施な

されたようですけれども、その辺の結果、回収率といいましょうか、それから、回答につい

ては私中身知りませんけれども、どのような積極的な回答があったのかどうかというふうな

ところがあれば、お伺いしたいと思います。 

それから、公募委員を募集されましたので、その辺の状況は、何名が応募されたのかとい

うような状況についてお伺いしたいと思います。 

同じページの３２ページの９番ですけれども、電子情報化推進事業の中で、町公式ホーム

ページ保守管理業務委託料というのがありますが、これはたぶん保守管理のみだと思います

が、電子的にホームページを作るという意味での管理というのはたぶんこれだと思いますが、

その中身について、それはたぶん町の方で作らなければいけないと思いますが、その辺に関
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しての管理といいましょうか、統括するポジションといいましょうか、その辺についてお伺

いしたいと思います。 

最後ですが、３９ページの３款民生費の中で、先程も同僚委員の質問ありましたけれども、

民生委員の方の件ですが、民生児童委員協議会の活動補助金 215万円、その補助金の使い方

についてお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ２９ページの職員研修事業の内容に関するご質問でございまし

たけれども、これにつきましては、町独自の研修、あるいは山形県等が主催する、あるいは

共催する研修事業へ職員を派遣しているものでございます。詳細につきましては、本間総務

主査より説明申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務主査。 

○説明員（本間 純総務主査） ２９ページ、５職員研修事業３１万円の内容についてご説明さ

せていただきます。この予算につきましては、職員自らが手を挙げて、自ら志望して、例え

ば、先進地の自治体、あるいは山形県の市町村職員研修所等で対応していないような研修、

そういったものを受講する機会を付与するものであります。具体的に今年度、３０年度の今

現時点での実績でございますけれども、用地取得の研修であったりとか、防災スペシャリス

トの研修、あとは、滞納整理これも県で同じような項目はございますけれども、それをさら

に進化したような内容の研修、あるいは窓口対応の向上。こういった部分、職員自らが学び

たいと思ったものを自ら希望して受講できるような制度を用意しているところであります。

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず初めに、３２ページの総合計画策定事業に関わる部分

で、本年度から総合計画の策定に入っているところでございまして、アンケート調査につき

ましては２月の下旬から、それから、３月８日締め切りということで、先週が締切日だった

わけでございます。これから遅れてまたアンケートが届くこともあろうかと思いますけれど

も、現在のところ、回収率としては５０％を超えている状況でございます。ちなみに前回が

非常に低かった、３０％程度だったものですから、前回どういった要因があったのか分かり

ませんが、前回と比較すれば、かなりの回収率であると認識しております。 

それから、同じく公募委員につきましても、３月１日の町の広報、それから、ホームペー

ジの方で公募委員の募集をさせていただきました。これについては、締め切りが３月１５日、

明日が締め切りということであります。想定の中では、全委員のうち公募委員を６名程度で

想定しておりますけれども、今日段階で４名の応募があったところでございます。 

それから、電子情報化推進事業の中で、ホームページの保守に関わる部分で、そのコンテ

ンツといいますか、それぞれ各課で情報発信をしているわけでありますけれども、その統括

の部分、ポジションというお話がありましたけれども、全体のホームページの構成等につい

ては、こちらの企画調整課の方でレイアウト等を行っておりまして、現在は、各課の情報に

ついては各課で直接トップページといいますか、リンクを貼れるような形で、現在は、その
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各課の発信部分については各課の方でそれぞれ情報を掲載していただいていると。その掲載

する段階で、中身については担当から係長の承認、それから、次に課長の承認ということで

二段構えの承認を得ないとホームページには掲載できないというシステムになっております。

したがいまして、各課のそういった情報発信については、こちらの担当課を経ることなく、

各課で直接迅速な情報発信ができる体制となっているところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 民生児童委員協議会への活動費の補助金ということで、町

の方からの支出につきましては、委員活動費の部分と協議会の運営費の部分、また、会長会

議の出席の旅費、そして、協議会としての活動費ということで、県からの補助金もあるわけ

ですけれども、その補助金の内容に合わせた形で町から民生児童委員協議会へ活動費の補助

金を出しているところであります。その民生児童委員協議会で町からの補助金をどういう内

容で使っているかというところにつきましては、翌年度に事業報告と決算書をいただいてい

るところでございますけれども、今その書類について持ち合わせておりませんので、お答え

することができないところであります。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。            （午後 ２時００分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。              （午後 ２時２０分） 

先程、答弁漏れがありましたので、答弁を求めます。菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 先程お答えできませんでした民生児童委員協議会で実際ど

のような補助金をどのように使われているかというようなご質問に対してでございますけれ

ども、町といたしましては、県から町に民生児童委員協議会の活動に対する委託金というも

のを受けまして、町から民生児童委員協議会へは、県委託金に５割を増しまして補助金とし

て出しているというところでございます。民生児童委員協議会では、町からの補助金に民生

委員の自分たちの会費も合わせて収入としておりまして、実際、支出の部分の大きなものと

いうところでは、民生委員が実際に活動をなさるときというのは、ご自分の車を使ったりと

いうところですので、そういう実費分も含んでの活動費というようなところが、会費とか町

からの交付金、全体の予算の中での概ね７０％くらいは活動にかかる部分ということで、そ

れぞれ、お一人おひとりに支払いがなされているというところのようでございます。 

その他に大きなものというところでは、協議会として、例えば、研修を受けたり、企画を

して研修会を開いたり、また、皆さんも目にしていると思いますけれども、「民児協だより」

ということで、９月と確か３月だったと思いますけれども、広報を発行して全戸配布してお

りますので、それに係る広報費というところと研修をやっているというところが多いようで

ございます。その他に、山形県民生児童委員協議会の構成員となっておりますので、そのよ

うな上部団体への負担金というものもございますし、また、年１回の総会、そして、毎月定

例会ということでやっております。理事会等も行っておりますけれども、それらの会議費と

いうところでもあるようでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 引き続き質疑を行います。 

６番 芳賀修一委員。 
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○６ 番（芳賀修一委員） 最初に、２９ページの職員研修事業について再質問させていただき

ます。手を挙げて研修先を選んで職員が自ら率先して研修を受けるという、それの実費だと

いうことですが、要するに、研修というのは、議員もそうですけれども、いろんなところで

研修が実施されていると。職員の方も、県とか国とかとあると思いますが、そういう研修先

ではなくて、例えば、いろんなイベント、県外に対してイベントとか、そういうものに行っ

て研修といいましょうか、実態研修といいましょうか、そういうものに参加したいというこ

とでの旅費の充当は可能かどうかなんですが、少し具体的に申し上げますと、神奈川区民祭

というのはご存知だと思いますが、それに職員の方が休暇を取って全部実費で２年間参加し

ているんです。これは、まさしく町民が自主的にやっている活動で、昨年に関しては、補助

金ももらえなくて全部実費で行っているわけですけれども、そういう意味では、職員の方も

一緒に同行されていて助かっているし、それなりの交流の意味があって、町の宣伝資料なん

かも当然配ってきているわけですけれども、それは私ども生産者、参加者、町民はともかく、

職員の方が休んで、しかも実費でもって参加する。これ、何とか研修の費用を充当できない

かというふうに思っているんです。その辺のところをお伺いしたいと思います。 

それから、３２ページの総合計画に関しては、大体今施策途中だし、募集も始まって締め

切りもしていないというようなことなので、あまり具体的なことは申し上げられませんが、

より町民主体で、より具体的な計画を作ってほしいというようなお願いをしたいと思います

が、私もあまり発言する機会がないので個人的な意見になるかと思いますが、計画の区分の

仕方が「一人ひとりが輝き、やさしさあふれるまちづくり」というふうな形の区分で四つに

区分されておりますが、この事業の区分に関しては、分かりやすいようで分かりにくい面が

ありまして、いちいち各課の予算と照らし合わせるときに組み合わせを変えないといけない

ということがあります。この辺は検討される可能性はあるかどうかということでお伺いした

いと思います。 

それから、同じページですが、ホームページの件。このホームページを統括するところが

ないということをお伺いしまして、各課で自主的にアップしていくというやり方をしていま

すということですが、これは逆に言えば、各課でうっかりしていれば更新しないでしまうと

いうことがあるということを感じました。実は、申し上げますと、あるページで 2016年から

更新されていないページがあります。それは、通常の連絡であれば何とも思わないというこ

とはあるかもしれませんが、結構県の基準とか町の基準とか、貴重なデータのホームページ

が改定されておりません。これに関して、各課に責任を追求するのではなくて、やはり私は

統括するポジション、そういう更新がどうなのかというポジションがぜひ町に必要だと。職

員でなければ副町長でも結構ですので、そういう意味のチェック機能が必ず必要ではないか

と思いますが、ご回答をお願いいたします。 

それから、３９ページの民生児童委員の件ですが、概要は分かりましたが、これは全国的

に同じぐらいのレベルかと思いますが、基本的に民生児童委員は無報酬だということを伺っ

ておりますし、実費としても、全国的には１０万円くらい、これも本当に車も含めた実費で

すので、はっきり言えば、本当に手当がないという状況の中で活動しなければいけない。本
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当に奉仕的な精神で頭が下がるわけですけれども、何とかそういう、実費としての報酬を上

げるかというのは分かりませんが、何とか民生委員の手当を増やす方法はないかということ

をお伺いしたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ２９ページの職員研修事業に対する事業に合致するような研修

内容というような、支援できないかという話でございましたけれども、基本的に、この職員

研修事業につきましては手上げ方式と言っておりますけれども、予め用意された講座、研修

会、その辺の参加は、山形県が主催する職員研修場でも、いろんな接遇研修だったり、ディ

ベートだったり様々あるんですけれども、そういったものには同じように手を挙げて参加者

を募り、派遣をしているところでございます。それ以外に、自分が今行っている業務以外も

含めて興味を持ち先進的なものを学んでいきたいと言えば、職員としての資質向上を目的と

しているのが、この職員研修事業でございます。ですので、イベントの支援、お手伝い、そ

ういったものがこの研修に合致するのかということは内容を確認しないと分からないもので

ありますので、職員自身はこの職員研修事業のあり方について理解、把握をしているものだ

と思いますので、必要があれば申請をしていただき、その内容について審査をし、合致すれ

ば研修事業として該当になるものと考えております。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） まず初めに、総合計画策定に関わる部分での分野別の考え

方でありますけれども、町の予算については、どうしても地方財政法の関係であのような区

分と当然目的別の予算となっておりまして、その中で、総合計画については、ある程度分野

ごとに分かりやすいような形でまとめてきたところでありますけれども、今後その分野別の

項目についても、今後の策定委員会の中で当然協議していく内容となりますので、より町民

に分かりやすいような計画となるよう努めてまいりたいと思います。 

それから、２点目のホームページの部分で、統括部署がないというよりも、コンテンツを

上げるについては、それぞれ各課の各管理者が承認したものを上げていただいているという

ことで、例えば、質問にありました更新がされていないといったような状況が見受けられた

場合は、やはり気がついた時点で、どの課であろうとも当然更新を忘れていたようなものに

ついては対応していく必要があると思います。統括部署としては、セキュリティポリシーと

いうことで、そういった情報関係の統括部署はございますけれども、各課のそういった内容

については各課の責任で対応していくような形で、更新等を忘れることのないよう対応して

まいりたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 民生委員から活動していただいているというところでの町

としての評価という部分での手当という意味で増やすことができないかというようなお話だ

ったと思います。県から委託金ということで町に来ておりますけれども、先程言いましたよ

うに、その県の委託金に上乗せという形で、町独自で県の半分を上乗せしているというとこ

ろでございます。それが、いわゆる町の民生児童委員協議会、また、民生児童委員それぞれ
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の委員の方々の活動に対する評価ということで理解しているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑はありませんか。 

７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） それでは、最初に１点目、先程も同僚委員から質問があった項目で

恐縮ですが、３２ページにあります町内会総合交付金、昨年度まで自治振興交付金という名

称だったわけですけれども、この名称の変更だけではなくて中身についても先程説明があっ

たわけですが、もう一度、いわゆる防犯灯の電気料の負担金という部分についての自治振興

交付金にメニューを盛り込むと。長期的観点でＬＥＤ化を進めたいというような狙いがある

という説明だったかと思いますが、もう一度、実際に交付する際の算定方法等について具体

的にお伺いしたいと思います。 

続いて、２点目としまして、３５ページ、下の項目、賦課徴収費の中の謝礼９万 4,000円

ということで予算計上なっておりますが、昨年度の同じような項目としては一般事務雇用賃

金ということで７万円の計上になっていたかと思います。これを謝礼ということで表現が切

り替わったのかなというところにつきまして、これはたぶん財政当局の人事管理、あるいは

財政上の運営の問題かと思いますので、総務所管の方から説明をお願いしたいと思います。 

最後に、先程来、何度も質問が展開されておりますけれども、４５ページの子育て交流施

設整備事業についての今後の取り扱いについてということでございます。先般、地方創生拠

点整備事業交付金が配分になる見通しであると内示があった、今月末には正式な通知が来る

であろうという説明を議会全員協議会の中でご説明いただいた際にも、今後の予算の取り扱

いについてどういう流れになるのか検討をお願いしたいということを申し上げた節もありま

すので、今後の具体的な対応方法について再度ご説明をお願いしたいと思います。 

３点よろしくお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） 初めに、町内会総合交付金に関わる中で、防犯灯の交付金

の具体的な交付方法ということでありましたけれども、これにつきましては、年度初めに開

催されます町内会長会議において町内会長の皆さんに交付申請を依頼して、その様式に従っ

て申請していただくということになりますけれども、その防犯灯の交付金の算定については、

各町内会が管理しております設置基数、町で押さえております設置基数によって交付をした

いと考えております。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３５ページの賦課徴収費の謝礼の件でございます。これについ

ては、2020年度４月１日から法改正された地方公務員法に基づいて会計年度任用職員制度が

始まるわけでございます。これに、具体的に言えば、青色申告会の業務をしていただいてい

る方に対してのものですが、これを３１年度中にまず見直しをして、2020年度から円滑に執

行できるようにしていきたいということで今回から変えたものでございます。その詳細につ

きましては、本間総務主査より説明申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務主査。 
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○説明員（本間 純総務主査） 今、総務課長から申し上げました会計年度任用職員制度への移

行の準備ということで、今回７節賃金から謝礼の方に移行させていただいたところでありま

す。７節で賃金として支出する場合、基本的な考え方としては、賃金ですので、雇う、雇わ

れるの関係に基づいて金銭の授与が行われるものと解されると思います。 

ところが、今回この当該謝礼として計上させていただいております青色申告会、具体的に

は、農業の白色申告における収支の作成業務を支援していただいている方々というふうに私

は認識しておりますけれども、この方々が、要は、町から雇われてその業務にあたっている

のかどうかという議論を総務内部の方でさせていただいたところです。任命権者の命に基づ

いてその業務にあたっているという形態ではなく、青色申告会から協力をいただいてその支

援を行っていただいているという性質からすると、雇う、雇われるという関係ではないのか

なというふうな理解のもと、本来あるべき姿、謝礼という形に切り替えるべきということで

判断させていただき、担当課の方に予算の付け替えをお願いしたところであります。以上で

す。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤子育て支援施設整備主幹。 

○説明員（佐藤 亮子育て支援施設整備主幹） ご質問がありました子育て交流施設整備事業に

つきましての今後のスケジュールといいますか、進め方についてのご質問でありました。３

月８日付で国の地方創生拠点整備交付金６億 1,236万円が三川町の方に事業採択されたとい

うことを受けまして、議会全員協議会でこのことについてご説明させていただきました。町

としても、すでに３１年度当初予算につきましては、ここに記載の１１億 3,000万円を超え

る事業費をすでに計上しておりましたので、今回国の方からいただける財源を更正する必要

があります。現在のところ、３１年度の当初予算に現在掲載されています財源としましては、

地方債６億 3,050万円、５億円のふるさと基金というような内容で予定しておりましたが、

ここを大幅に見直さなければならない。さらに、補助金を除いた残りの事業費について、財

源をどのようにしていくのか。基金、または起債ということも考えられますので、この辺の

財源の調整について早急に財政当局と進めまして、３０年度予算としてつけて繰り越しをす

るのか。それとも、３１年度予算として今回計上されているものの、財源更正のみで留める

のか。この辺を精査しながら、早急に対応してまいりたいと考えております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） 後段の方からの話になりますけれども、ぜひ子育て交流施設整備事

業費が３０年度、それから３１年度の予算にまたがるという部分は発生するものと推測され

ますけれども、二重の計上予算にならないように十分配慮をお願いしたいと思います。 

戻りますけれども、最初の自治振興交付金、町内会総合交付金の考え方についてですが、

今説明ありました、いわゆる防犯灯の設置基数を算定基礎にするんだというようなことで、

果たしてこの自治振興交付金、町内会向けの総合交付金にこの防犯灯の設置基数というもの

が趣旨に合致するのかという部分が、いささかでなくて、かなり疑問に感じているところで

す。ご承知のとおり、自治振興交付金交付規程というものがありまして、これには、そもそ

もの町内会の活動支援たる平等割、それから、世帯割というものがございます。特別加算と
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いうことで、当時は新興住宅が町内会の拡大、町内会区域の拡大というような事情もあって、

３年を限度に住宅団地の造成に対しての活動支援ということで、特別加算というものがあり

ました。さらには、町で実施していた敬老会事業を廃止することによっての町内会負担を求

めることになるということから高齢者割、１人 1,000円単価での高齢者数を加算するという

ところまでの話に加えて、自治振興交付金制度に一本化する前は、まさに自治振興交付金の

部分と行政事務委託料ということで、二つの区分になっていたという経緯がございます。そ

もそもが、やはり町内会活動を支援すると。町内会に対してのしかるべき財源的な負担を行

って、より円滑な町内会運営と、それがいわゆる町づくり全体の波及効果大であるというよ

うなことからこの取り組みが展開されているわけですが、行政事務費については、現在 1,140

円ということで、この内訳が全く分類されていないという状態の中で合算された形で、今現

在まで自治振興交付金というものが構成されてきたわけですけれども、さらに、これに対し

て防犯灯というものをどの収支で位置付けになるのかということが非常に疑問を強く感じた

ところです。 

一方で、先程、総務課長の説明にありましたとおり、各町内会で設置していただいている

防犯灯のＬＥＤ化を進めたいんだということでの確か説明の中では、そのＬＥＤ化を進める

にあたって、町内会の財政運営上厳しい町内会もあるんだということでの今回の総合交付金

の中に盛り込むと。長期的な観点では公平性が確保できるというような話があったんですが、

これは果たして公平性の確保になるのかどうかという部分では、つまりは交付金でもらえる

となれば、ＬＥＤ化せずとも、それ相応の設置基数によって財源が確保できるとなれば、そ

のままの状態で進むという逆の方向性も考えられるわけです。町として、防犯灯のＬＥＤ化、

あるいは防犯灯の設置基数を増やして、より防犯対策を進めたいということであれば、今現

在設定になっている防犯灯改修事業補助金交付規程、これを根本的に見直すということが、

より効果的かつ適正であろうと。つまりは、今現在この補助金の交付規程は１／２以内とい

う括りしかないわけですけれども、これが、言わば、各町内会の財政力によって、１／２だ

けではとても数万円、十数万円かかるＬＥＤ化が進められないんだということを鑑みれば、

いわゆる行政に対して、国・県からのいろいろな補助を受ける中においては、各自治体の財

政力によって補助率も見直す。 

もう少し分かりやすく言いますと、過疎債というものがあるわけですけれども、過疎地域

に対しては特別な優遇策がとられているわけです。三川町内でも、少し言葉が失礼な話にな

るかもしれませんけれども、大きな町内会と小さな町内会、小さな町内会ということを過疎

という表現が適切かどうかは置いておきまして、それだけ町内会の財政力についても格差が

あるということは十分認識できるわけですので、本当に防犯灯の設置基数、また、ＬＥＤ化

を進めたいということであれば、むしろ自治振興のための交付金というよりは、この目的に

則った形での補助金の交付制度を根本から見直して、各町内会の財政力を十分勘案した形で

の補助率を段階的に区分するということによって、財政力の小さい町内会であっても防犯灯

ＬＥＤ化が円滑に進めるような仕組みで進めることが本来の行政施策ではないかというふう

に感じるところです。いかがでしょうか。 
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○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） 従来の自治振興交付金の中にあった平等割、世帯割、それ

から、高齢者割、行政事務費といった部分に、今回、防犯灯維持費を加えて町内会総合交付

金を拡充したということの趣旨として、先程ありました、将来的に町内会経費、町内会の負

担の軽減という部分もやはり繋がるところがあるのかなと思っております。今後特に少子高

齢化が進む中において、どこの町内会についても当然増減の差はあるかと思いますけれども、

やはり従来の同じような事業、同じような維持管理経費を伴う中では、だんだん苦しくなっ

ていくと。そうした中で、今回、各町内会で、大なり小なりどこでも維持しております防犯

灯の維持管理経費を積算根拠として新たに町内会支援に繋げたという考え方で、そういった

町内会の支援の拡充を今回図りたいといった思いがあります。 

後段、ＬＥＤ化の促進という部分に関しては、総務課の方から答弁を申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） 町内会総合交付金に関連して、今、企画調整課長も答弁いたし

ましたけれども、私もこの予算の策定にあたりまして財政担当課長として相談を受けたとこ

ろでございますけれども、基本的には、この総合交付金そのもの、先程、鈴木淳士委員は、

これまでの交付規程を読み上げてそれを紹介しておられたようですけれども、今回、当初予

算が上程、可決されましたら、新たにその予算に基づく交付規程を改めて策定しなければな

らないものでございます。これについては、総合交付金そのものが、今回他の庄内の自治体、

いろんな予算等を見ておりますと、お隣、鶴岡市の方でも、やはり総合交付金という形で、

その防犯灯の基準も示しまして、それも積算基礎に入れて交付をしているようでございます。

先程他の委員の質問にもお答えいたしましたけれども、基本的には町内会の町内会費、町民

の負担が軽減できる方策としての方法の一つとして、これがあるのだろうと考えております。

先程申し上げたとおり、すべてＬＥＤ化している町内会にとっては、電気料は８割町から交

付されるわけでございますので、その予算を他の事業に使える。あるいは、町内会費の引き

下げに使うことも可能であると。それは、それぞれの町内会の実情に応じてそれを用いても

らえればいいのかなと思っています。限定的なＬＥＤ化に関しましては、先程委員がおっし

ゃったように、補助率を変えるという方法もあろうかと思います。ただ、そうした場合につ

いては、ＬＥＤ化が終了した時点でそれで終わりと。さらには、すでに 100％になっている

ところについては、その恩恵がないと。過去に１／２払ったものとの整合性が当然問われる

わけでございます。そういった意味では、本来の行政施策というようなお話がありましたけ

れども、それは違うのではないかなと考えております。 

このＬＥＤの防犯灯の電気料の補助につきましては、実は、庄内の他自治体を見ますと、

やはり交付金という形で補助制度を行っております。本町だけが全額町内会負担ということ

で、これまで進めておりました。それに対して、町内会、会長会の町内会長連絡会議を毎月

行っておりますけれども、その中でも、町内会長から他の自治体との比較ということで出さ

れております。他がやっているから本町もというようなことではございませんけれども、や

はりそういった同じ住民としての税外負担、そのあり方については今後とも検討する必要が
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あるわけでございますので、その一つの策として、今回、総合交付金に変えるというふうに

私は捉えているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員） ただいま出ております３４ページの防犯費、確認ですけれども、従

来ならば、新設の場合、町でお金を出して維持費が町内会ということでありました。これが

今度、維持費の電気料が町で８割払う。逆に新設の場合は、地元の町内会負担という解釈で

良いのか。例えば、すべての町内会が必要なところに防犯灯を設置済みとなれば良いのです

けれども、これからいろんな要素で防犯灯を作るということになった場合は、逆に今度町内

会負担で維持費の８割を負担していくと。町では。そういう理解で良いのか確認したいと思

います。 

続きまして、４８ページの斎場等使用料補助費であります。今回 312万円。三川には斎場

はありませんので、よそのところにお願いして使用料かかるとき補助金を出しているわけで

ありますが、利用率の多い鶴岡、藤島の場合、補助率が高いわけであります。私の解釈では、

１万 5,000円が基本で、それプラスの分を町で補助金として出していると理解しておりまし

た。この予算編成の段階で、やはり鶴岡、藤島の利用率が高く、補助率が低く済んでいる酒

田市、あと、もう少し高いですけれども庄内町と、どういう算定、流れで組んだのか伺いた

いと思います。 

続きまして、３１ページの町の町有林の関係であります。これ毎年８万 2,000円、今回８

万 2,285円ですけれども、賦課金は毎年 1,000円ですので、この委託管理の場合、村上森林

組合の方から要求はあるのか。あるいは、話し合いでこの委託料を決めているのか。この根

拠をお願いしたいと思います。 

続きまして、３３ページの交通安全関係ですけれども、町民大会での予算が設けられてお

りますけれども、今年の町民大会をどう行う計画なのか伺いたいと思います。 

続きまして、３４ページの交通安全施設等整備事業。いつもカーブミラーや赤色灯を設置

しているわけですけれども、今年の計画を伺いたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３点のご質問ありました。３点目のカーブミラーの修繕関係に

ついては、木村危機管理係長より説明申し上げます。 

２点目の町有林につきましては、委託料の根拠でございますけれども、中條総務課長補佐

より説明申し上げます。 

１点目の防犯灯の新設の関係でございますけれども、３４ページの方に防犯灯改修等事業

補助金がございます。昨年よりも５０万円ほど増額しての予算計上でございますけれども、

先程委員からご質問ありましたとおり、これまでＬＥＤ化する場合について１／２補助とし

ておりましたが、実際にその補助事業を行っている中では、蛍光灯の切れというようなもの

ではございませんけれども、ＬＥＤに落雷した場合にやはり修繕は必要だということがござ

いましたので、ＬＥＤ化だけではなく、その修繕も対象としたところでございます。さらに、

３１年度からは、先程来ありますように、促進のための関係もございますけれども、交付金
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として出るわけでございます。それとの整合性もありますので、新設の場合については、修

繕と同じよう１／２補助で対応したいと考えております。ですので、残り１／２の自己財源

については、先程の防犯灯の電気料等の交付金を用いて新設していただいても構わないと。

そういう場合は、町内会においてＬＥＤ化を先にするのか、不足している防犯灯を先にする

のか、それは町内会において判断いただければと考えております。 

それから、交通安全対策費、３３ページでございますが、町民大会等報償費となっており

ますが、金額をご覧いただいて、昨年より３０万円減額となっております。これにつきまし

ては、昨年、飲酒運転撲滅安全安心町民大会第１５回を開催いたしました。きりの良いとい

う意味ではございませんけれども、まず一度この町民大会のあり方について、もう一度見直

しをしようということで、３１年度においては町民大会、定例の大会は開催しないこととし

ております。ただし、飲酒運転が本当に増えてしまって、何らかの関係者組織が集まっての

行動が必要である場合については、またそれなりに考えていく必要があるものと捉えており

ます。 

○委員長（梅津 博委員） 中條総務課長補佐。 

○説明員（中條一之総務課長補佐） それでは、私の方から町有林の管理委託料に対しましての

積算等についてお答え申し上げたいと思います。今年度、町有林の管理委託料につきまして

は、前年の８万 3,000円から 1,000円上がっての８万 4,000円で今回委託料の方を計上して

いるものでございます。これは、２９年度から３２年度まで長期契約をしているものでござ

いますが、今年度１０月からの消費税の値上がり分がありますので、その分が差異となって

表れているものでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 木村危機管理係長。 

○説明員（木村 功危機管理係長） それでは、私の方から交通安全施設整備事業についてご説

明をしたいと思います。主にカーブミラーにつきましては、既存のものが腐食により倒壊し

たとか、曇って見えなくなってきている、角度が変わってきて使えなくなった、割れたとか、

そういったものの原型を復旧するような形で修繕を行っていきたいと考えております。 

また、赤色灯回転灯につきましても、回転しなくなった、光らなくなったというものの原

型を復旧する修繕費を予定しております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長） ４８ページの斎場等使用料補助金に関するご質問でございま

した。まず、こちらの計上につきましては、ここ数年の件数、また、各斎場の使用件数等か

ら積算をしているところでございます。平成３０年度からですけれども、酒田市の斎場、こ

れまで非常に低料金でございましたのですが、倍額ということで上がっているのも事実でご

ざいます。そういったことから積算しているところですが、鶴岡斎場、藤島斎場につきまし

ては、１件当たり２万 8,000円の補助、酒田斎場につきましては２万 5,000円の補助、そし

て、庄内町の火葬場につきましては２万円の補助というふうになってございます。 

なお、それぞれの件数につきましては、本多住民主査よりご説明申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 本多住民主査。 
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○説明員（本多由紀住民主査） それでは、それぞれの斎場補助金の積算の件数についてご答弁

いたします。鶴岡斎場、藤島斎場、両方で９０件、酒田市斎場が２０件、庄内町が５件、合

計 115件で計上しているところです。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 最初に３２ページの、今回何度も質問に出てきますけれども、町内

会総合交付金に関してからお聞きしますけれども、ＬＥＤ化という形の中で、小さい町内会

はなかなか難しいという配慮をしていただいたので、うちのような小さい町内会では大変あ

りがたいなというふうに最初は捉えていました。この話を聞いたときに最初に思ったのは、

自主防災組織を作るときにも職員担当制度もあったわけですけれども、全町に作るために何

年か１０万円ずつ補助をして整備してきて、今は三川町は全町内会自主防災組織を持つとい

う形になったというふうに思っていますし、そういう形でのＬＥＤ化を進めるいいきっかけ

になるなというふうに見ていましたし、一つには、ありがたい話だなと。ＬＥＤ化になれば、

100％できたところも引き続き電気料の８割を町で見てくれるという制度の中で、ただ、町内

会の活性化のためにという言い方ではなくて、もう少しＬＥＤ化をはっきりさせた形で進め

ていくべきではないかというふうに感じましたけれども、その点について伺いたいと思いま

す。 

それから、町の防犯灯、先程もありましたけれども、３４ページの防犯灯改修等事業補助

金を上げたとありましたけれども、私の解釈では、昨年まであった防犯灯整備工事請負費と

灯具更新費補助金が一緒になったのかなというふうな捉え方をしていましたけれども、その

辺、私の捉え方と違ったのでお願いしたいと思います。町の防犯灯に関しては、計画的にＬ

ＥＤに変えてきているはずですので、現状どうなっているのかもお伺いしたいと思います。 

それから、４０ページ、社会福祉費の社会福祉協議会補助金が前年より 100万円以上上が

っているようです。これは委託事業を増やしたのかどうか。この中身を教えていただきたい

と思います。 

それから、４７ページの保健衛生費で予防接種委託料なんですけれども、これは 100万円

以上減っているようです。この理由としては、予防接種の種類が減ったのか、少し内容を教

えていただきたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３２ページの町内会交付金に絡んで、ＬＥＤ化促進の方策の補

助というような考え方の問い合わせでしたので、私の方からお答えさせていただきますけれ

ども、基本的に、先程来申し上げているとおり、ＬＥＤ化を促進するためだけにするのであ

れば、例えば、先程委員からあったように、防犯灯改修等事業補助金の中でそれを見る方法

も確かにあるんだと思います。ただ、それ以外にも、やはり町内会の活性化という、先程委

員からもありましたけれども、目的を持ってするためには、一つの目的、ＬＥＤ化だけでは

なく、幅広に使えるものを交付金とした方が町内会にとっては使い勝手がいいのではないか

というような判断のもとに、私どもの方は、算定基礎にこれを入れてくださいというような

お願いをしたところでもございます。 
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そのＬＥＤ化の関係でいきますと、先程２点目の方では、３４ページの安全で明るいまち

づくり推進整備事業がございますけれども、工事請負費については、これは町管理分の工事

請負費でございましたので、これが町分は完了いたしました。３点目の質問にも絡むわけで

ございますけれども、町の管理分の進捗率ということでは、町が 202灯の管理をしておりま

すけれども、すべて 100％ＬＥＤ化、今年度内に終わるところでございます。その関係もご

ざいまして、この整備事業そのものの総額では減額になっておりますけれども、防犯灯の改

修等事業補助金のところ、町内会に対する補助のところを増やしたというところであります。

町内会の方の管理分については先程聞かれておりませんでしたが、現在３０年３月時点では、

東北電力からいただいた資料では平均で 44.6％と半数をいまだ割っているところでござい

ます。そういった数字をもって、やはり促進するための方策として、今回、町内会総合交付

金の基礎にも入れていただいたところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） ４０ページ、社会福祉協議会への補助金が 100万円ほど増

えているという理由でございますけれども、平成３０年度の補助金、当初予算の部分で、社

会福祉協議会の職員の人件費という部分につきましても、町の方から補助金が出ているとこ

ろでございます。平成３０年度の当初につきましては、社会福祉協議会の職員が正職員２人

と嘱託職員１名、それに町からの派遣職員１名ということで、当初予算で人件費の補助金を

組んだところでございます。その中で、平成３０年度は専門員ということで、町からの職員

がもう一人派遣になったものですから、人件費の部分も含みまして１２月で補正をさせてい

ただいたという経過がございます。来年度の当初予算の中では、その専門員も含めて社会福

祉センターの中にいて事務の従事にあたるという職員を４人と見まして、また、町に派遣で

来ている職員も加えて５人体制という中での人件費を組んだという部分がございます。また、

その人件費以外で施設管理費の部分でございますけれども、エアコンの整備の委託料が今年

度よりも経費がかかるということで、その部分の補助金も増額になったというところでござ

います。 

４３ページの予防接種委託料の減額の部分につきましては、齋藤健康福祉課長補佐より答

弁を申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤健康福祉課長補佐。 

○説明員（齋藤昌子健康福祉課長補佐） では、予防接種の委託料について申し上げます。昨年

度から減少になった大きな理由としましては、高齢者肺炎球菌の予防接種が、３０年度で５

年間実施したということで終了になることになりました。今般、また新たに３１年度から５

年間継続実施ということになったところでございますが、過去に接種した人は対象から外れ

るということから、65歳、70歳、75歳、80歳ごと５歳刻みでいくところなんですが、過去

の接種者を除くということで、対象者そのものが減ってくるということから、委託料の減少

となったものでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 自治振興交付金、自由に使っていいですよ、大変ありがたい話なん
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だというふうに思います。町内会長会議でも、ＬＥＤだけではなくて町から支援していただ

けませんかというような声を私も何度も聞いていますので、そういう意味ではありがたい話

だと思いますけれども、ここで各町内会事情はあるにしても、何か目的を持って、表立って

は自治振興でいいのかもしれませんけれども、一つずつ問題解決をしていった方がいいので

はないかというふうに捉えていますので、表向きは活性化なんでしょうけれども、まだでき

ていないところには、そういう働きかけをきちんとするべきではないかと思いますので、そ

の辺について伺います。 

それから、町の防犯灯に関して説明いただきました。最初、修繕料というのが、以前 100

万円かかっていたのが１／５になったのはＬＥＤのおかげかなというふうに思ったんですけ

れども、いや、違うという話でした。落雷等のために取っておいたんだというお話でしたけ

れども、そうすると、ＬＥＤの効果というのは光熱水費で見るしかないのかなというふうな

捉え方をしたときに、昨年６０万円かかっていた予算が４８万円まで減っていると。端的に、

一つＬＥＤに変えたときの１灯当たりの差額というか、電気料の違いが分かりましたらお願

いしたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １点目の、ＬＥＤに特化して一つずつ問題を解決すべきではな

いかというようなお話でございました。それにつきましては、先程も申し上げたとおり、す

でにＬＥＤ化が終了した町内会もあるものですから、その町内会との整合性という面で、今

回のような方法を考えたところでございます。この交付金があることをもって、使途につい

ては町内会にお任せするところでございますが、こういった考え方があるということで、そ

れぞれの整備が遅れている町内会長に対しましては、担当の危機管理係の方からお願いをさ

せていただき、働きかけをしてまいりたいと考えております。 

２点目の修繕料の減額と電気料の関係で、修繕料が先程ＬＥＤ化の落雷関係でというふう

に捉えてしまったとすれば大変申し訳ありませんが、昨年の比較で、３０年度の予算で計上

している修繕料 103万 7,000円。これにつきましては、町の管理している防犯灯のＬＥＤ化

の修繕料という形で計上しております。防犯灯の整備工事請負費４３万 2,000円計上してお

りましたが、それについては、町内会から新設要望のあった防犯灯を設置するための工事費

として計上しておりました。３１年度につきましては、修繕料と補助金、この二本立てとな

ったわけでございますが、修繕料については、町管理の防犯灯が何らかの形で不具合が生じ

た場合については、その修繕料で支出をする。それで、町内会の１／２補助分をこの補助金

で見るというような形でございます。大きい減額理由は、先程も申し上げましたように、町

管理の防犯灯がすべてＬＥＤ化されたことによって修繕料が３１年度は減ったものでござい

ます。 

実際に、その電気料ということでございましたけれども、町管理している電気料につきま

しては、これまで蛍光灯については６０ワットで電気契約を結んでおりまして、これが年間

で約 5,000円。それに対しまして、ＬＥＤ化することによりまして、東北電力との契約では

１０ワットの契約になります。そうしますと、年間で約 1,500円ですので、７割の削減が可
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能だということでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 若干の時間がありますので、３回目の質疑を許します。 

７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） ３回目で大変恐縮ですが、今、同僚委員からも話がありましたとお

り、町内会総合交付金の問題ですが、防犯灯に関する交付金を盛り込むということで、先程

お聞きしましたとおり、設置基数によっての交付算定ということからしますと、100％ＬＥＤ

化になっているところと、まだＬＥＤ化になっていない普通の蛍光灯を使っているところと

では、まさに不公平が発生するわけです。そういった不公平感までも抱えながら本来公平に

振興策として交付金を交付すべき町内会総合交付金というものから逸脱するのではなかろう

かという懸念が心配されます。先程少し舌足らずで恥ずかしい話ですが、基本的に防犯灯は

町が防犯費ということで予算項目として設置になっている。私は、個人的に防犯灯は、町内

会の防犯灯もすべて町が責任を持って設置すべき防犯対策事業であろうというふうに認識し

ております。先程の説明の中でも、鶴岡市をはじめ、庄内管内では町内会への交付金を算入

しているということでありましたが、鶴岡市では、確か一部町内会の中に設置される防犯灯

も、新規に設置するものについては市の責任で設置するというような事業展開も行われてい

るという観点で、本来その防犯灯という性質のものについては、町内会の振興費ではなかろ

うという観点で申し上げたところですので、誤解のないようにお願いします。 

もう一つ、こういった補助事業というものについては、すべからく、国もそうですけれど

も、先例事例があって、「これはいい事業だ」ということで初めて補助制度が設定になると

いうことで、もうすでに設置になっているところは補助の対象にならないということは、こ

れまで語り尽くされている慣例の話でありますので、総務課長の方から、防犯灯を設置して

いるところに対して、これから新たな補助がないというようなことでの段階的な補助率とい

うことでご提案申し上げましたが、それについては、過去の対象が不利益を被るということ

は当てはまらないということを主張したいと思います。 

最後にお願いなんですけれども、今回の当初予算については、子育て交流施設整備事業費

について、非常に取り扱いが複雑になってくるものというふうに推測しているところです。

多忙な中恐縮ですが、予算額が非常に大きいという状況から、実質公債費比率、また、将来

負担比率、できれば基金及び積立金の今回のこの子育て交流施設整備事業に伴ってどのよう

な変化になるのか、当初予算の判定材料ということでご準備をいただければと思います。よ

ろしくお願いします。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ３点ほどのご質問として捉えておりますけれども、１点目の不

公平という観点が、鈴木淳士委員の言われるところが少しご理解できませんでしたので、先

程来申し上げているとおり、長期的な公平性を確保する面で、こういった交付金を創設する

こととしたところであります。 

２点目の補助率の、先例から見ると不公平にはならない、当てはまらないんだと。先のす

でに終わっている町内会が不公平になるようなことはないということでございました。これ



- 54 - 

については委員の主張だというふうに捉えさせていただきます。 

３点目の健全指標、そういった指標関係につきましては、当初予算の判断材料になるとい

うことでございましたけれども、あくまでも当初予算はこの形で今計上しているわけでござ

いますので、先に一般質問の中でも議員から質問がありまして、この当初予算での計上、将

来負担比率の計算をしているというふうにお答え申し上げました。それを敢えて変えて説明

しろということ自体が、いかがなものかと考えております。ただ、これについては、今後、

担当課からありましたとおり、財源構成等を３０年度の補正予算で繰り越すのか、３１年度

の当初予算を補正するのかということもございましたので、その際にお示しすべきことなの

かなと考えております。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） 先程３２ページのホームページの保守管理について、更新されてい

ないということに対して、統括する、そういうポジションは置かないというふうな話があり

ましたけれども、私は個人的に各課のどこがと言うつもりはなかったんですけれども、この

際申し上げますけれども、実は農業委員会の農地参考資料、これは更新日 2016年４月、それ

から、平成２９年に山形県最低賃金開始されました。更新日 2017年。最低賃金は毎年改正さ

れていますので、これも古い資料になります。それから、法人税・町民税更新日 2016年３月

１日。これも改正されておりません。これは昨日印刷したものですので、ですから、各課に

任せるのではなくて、やはり誰かが統括する必要があると。ホームページを眺めていけばい

いんだから、簡単ですよ。そういう意味では、各課を統括する課の課長会議を統括されてお

ります副町長のご回答をいただきたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 石川副町長。 

○説明員（石川 稔副町長） ただいま委員からありました各種情報の更新日がここ何年も更新

されていないという事実、私も認識不足でありました。このことについては、私の立場でお

詫び申し上げます。今後の対応についてでありますが、委員は統括する人をというご意見で

ありますが、とにかくそういった更新されていないようなものがなくなるように、私の立場

で責任を持って対応してまいりたいと考えております。よろしくお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 進行にご協力をお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 以上で、第二審査区分の審査を終了します。 

 

○委員長（梅津 博委員） 本日の予算審査特別委員会はこの程度にしたいと思います。なお、

１８日は、午前９時３０分から本議場において予算審査特別委員会を再開いたしますので、

ご参集くださるようお願いします。 

これをもって、散会とします。 

（午後 ３時２８分） 
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第 ３ 日   ３ 月１８日（月） 

 

○出席委員（９名） 

  １番 鈴 木 重 行委員  ２番 志 田 德 久委員  ３番 佐 藤 栄 市委員 

  ４番 佐久間 千 佳委員  ５番 町 野 昌 弘委員  ６番 芳 賀 修 一委員 

  ７番 鈴 木 淳 士委員  ８番 成 田 光 雄委員  ９番 梅 津  博 委員 

 

○欠席委員（０名） 

    な し 

 

○説明のため出席した者の職氏名 

阿 部  誠 町 長   石 川  稔 副 町 長 

鈴 木 孝 純 教 育 長   本 間  明 総 務 課 長 

  
黒 田  浩 企 画 調 整 課 長 五 十 嵐 礼 子

 町 民 課 長 兼 

     会計管理者兼会計課長 

 
 
菅 原 和 子

 健康福祉課長兼 
齋 藤 仁 志

 産業振興課長併 

  地域包括支援センター長  農業委員会事務局長 

教育課長兼公民館長併 
加 藤 直 吉 建 設 環 境 課 長   佐 藤  亮 農村環境改善センター所長併 

健康福祉課保育園主幹併 
子育て支援施設整備主幹 
 

                           総 務 課 長 補 佐 
木 村  功 危 機 管 理 係 長   中 條 一 之          
                           （ 財 政 担 当 ） 

五 十 嵐 章 浩 企 画 調 整 係 長   佐 藤   豊 納 税 係 長 

阿 部 正 和 国 保 係 長   五十嵐まなみ 福 祉 係 長 

        介護支援主査兼           地域包括支援センター兼 
髙 橋 真 利 子            佐 藤   潮  
        介 護 支 援 係 長           地域包括支援センター係長 

齋 藤 昌 子
 健康福祉課長補佐   

鈴 木 武 仁
 農 政 主 査 兼 

（ 健 康 担 当 ）           農 政 係 長 
 

今 野  徹
 産業振興課長補佐   

加 藤 善 幸
 建設環境課長補佐 

（商工観光担当）           （ 建 設 担 当 ） 
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丸 山 誠 司
 建設環境課長補佐   

齋 藤 い つ
 教 育 課 長 補 佐 

（環境整備担当）           （総務学校担当） 
 

        学 校 教 育 係 長           保 育 園 係 長 兼 
大 瀧 功 喜 （教育指導担当）   渋 谷  淳 子育て支援施設整備係長併 
        兼 指 導 主 事           学校教育課係長 

齋 藤 一 哉
 社 会 教 育 主 査 兼   

菅 原 洋 輔
 農 業 委 員 会 

社 会 教 育 係 長           事 務 局 長 補 佐 
 

 

和 田  勉 監 査 委 員   庄 司 正 廣 農業委員会会長 

 

 

５．本会議に職務のため出席した者は次のとおりである。 

髙 橋 誠 一 議会事務局長   佐 藤 真 子 書記   菅 原 明 大 書記 

鈴 木 拓 也 書記 
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○委員長（梅津 博委員） ただいまから予算審査特別委員会を再開します。 

（午前 ９時３０分） 

○委員長（梅津 博委員） 第三審査区分として、６款農林水産業費、７款商工費、８款土木費、

９款消防費、１０款教育費、１１款災害復旧費、１２款公債費、１３款予備費について審査

を行います。 

質疑を許します。 

４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） それでは、予算書の方から質問させていただきます。 

予算書５１ページ、農業経営安定特別支援資金利子補給金ということで、こちらはどのぐ

らいの件数が該当になって、総額としていくらぐらいの対象額になるのか、説明をお願いい

たします。 

続きまして５２ページ、三川町農産所得拡大支援事業費補助金ということで 400万円が計

上されておりますが、第３次総合計画、平成３０年度にいただいた計画の中においては、平

成３１年度の予定が 500万円という予定でありました。３１年度いただいた実施計画の中で

400 万円に変更になっているわけでありますが、減額になっている要因、また、今年度の予

定などをお聞きできればと思います。 

その下、農地費の中で、二丁排水機場管理委託料と、また、その下に二丁堀排水機場管理

委託料ということでそれぞれ計上されておりますが、こちらも使用の開始の時期であったり、

この委託料の算出の根拠の説明をお願いいたします。 

続きまして５３ページ、多面的機能支払交付金事業ということで、昨年より大幅増額にな

っております。町内の組織２２ある組織のうち１４組織を一つの組織にして活動するという

ことで、その具体的な組織の体制であったり、具体的な活動の中身の説明をお願いいたしま

す。 

続きまして５４ページ、農村環境改善センター費の中にあります公共施設等長寿命化対策

事業ということで 600万円ほど計上されております。こちらの詳細の説明と公共施設等総合

管理計画においては、平成３５年から一応計画をするということでありましたが、その計画

が早まった経緯などの説明をお願いいたします。 

下段になります、地域おこし協力隊活動支援事業ということで、昨年より振り分けの項目

等が大幅に変更になっているような形に見受けられます。そういった変更になっているとこ

ろ、例えば住居借上料であったり自動車等借上料というのがなくなり、活動委託料というと

ころに一本化されているのかどうかというようなところも説明お願いしたいと思いますし、

新たに「地方で仕事を創る塾研修参加負担金」ということであります。こちらの具体的な中

身の説明をお願いいたします。 

その下にあります望郷みかわ会活動補助金ということで毎年計上されておりますが、いま

一度、望郷みかわ会との関わり方であったり、今年の内容などを、大きな意味で目的と具体

的な例などを説明いただければと思います。 

続きまして５６ページ、小売店業者振興支援事業補助金ということで、今年に復活したと
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いうような形で理解しておりますが、プレミアム商品券の事業であるかなと思いますが、そ

ちらの説明をお願いいたします。 

また、下の方にあります「田からもの」逸品開発事業でありますが、こちら事業委託料と

いうのが出てきております。こちらの説明と、あとは事業補助金というところが減額になっ

ております。この要因の説明をお願いいたします。 

その下になります観光費の中で、じろで庄内実行委員会補助金ということで、こちらの説

明をお願いしたいと思います。 

また、その下の観光対策事業ということで、職員出張旅費ということで計上されておりま

すが、こちらの中身の方を説明お願いいたします。 

続きまして５９ページ、除雪対策費であります。やはり昨年より増額になっているわけで

ありますが、まずは修繕料 1,000万円の中身、保守であったり点検であったり、平成３０年

度と変わらないのかどうかといった中身の方の説明をお願いいたします。また、除雪作業委

託料と使用料及び賃借料ということで増額になっております。こちらの要因も説明お願いし

ます。 

続きまして６１ページ、危険ブロック塀等撤去支援事業補助金ということで、こちらの詳

細な中身の説明をお願いいたします。 

続きまして６２ページ、非常備消防費ということで、消防団員報酬 300人分というふうに

あります。後の条例改正等でも話が出てくると思いますが、基本団員と機能別団員に分ける

というような考えでありました。こちらの報酬のあり方であったり、定員 300人のうちにど

のぐらいの機能別団員を置くのか。そういったところの説明をお願いいたします。その下の

食糧費でありますが、食糧費の説明も併せて、また別とはなりますが、していただければと

思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） まず第１点目のご質問で農業経営安定特別支援資金利子補

給金の関係でございます。これについては、平成３０年産の大幅な減収に対する支援策とし

て実施しているところであり、その件数については先の補正でお示ししたとおりでございま

す。ただ、実際に申請があったものプラス３月３１日までの間の想定額、その件数について

は１５、１６件というふうな想定をしております。 

それから５２ページ、三川町農産所得拡大支援事業の減額の要因、それから今後の予定で

ございますが、減額の要因につきましては、実施１年目の実績を基に改めて事業調査をして、

この 100万円の減という形で当初予算に計上したところでございます。今後の予定について

は、鈴木農政主査よりご説明申し上げます。 

それから、３点目でございます。これも５２ページになります。二丁排水機場及び二丁堀

排水機場の管理委託料でございます。この二つについては、防災減災事業ということで三川

町が取り組んでいるところでございますが、今年の１０月に双方とも設置完了、稼働の予定

でございます。これに伴いまして、町に財産移譲なり、そのうえで庄内赤川土地改良区の方

に業務委託をするという流れで準備を進めているところでございますが、基本的にはその規
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模、内容とも既存の沖堰排水機場、及び尾花排水機場、こちらと基本的な内容については同

様でございますので、それをベースにしながら新たな２施設について委託料を盛っておると

ころでございます。 

それから５３ページ、多面的機能支払交付金事業のうちの交付金が大幅に増えているとい

うことでございます。ご質問にもありましたが、この事業につきましては、今般、それぞれ

取り組んでおります組織の一部といいますか、半分ぐらいの組織が一つの組織に統合して新

たな取り組みを進めようとしております。そうしますと、これまで取り組んでいなかった長

寿命化というような大きな枠組みもできることになりますので、実際にそれに取り組むかど

うかは新年度に入ってからになりますが、枠組みが大きくなったということでの事業費の増

大でございます。 

それから５４ページ、地域おこし協力隊活動支援事業でございます。地域おこし協力隊は

三川町に昨年１名、家族共々三川町に住所を移しまして、２年後３年後には完全に職業を持

ちながら移住するというような目標を持ちながら、いろいろな活動に取り組まれているとこ

ろでございます。この事業内容の２年目について内容変更等を行っておりますので、具体的

な内容については、今野産業振興課長補佐よりご説明申し上げます。 

次に、ふるさと会交流促進事業でございます。望郷みかわ会との関わりを中心にした取り

組みになってございます。毎年、総会を東京の方で開かれておりまして、そちらの方に町長

をはじめ町の方からも参加・出席をしておるところでございます。やはり縁故ある三川町に

関わる人たちとの交流については、いろんな面で関係してまいりますし、重要な繋がりだと

捉えております。今回、望郷みかわ会が３５周年を迎えるということで、記念的な総会を開

催したいということでございまして、町としてもそれに対して応分の支援をしてまいりたい

ということでの増額になってございます。 

それから５６ページ、小売店業者振興支援事業補助金でございます。ご質問にあったとお

り、新年度にプレミアム付商品券発行事業を出羽商工会三川支所が実施するというようなと

ころに対して町として支援することといたしました。その部分の事務経費の一部とプレミア

ム部分について町単独で支援するということで盛ったものでございます。なお、それとは別

に国が実施します特定プレミアム付商品券、こちらの方も実施しますので、新年度について

はこの二つのプレミアム付商品券が実施されることになります。 

それから、同じく５６ページ、「田からもの」逸品開発事業でございます。いわゆる委託

料という部分でございますが、これについては、一昨年から三川町産米を使ったお酒を開発

しようということで取り組みをしておりますが、これを三川町観光協会の方に業務委託をし

て今取り組みを進めております。今年度については、当初目的であった三川町で育種された

「イ号」を使ったお酒を今醸造し、商品化に向けて最終的な準備を進めているところでござ

います。 

それから、同じ「田からもの」逸品開発支援事業でございますが、こちらの方は補助金の

方です。減額という形で示しております。これについては、ある程度の事業実績等を見込ん

だ減額もありますが、前段説明いたしました「イ号」との関わりの中で事業調整を行ったと
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ころもございます。 

それから、同じ５６ページのじろで庄内実行委員会補助金でございます。この内容につき

ましては、今野産業振興課長補佐よりご説明を申し上げます。併せて、観光対策事業の職員

出張旅費についても、同様に今野産業振興課長補佐よりご説明を申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 鈴木農政主査。 

○説明員（鈴木武仁農政主査） それでは、私の方から５２ページの農産所得拡大支援事業の平

成３１年度の相談内容についてご説明したいと思います。 

現在、私の方に相談来ている主なものといたしましては、溝掘り機、モア、ビニールハウ

ス、枝豆用の保冷庫などの相談が来ている状況です。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 今野産業振興課長補佐。 

○説明員（今野 徹産業振興課長補佐） それでは、私から地域おこし協力隊の活動の部分を先

に説明させていただきます。 

昨年まで地域おこし協力隊の予算の計上の仕方として、居住費にあたる部分、本人の活動

費にあたる部分、車等に関わる部分ということで、当初予算ではそのような形で分けて計上

しておりましたが、実際の支払い等いろんな部分を考慮いたしまして、活動委託料というこ

とで居住費、及び自動車費相当については、一括で契約する形を取らせていただきました。

その関係で今年度の予算についてはそこに合わせた形で、区分けをしたところでございます。 

続いて、地方で仕事を創る塾研修参加負担金でございます。こちらは伊藤隊員が参加した

いということの申し出で予算計上したところでございますが、地域おこし協力隊の多くは３

年の任期を全う後、定住に至らず戻るような割合がすごく多いということをお伺いしており

ます。やはり定住を考えたときには地域で仕事をどう見つけるかというのもすごく重要なこ

とだと思います。全国的にいろんな方々、自治体の方々も含めて参加しているような塾でご

ざいますが、そちらの方の研修費ということで計上したところでございます。 

続いて、じろで庄内実行委員会補助金についてでございます。今年の９月８日日曜日に、

庄内エリアの自転車でのツーリングイベントが民間主体で今進んでいるところであります。

事務局は庄交コーポレーション様がしておりますが、実際の活動については、もう随分年数

は経ちますが、ツールド庄内を運営された方々がその大きな任を担っております。また、こ

の事業につきましては、株式会社ブリヂストンの協力も得ながらするということで、庄内全

体での活動ではありますが、三川町の道の駅「いろり火の里」がスタート及びゴール地点と

いうことで、三川町としてもその活動について全面的に応援するという形での計上でござい

ます。 

続いて、観光対策事業の職員出張旅費ですが、毎年大体このぐらいの予算を計上しており

ます。自ら行く場合もございますが、今年度は新潟県・庄内エリアデスティネーションキャ

ンペーンの本ＤＣの年でもありますし、様々な面でいろんな方面に協力で行く出張がござい

ますので、その分を主に見ているところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤農村環境改善センター所長。 

○説明員（佐藤 亮農村環境改善センター所長） ご質問がありました予算書５４ページ、農村
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環境改善センター費の公共施設等長寿命化対策 643万 8,000円の事業の内容についてご説明

いたします。 

この事業の予算として工事請負費を計上しておりますが、こちらの工事請負費の内容につ

きましては、農村環境改善センターにあります地下タンクの改修を予定しているものであり

ます。この地下タンクの改修につきましては、消防法の改正により地下貯蔵タンクの油流出

防止対策が法律で定められたということから今回改修するものでありまして、鶴岡市消防本

部の方からも現地の施設の経過年数等から、平成３１年７月までその対策を取るようにとい

う通知が来ていたところであります。 

今回行う工事の内容につきましては、方法としていくつかの方法がありました。現在の地

下タンクの内部を改修し、現在のものを使い続けるという方法と、また、地下タンクにつき

ましては地上タンク方式というのもあります。その地上タンク方式または地下タンク方式、

どちらが費用的に安価に済むかということを考えた中で、今回は地上タンク方式を採用しよ

うというふうに選択しました。と申しますのも、この地下タンクは農村環境改善センター全

体の冷暖房のための重油タンクとして使われているものですけれども、農村環境改善センタ

ーのうち、その面積を多く占めます多目的ホール、こちらが子育て交流施設、平成３２年に

新たな施設が完成しますと、こちらの多目的ホールを使用しない方針でありますので、そこ

を見据えると、現在の地下タンク方式で重油を使って冷暖房を行っていくこと自体が非効率

性になるのではないかと。将来的には多目的ホールを閉鎖後は、各公民館の各会議室等を電

気式の冷暖房で賄っていった方が効率的だろうというような判断のもと、今回、地下タンク

の撤去と地上タンクの設置ということを行うための予算計上したところであります。 

また、ご質問にありました三川町公共施設等総合管理計画、確かにこちらの中では農村環

境改善センターの改修時期につきましては、平成３５年、３６年ということで実施計画が上

がっているわけですが、こちらにつきましては、今回この消防法の改正による工事の実施時

期について消防本部の方から通知があったもので、まず前倒しをさせていただいたというと

ころであります。ただし、施設の長寿命化自体、外壁及び内部の配管、機械設備等、いろい

ろ修繕しなければならないものはまだ多くありますので、この本格的な実施時期につきまし

ては、財政サイドと協議をしながら今後実施年度を精査していきたいというふうには考えて

おりますが、先程言ったように、冷暖房の切り替えも考えておりますので、これらの時期に

ついて今後精査していきたいというふうに考えております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 初めに５９ページ、修繕料の関係でございます。昨年度よ

り 100万円ほど事業費がアップしてございますが、内容としましては昨年度と同様の形で行

うものでございます。中身としましては、消費税のアップ分を見込んでおります。また、経

年により保守点検料の経費も上がってございますし、それに伴う修繕箇所が増えている状況

にございますので、１台当たりの修繕費が上がっているということで計上しておるところで

ございます。主な部分としまして、やはりホース関係の劣化等が大きく、損傷が激しい状況

にございますので、その部分について今後とも注意しながら見なければならないと考えてい
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るところでございます。 

また、同じページの使用料及び賃借料の関係でございます。昨年度より 300万円ほど増加

しております。この要因といたしましては、昨年度１１ｔ級ドーザーの方が故障をいたし、

これが使用不能となったところです。それに代わる機種として１台借り上げることとしてお

ります。なお、近年、借り上げの部分におきましては、修繕及び車検等、これも込みという

ことになるものですから、ライフサイクルコスト等を考え、より良い方向のものを採用して

いきたいと考えているところでございます。 

それから６１ページ、住宅管理費の部分、こちらの方の住まいづくり支援事業の中におき

まして危険ブロック塀等撤去支援事業補助金でございます。こちらの事業につきましては、

社会資本整備総合交付金事業、この国の交付金事業を活用しまして平成３１年度より新たに

設定したものでございます。事業内容といたしましては、地震などで倒壊する危険性が高い

と判断されるブロック塀の除去。これに関する工事について、当該ブロック塀の所有者に対

して補助金を交付するというものでございます。 

対象事業といたしましては、道路に面するブロック造り、及び石造り、レンガ造り、その

他の塀等、こちらの撤去工事に必要な部分について、除却する場合に補助金を出すというこ

とになってございます。概ね１ヵ所当たり補助金の限度額を１０万円としているところでご

ざいます。このような形で考えておるところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員）本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ６２ページの非常備消防費に関しまして２点の質問をいただき

ました。 

１点目の消防団員報酬に関係しての機能別団員のことでございますが、本定例会に条例改

正を上程しておりますが、基本的にこれまで消防団員と言っておりました者に機能別団員を

新たに定め、基本団員と機能別団員の二つに分けて考えたいというふうに思っております。

機能別団員につきましては、現在操法大会、操法指導等について鶴岡市消防署の署員の協力

をいただいているわけでございますが、なかなかこれが難しくなっている状況の中で、団員

の中でそういった操法指導、あるいは操法大会の審査員をできる方を育てていこうという目

的で、この機能別団員を一つは設定しております。 

種類といたしましては、操法等指導団員と訓練等支援団員という形になります。訓練等支

援団員につきましては、消防団行事において、例えばラッパ隊、そういった技能を必要とす

る方について確保するためにこういった団員制度を設け、ただし、この機能別団員について

は、火災等の災害時に出動義務を課さないというふうな考え方でおります。報酬につきまし

てはそういった関係もありまして、これまで小型動力ポンプの班員については年報酬２万

1,000円でございましたが、この機能別団員については、操法等指導団員については１万円、

訓練等支援団員については 6,000円ということで想定をしているところでございます。その

人数については、全体の 300人の範囲内で、特に上限を定めるわけではございませんが、当

面としては５人程度なのかなというふうには考えているところでございます。今後増えてい

ったとしても、操法等指導団員が増えていっていただければありがたいのですが、そういっ



- 63 - 

た面でも１０人程度なのかなというふうには考えているところでございます。 

２点目の食糧費の関係でございますが、これについては、消防団行事の後に来賓等を招い

ての反省、懇談の場で用いる食糧費でございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） まず初めに５２ページの農産所得拡大支援事業費補助金というこ

とで、実施計画においては 500万円ほど計画していたものが実績に応じて 400万円ほどに減

額したということでありました。別の項目にはなるわけでありますが、瑞穂の郷づくり事業

では、執行率といいますか、そういったものとあまり連動していないと思いまして、なぜ、

この農産所得拡大支援事業だけが減額になっているのかと。私の聞く範囲では、やはり今後

園芸などを進めるうえにおいては、「こういった予算を拡充してほしい」であるとか、「使

い勝手の面でこういった予算の方が必要だ」というような声が聞こえてきておりますので、

ぜひ減額と言わずに、今後検討していただければと思います。 

続きまして、二丁排水・二丁堀排水の件でありますけれども、これは１０月からの開始と

いうことでよろしいのかどうか。それから、委託するということで、こちらの人の手配であ

りますとか、そういったところの計画をどのように今のところ持っているかというところを

お聞きしたいと思います。 

５３ページの多面的機能支払交付金事業であります。かなり大きな団体を作ったというこ

とで、今後取り組んでいなかった長寿命化等にも取り組めるということで、大変期待の持て

る中身であると思いますけれども、反面、懸念されていた事務費であるとか、その辺がどの

ぐらいの割合になるのかというところがもし分ければ教えていただきたいと思います。 

５４ページの農村環境改善センターの件でありますが、こちら地下タンクの撤去と地上タ

ンクの設置という説明でありました。こちらは冷暖房設備の使用目的ということであります

が、今後、公共施設等総合管理計画においては、計画の中にそういった冷暖房設備の更新等

を今後考えていくのかどうか。地上タンクをこの度新たに設置するという計画でありました

けれども、そちらの今後の使用をどのように持っていくのか。新たに計画する段階において、

そのタンクも使用するような計画に持っていくのかどうかということをお聞きしたいと思い

ます。 

それから、地域おこし協力隊の件でありますけれども、地方で仕事を創る塾研修参加負担

金ということで、隊員が自ら学んでやりたいという自発的な動きが見えてきたなというふう

に感じました。３年任期のうちでやはり仕事を創るということは大変だと思いますので、今

は試行錯誤している段階かとは思いますが、隊員の自ら事業に参加するという意欲を汲んで

いただければと思います。 

それから、望郷みかわ会の件でありますが、３５周年総会を開催するということで、町長

等も参加するということであります。少し会との関わり方の件でお伺いしたいと思いますが、

別段で出てきます職員の出張旅費の件で少しお聞きした内容についてですが、今回、産直出

前便等に観光協会の職員が来られていたというような話も聞きました。以前は、望郷みかわ

会が産直出前便の手伝いをしていたわけですが、なかなか参加できないような状況になって
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きているというような話を聞きます。やはり三川町としての関わりが薄くなっているからと

いうふうにありますが、望郷みかわ会との今後の関わり方、産直出前便であるとか、そうい

った部分に協力を要請していくのかどうか。そういった考え方をお聞きしたいと思います。 

それから５６ページ、小売店業者振興支援事業のプレミアム付商品券の件でありますが、

やはり商工会等の主催の懇談会の場においては、やったりやらなかったりするというのはか

なり影響が出ているというようなお話でした。「やり続けるのか、それともすっぱりやめて

しまうのかというような判断をしてほしい」というような声がありました。そういった声を

どのように受けとめているのかというところをお聞きしたいと思います。 

その下の「田からもの」逸品開発事業の件でありますが、「イ号」との関わりということ

で、事業費補助金が少し減額なったということで、こちらもその商工会の懇談会の場におい

ては、「三川町の武器になる一つのものだ」というような声もありました。今後、「イ号」

を使ったお酒に関する戦略をどのように持っていられるのか。予算書の中身としては減少傾

向だというふうに思いますが、やはり声としては「拡大してほしい」というような声もあり

ました。その辺をどのように受けとめているのかお聞きします。 

それから観光対策事業、先程も産直出前便の件も話しましたが、今年、横浜市の浦島小学

校が 100周年を迎えるということで、そちらの方の職員の派遣等、これに関係するのかどう

か。また、町長等の参加の意向があるのかどうかというところも含めてお聞きしたいと思い

ます。 

それから、５９ページの除雪対策費の中でありますが、やはり今年は十分な保守点検の中

ではあったものの、エンジントラブルがあって１台だめになってしまったというような事例

もあります。今、保守点検を委託している３社があると思いますけれども、そちらの方に徹

底した保守点検をやはり今後もお願いしないといけないと思います。今回の場合は機械が壊

れてしまったということで、新たな機械、１１ｔ級のドーザーを入れるということでありま

すけれども、今後のライフサイクルコストといった面で見れば、果たしてその委託を増やし

ていっていいのかどうか。この増額分の金額を充てて新たに購入する方に向かった方がいい

のか。その辺の検討をされているかどうかということをお聞きいたします。 

それから、６１ページの危険ブロック塀の件ですが、こちらは町が指定したところではな

いと、自主的な撤去に伴う補助だというふうに受けとめました。以前もお聞きしたかもしれ

ませんが、小学生であったり中学生の登下校の通学路というところには、こういった対象の

ブロック塀がないのかどうかというところも併せてお聞きします。 

最後になります。消防団ということで、機能別消防団は５名程度を想定しているというこ

とでありました。消防団員の定数 300人ということで、その中から５名程度が機能別消防団

となり、火災の防御活動には出動しないというようなお話でありました。今後１０程度まで

増えるかもしれないということで、どの程度までこの機能別消防団員を確保しようといいま

すか、範囲としては持っていこうとしているのかどうか。例えば、鶴岡市の場合ですと団員

の１／１０とか、そういうレベルでの機能別団員ということでありました。三川町は１／２

０ぐらいまで持っていくのかどうか。また、そうした際、各班における定員定数というもの
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が大きく影響してくると思います。そうした定員定数に対する影響というのをどのように考

えているのかをお聞きします。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） １点目の三川町農産所得拡大支援事業、改めてその減額の

要因等でございました。これについては、瑞穂の郷づくり事業で「こだわりの米」を推進・

支援を進めておるところで、一方で、米以外の園芸作物等についての支援という位置付けで

の事業でございます。これについては、いろいろな状況の中で予算化したものをすべて使い

切れない状況が双方ともございます。そういったことも踏まえて、フルに有効に使ってもら

えるように、引き続き取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

それから、２点目の二丁排水・二丁堀排水機場管理委託料でございますが、これは１０月

からの稼働に合わせた委託料になってございます。半年間の部分です。それから、人の手配

等については、今は検討中ではございますが、現在稼働している沖堰排水機場・尾花排水機

場、そういったものを参考に人選し、体制を整えてまいる考えでございます。 

それから、多面的機能支払交付金事業の関係でございます。確かに新しく立ち上がった組

織については、新たな事務局を設けるということで、それを雇い入れるわけですので、いわ

ゆる人件費が必要となります。これについては、関係組織との協議の中でお示ししながら取

り組んだ結果として、今現在は想定される計画事業料の１２％を充てがうということで進め

ております。 

４点目の地域おこし協力隊についてでございますが、ご質問にあったとおり、ご本人がい

ろんな積極的な活動を展開しておりますが、ある面ではプレッシャーもかかっているかなと

思います。いろんな面をサポートしながら応援してまいりたいと思います。 

それから、望郷みかわ会との関わりでございました。近年で言えば産直出前便という形の

中で神奈川県の方での、いわゆる産直出前便の活動に足して望郷みかわ会の会員の方も応援

してくれるという形で、新たな交流ができているということでございましたが、今現在につ

いては、産直出前便が町からの提案で立ち上がった事業ではございますが、今現在は民間主

体という形で取り組みが進められております。そう言いながらも、望郷みかわ会の方でも町

との関わりという形の中で、できる範囲でお手伝いをしようと。また、できない部分につい

ては、これから検討していこうというような状況になってございます。観光協会が参加して

いるのは、町としてという形ではなくて、産直出前便の参加メンバーの一人という形で参加

をしておるところでございます。 

それから、６点目です。プレミアム付商品券の関係でございました。出羽商工会三川支所

の会員の方の中からは「やるのかやらないのか、はっきりしてほしい」というような声もあ

るということでございましたが、このプレミアム付商品券自体の実施目的が、その年その年

の経済情勢等を鑑みながら判断していくということで進めているものでございます。ですの

で、何の状況もなく、これについて毎年やるという状況ではございませんので、本年度に実

施していないというのも出羽商工会の意見を聞きながらの判断でございました。また、新年

度に実施したいという形で計画を持っているのも、いわゆる消費税率１０％増を見越した形
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での三川町としての判断でございましたので、やはりその年その年での判断を進めた結果と

いうことになります。 

それから、「田からもの」逸品開発事業の「イ号」の取り組みでございますが、今後の考

え方でございます。100 年前に、この地域、特に三川町という部分のエリアの中で米の育種

を行っている方がいたと。猪子地区にいらっしゃって、その彌太右衛門さんが開発した「イ

号」という品種に出会ったことからスタートしております。町では米を主産とするというこ

とを謳いながらも、やはりその一つの加工品である日本酒については、残念ながら手元にご

ざいませんでしたので、そういう意味でこの「イ号」という部分を物語付けながら、三川町

の日本酒を出していこうというふうにスタートしたわけです。幸いにして、昨年度は「山形

95号」、いわゆる「イ号」ではない、「イ号」については２年計画だったものですから、そ

の前年で「山形 95号」という山形の新品種を使うことができて、１年目は「穂のかおり」と

いうお酒ができました。本年度については、先程申し上げたとおり３月、４月に新しい「イ

号」を使ったお酒ができます。 

つまり、三川町では２種類のお酒ができるということになりますが、今後この２種類をど

のようにして生かしていくかという部分については、一つの大きな先には、酒造用米という

形で広げていけないかなという考え方もございます。一方では、初めての日本酒の特産品で

すので、これはふるさと応援寄附金の返礼品ですとか、新しい市場に出していこうと。いわ

ゆる、その需要についてきちんとした磨きをしながら、継続してこの三川町の日本酒を続け

ていこうというような考え方でございます。 

それから、最後の観光協会の旅費の関係でございました。横浜市が 100周年記念という形

で町長等に出席の要請があるかということでございますが、これについてはまだ正式なもの

ももらっておりませんので、この部分での旅費については今のところないところでございま

す。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤農村環境改善センター所長。 

○説明員（佐藤 亮農村環境改善センター所長） ご質問がありました農村環境改善センターの

工事に関わります内容について、地下タンクの撤去については、消防法上、使用しなくなっ

た場合は速やかに撤去しなければならないというふうに定められております。今回地上タン

ク方式を考えた理由としましては、地上タンク方式の方が安価に施工できるという部分があ

りました。一方、農村環境改善センター全体の冷暖房を考えた場合、現在重油を基にした全

館循環方式の冷暖房装置ということになっております。この冷暖房の設備、配管も含めてで

すけれども、これまでも修繕、改修等を行った経緯はありますが、その改修から２０年近く

経つ状況になっております。こういった状況を考えますと、現在の循環方式の冷暖房から電

気方式に変えた場合のランニングコストを比べると、やはり農村環境改善センター多目的ホ

ールがなくなるという前提で考えますと、個別の部屋を電気方式で冷暖房を使用していくこ

とがランニングコストの節減に繋がるというふうな判断をしたところであります。 

ご質問のように地上タンクについては、今年度改修した後、熱源方式を電気方式に変えた

場合は不要になるわけではありますが、そういった部分を差し引きしても、電気方式に変え
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ていった方がいいだろうという判断をしたところであります。しかしながら、地上タンクは

具体的には 140万円弱ぐらいかかる見込みですけれども、具体的にはその冷暖房の施設更新

工事、平成３２年の新たな施設完成以降に改修したいとは考えておりますが、この辺につい

て財政サイドと具体的に詰めて、今後計画を進めていきたいというふうに考えているところ

であります。 

また、もともと三川町公共施設総合管理計画に予定しておりました大規模改修につきまし

ては、１億 2,000万円を超える金額で計画しておりますが、当然この中でもそういった冷暖

房の設備関係の更新を考えていたものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 初めに除雪機の方の点検関係ですが、委員おっしゃるとお

り点検につきましては、業者へさらなる指導をし、故障のないような形で取り組むようにお

願いしていきたいと思います。 

また、これに伴いまして、機械の購入とリースという観点のご質問でございました。ライ

フサイクルコストという面で見ますと、若干借り上げの方が有利という状況になってまいり

ます。今回、機械１台考えておりますものにつきましては、概ね 2,200万円から 3,000万円

程度の機種ということで考えてございます。ただ、ライフサイクルコストに関しましては、

概ね１年、平均して除雪機械を維持していく費用といたしましては、点検に５０万円、修繕

につきましては、年々使えば使うほど悪くなりますので経費が嵩んでまいります。うちの方

の部分もそうですが、県等を見ますと、約５０万円から多いときに 200万円までかかるよう

な状況になっているようです。そういったことを見ますと、リースで行えば、その修繕経費

も一括で含まれておりますので、さらに有利になるだろうと。また、購入に際しましての種々

手数料等、こういったものも経費に入っておりますので、これも軽減になるだろうと考えて

います。 

また、最大のメリットといたしましては、機械を借りているわけですので、この機械が故

障した場合、代替措置として緊急に新たに代わりの機種を配備していただけると。自前で買

いますと、どうしても機械そのものが、除雪車両はほぼ割り当てが決まっておるものですか

ら、探すのに大変苦労するということが今回ございました。こういった部分も踏まえてリー

スという選択になったところです。ただ、やはり機械によっては値段が変化しております。

こういった部分も踏まえまして購入した方がいいのか、それとも買い上げた方がいいのかを

検討していきながら、そういった部分を配慮しながら決めていきたいと思っておるところで

ございます。 

それから、危険ブロック塀の方でございます。１点、通学路の関係ということでございま

した。一応ブロック塀等は所有者がおるものですから、また、建設環境課の方である程度通

学路を見てはおります。ただ、この沿線の方々に対しまして、教育委員会と協力をしながら

啓発の活動に努めてまいりたいと考えてございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ６２ページの非常備消防費の消防団の定員の関係でございまし
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たけれども、先程質問にもありましたとおり鶴岡市の消防団においては、やはり機能別団員

をすでに定めておりますけれども、定員の１／１０としておるようでございます。鶴岡市の

場合は定員が 3,320人ですので、１／１０ですと 332名、非常に多いのかなと思っていたの

ですが、これには実は退職退団団員というものがございまして、退職したＯＢの方を活用す

るような制度をこの中に入れているようでございます。本町においては、この定員の外に消

防団活動協力員という形で制度を設けまして、現在は６３名の方が登録しております。それ

から見ると、私どもの方は１／１０の場合は、300 人なわけですので３０人という形になる

かと思いますけれども、これを定員として今後やっていくことについては、１／２０であれ

ば１５人というような形、先程委員も質問の中でありましたけれども、最大でも１５人程度

なのかなと。 

それについては、現在 300人の定員に対しまして、団員の在席数が平成３０年度で 284名

となっております。そうすると、その１５名と釣り合いが取れていると申しますか、現在何

とかぎりぎりの中で消防団活動機能を維持している 284名というふうに考えたときには、不

可能な数字ではないのかなとは考えますが、ただ、目的そのものが操法等の指導団員という

ことでは、現在の操法大会を円滑に行っていくための制度だと考えれば、そう多く必要ない

のかなというふうには考えますが、これについても定員の中で消防団長がどのようにお考え

になるのかということもございます。我々としては、この条例、あるいは施行規則の中で定

めて、報酬等の関係もございますので、それについては団の方と連携を取りながら進めてい

きたいと考えております。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。             （午前１０時２８分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。               （午前１０時５０分） 

引き続き質疑を行います。 

１番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） それでは、私の方から予算書をもとにいくつか質問させていただき

たいと思います。 

初めに５１ページの下段にあります、瑞穂の郷づくり事業 800万円ほど計上してあります。

今年度は申込者も少なかったということで不用額が出ておりますけれども、同額の計上とし

た要因についてお伺いしたいと思います。また、こだわりの米づくりということでありまし

たけれども、その進め方についてお聞きできればと思います。 

次に、５７ページの中段にあります、「いろり火の里」推進事業、大規模改修と見込まれ

ているようでありますけれども、その改修の計画についてお伺いしたいと思います。また、

総合計画を見ましても、また２年ほど予定されているようでございます。今後はどのぐらい

の年月を見込んで改修しようとするものかお聞きできればと思います。 

次に６２ページ、新規事業になろうかと思いますが、上段にあります空き家等寄附受入利

活用推進事業地積測量境界立会業務委託料とあります。空き家等の寄附受入事業について説

明をお願いしたいと思います。 

次に６７ページ、一番上にあります、学校プール監視人雇上賃金でありますけれども、ど
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のような趣旨で、どんな方を見込んでおられるのか説明をいただきたいと思います。 

最後になりますが、７０ページの中学校教育振興費におきます部活動指導員の件でありま

す。歳入の際も様々説明がありました。教員の働き方改革による教員の負担軽減ということ

でありましたけれども、先日部活動方針等も示されておりますが、この度の県の教育委員会

の方でも部活動のあり方について、勝利主義にこだわらないような部活動を目指すべきとい

った指導もあったようであります。この件につきまして、本町としての考え方はいかがかお

伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） ５１ページ、瑞穂の郷づくり事業につきましては、前年度

同額の 800 万円という形での支援予算を組んだところでございます。ご指摘のとおり、800

万円を満額使うというような視点では、事業目的に向けて有効に活用するということでは当

然の持ち方と考えております。ただ、実際には毎年毎年その事業目的に沿ったものに対する

申請が多かったり少なかったりというような状況がございまして、満額を使わないで終わっ

たという年も当然ございます。これにつきましては、当然今、原理原則である目的に沿った

有効な使い方について努力してまいりたいと考えております。 

それから、こだわりの米づくりです。この瑞穂の郷づくり事業の大きな柱と位置付けして

いるところでございます。具体的な一つの例としては、この地域で生産されるお米が消費者

にとって安心で安全な米だよというのも一つの付加価値であり、こだわりの米の一つの姿か

と思います。有機栽培米、本地域３０ｈａ以上の栽培がなされております。これは県内でも

先進的な取り組みとして本町の一地区の農家の方々が取り組んでいるわけでございますし、

一方では、大きな動きの中では化学肥料、化学農薬等を使わない、半減するというような特

別栽培米の取り組みも進めております。その二つの栽培面積を足しますと、今現在、町の水

田の食用水稲の栽培面積の４９％というふうになっておりますので、何度か申し上げました

とおり、そういった実際の姿を消費者に届けながら、安心安全な米づくり、こだわりの米づ

くりを進めているということをＰＲしていこうということでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） ５７ページのいろり火の里施設費のうち「いろり火の里」

推進事業の大規模改修工事の平成３１年度の予定箇所でございます。こちらにつきましては、

一つが入浴施設「田田」大庄屋の休憩管理棟の部分がありますけれども、そちらの方の屋根

改修の部分。それからもう一つが、引き続きとなりますが、平成３０年度から実施しており

ますけれども、田田の宿の客室棟の内装改修工事、こちらが大きな要因となってございます。

それから、今後どのぐらいの年月でというようなお話がありましたけれども、こちらにつき

ましては、計画的な改修を進めたいということで、この改修計画につきましては、三川町公

共施設等総合管理計画の中でも長年次的な改修を図るということで、計画では平成３４年度、

2022 年度までの間でこういった大規模改修計画を計画的に進めてまいりたいと考えている

ところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 
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○説明員（加藤直吉建設環境課長） ６２ページ、空き家対策支援事業の中におきます空き家等

寄附受入利活用推進事業についてでございます。この事業につきましては、平成３１年度よ

り新たに行うとしているところでございます。内容といたしましては、現在空き家になって

いるもののうち、要件の整っている部分について町で寄附をいただくという形の事業でござ

います。空き家の部分につきましては、年々増加する傾向にあるということも踏まえ、こう

いった部分の抑止を踏まえた中で要件の整ったもの、こういったものについて町で受け入れ

をし、その受け入れしたものについて利活用を図るというところでございます。 

計上いたしました予算につきましては、受け入れに伴い用地の境界の確認だとか、そうい

った権利の確認等ございますので、その費用として計上いたしているところでございます。

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ご質問が２点ありました。まず１点目の学校プール監視人につ

いてであります。こちらにつきましては、夏休み期間中の小学校におけますプール開放日、

こちらの監視人を雇い上げるというものであります。これも教員の負担軽減の一つになろう

かとは思われますが、各校に２名配置予定でありまして、プール開放日を１４日と見積もっ

て予算計上しているものであります。 

続きまして、２点目の中学校教育振興費におけます部活動指導員の関係であります。歳入

の際も申し上げておりますが、今年度、三川中学校に部活動指導員１名を配置する予定であ

りまして、年間 210時間という時間に見合う雇上賃金を予算計上させていただいております。 

また、この部活動指導員と関連します中学校の部活動に係るガイドライン、こちらの具体

的な内容につきましては、大瀧学校教育係長が答弁いたします。 

○委員長（梅津 博委員） 大瀧学校教育係長。 

○説明員（大瀧功喜学校教育係長） 部活動ガイドラインについて申し上げます。来年度４月か

ら中学校におきまして、このガイドラインを実施しようということで検討を進めているとこ

ろでございます。全国的な背景としましては、部活動の過熱化による生徒への身体的・肉体

的な負担ということが背景にございまして、この中で勝利至上主義にならないようにという

ことは、三川町としても大切に持ちながら進めてまいりたいと思っております。 

具体的には、平日は１日以上の休み、そして、土日どちらかが部活動の休止日として設定

しておりまして、その中の活動時間も平日は２時間、休日は３時間、これは中体連などの大

会前はこれに依らないところはありますけれども、このような規定を基本的にしまして、こ

の中で練習の内容を工夫したり、あとは、大会をどのような大会に出場しなければいけない

かというところ、そういった出場大会の精選といったところも含めて、これから進めてまい

りたいというふうに思っております。外部指導員や中学校とも協議しながら進めてまいりた

いと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） １番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） 瑞穂の郷づくり事業でありますけれども、利用要件の緩和を求める

声をよく伺います。この事業は本町独自の事業としまして、農家にとりましてはとてもあり
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がたい支援というような利用者からの声はありました。しかし、大規模農家支援ということ

で、面積要件１０ｈａ以上、また、有機栽培、特別栽培の拡大を目指す方に特化したような

事業と受け取っている農家も少なくありません。この面積要件の緩和、また、対象機種の拡

大などを望む声もあるわけですけれども、これに対して考えはないか。まとめてお聞きでき

ればと思います。 

次に、いろり火の里の大規模改修工事であります。2022年度までの計画で改修を見込むと

いうことでありました。田田の宿等、利用率は非常に高いものと伺っておりますし、利用者

にとっても安価でゆっくり温泉に浸かれるということで好評な施設となっているようであり

ます。老朽化等によりまして集客力が下がらないように、今後とも計画的に修繕をお願いし

たいと思います。 

空き家等の受け入れということでありました。要件の整ったものという説明でありました

が、この要件の具合について非常に曖昧だったかなというふうに思いますので、もう少し詳

しく説明をいただければと思うのですが、一番の目的とされるものはどういったものなのか。

再利用を目的とするのか、転入者を促すものなのか。また、危険空き家を防止するためのも

のなのか。この辺をもう一度お聞きできればと思います。 

プールの監視人ということで、各校に２名の予定という説明でありました。あくまでも補

助的な役割なのか、それとも責任を持ってプールを監視していただけるような役目なのかと

いうことを確認したいと思います。また、こういった方を雇用するということで、夏休み中

のプール開放日をなるべく増やすような動きはないのかを伺いたいと思います。 

最後の部活動指導員でありますけれども、先行して行っている市町村もあるわけでありま

して、専門性のある指導が生徒の意欲と競技力の向上が図られたというようなことで、専門

性のある競技に特化した部活動指導員を雇用した例もあるようですけれども、本町におきま

しては、今後ですけれども、他種目などの増員や、女子生徒に向けた女性の登用などの計画

はないかお伺いしたいと思います。以上です 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 瑞穂の郷づくり事業、それぞれメニューを絞り込みながら

事業展開をしているところでございますが、ご質問のその要望の中には、いわゆる申請の要

件の緩和というような声もあるということでございました。これに対しては、一つ描いてい

るのは大規模化という部分について、一つ絞り込んだものに対しては１０ｈａ以上、もしく

は、１０ｈａ以上の、いわゆる大型経営を５年以内に目指す方々というふうな形で、もうあ

る程度対応できるような状況での要件にはしてございます。ですので、例えば、その人が将

来的に、今は４町歩だと言っても、いわゆる５町歩、６町歩を受託するというような状況が

近年ございますので、そういったことを考えれば、将来的には１０町歩等、大型農業経営を

目指すという判断での支援対象になろうかとは思います。 

一方では、この事業については色彩選別機、それから直播きシステム、先進除草システム、

当初は絞り込んだということで、ある程度効果が出るような形で進めてまいりましたが、初

年度から申請者、いわゆる実施者での意見交換会を開きまして、その目的に沿った新たな対



- 72 - 

応、機械導入等が必要だというような声も拾いながら、先進的な取り組みに対してという新

しいメニューを入れて対応しております。先の一般質問にもありましたように、スマート農

業に対応するような、これから導入されるだろう先進機械についても、そういった対応で導

入は可能というような形で取り組みを進めてまいりたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 三川町空き家等寄附受入利活用推進事業の内容についてで

ございます。一つとして要件についてでございますが、空き家等が建築されている土地、ま

た、その土地に付属する物件について同時に寄附ができるものということにしております。

また、対象となる空き家に抵当権、その他、所有権以外の権利が設定されていないもの。ま

た、対象となる空き家等の所有権を有する者が複数いる場合については、所有権を有する者

全員から寄附についての同意が得られている者としております。また、その内容について、

事前調査により受け入れが可能であると判定されたものということを条件としています。 

空き家の定義でございますが、受け入れる空き家につきましては、空き家等対策の推進に

関する特別措置法に定義されている空き家としております。この空き家については、具体的

には居住その他の使用に供されていないもの、概ね１年以上供されていないものとしており

ます。ですので、１年以上使っていないような空き家について、その対象といたすところで

ございます。 

事業の目的、その活用方法についてですが、目的といたしましては、安全安心な環境を確

保するということを目的といたしまして、受け入れいたしましたものにつきましては、町有

財産としての売却ができるもの、また、町有財産として利活用できるもの、また、分譲用地

として活用できるようなもの、さらには地域での利活用が可能なもの。例えば、広場ですと

か雪捨て場ですとかごみ捨て場、こういったものに利活用できるものということで考えてご

ざいます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ご質問２点ありました。 

まず第１点目のプール監視人の関係であります。学校のプール開放日には、当然学校の方

に教員がおります。教員はおりますが、実際プールの中で監視するための監視人ということ

で、今回各校に２名ずつ配置するものであります。当然、責任としては学校側に責任がある

ということになりますが、ただし、このプール監視人の方についても、万が一のことを想定

し、救急救命講習等は受けてから配置するという予定をしております。また、プール開放日

は一応予算上では１４日ということで見ておりますが、最終的にはこのプールの開放日につ

いては学校側が決めるものではあるんですけれども、１４日以上延ばすという考えは現在の

ところ持ち合わせていないところであります。 

２点目の部活動指導員の関係でありました。冒頭、大瀧学校教育係長も申し上げていると

おり、この部活動指導員の主眼は競技力の向上ということではなく、あくまでも教員の負担

軽減という部分に主眼が置かれているものであります。配置したその部活動指導員の人選に

よっては競技力も向上することも十分考えられますが、そちらについては、あくまでも主目
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的ではないと。また、部活動指導員からは学校部活動全体に関わる運営管理ですとか、年間

の指導計画的な部分についても携わっていただきながら、学校全体での教員の負担軽減等に

ついても関わっていただきたいというふうに考えているところであります。 

なお、平成３１年度に予定している部活動指導員については、現在のところサッカー部の

方に配置する予定でありまして、歳入の際にも申し上げましたが、校長退職者であり、こう

いった部活動指導員の関係に詳しい方でありますので、先程申し上げたような学校全体に関

する部分の活動を行っていただけるものというふうに考えております。 

また、他種目、女性の登用というようなご質問もありました。今回のこの部活動指導員の

配置につきましては、国の方の補助制度を活用しての配置ということにしております。この

国の補助制度がいつまで続くか不透明なところはありますが、続く限り活用したいとは考え

ております。ただ、その中で、今年度採用した方をいつまでも固定でずっとというところま

では現在のところ考えておりませんので、将来的には他種目、さらには女性ということも十

分考えられるということであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） 私の方からも予算書に沿って質問させていただきます。 

まず初めに５６ページ、７款商工費であります。これは先程の同僚委員からもありました

けれども、この中で小売店業者振興支援事業補助金ということで、プレミアム付商品券であ

ります。先程の説明では国からの補助と町独自の補助ということで、二本立てでやるという

ふうなことがありましたけれども、その辺、国と町との具体的な内容、国からはいくらで町

はいくらで、今までどおりの補助をするのか。消費税に絡めて特別な補助の仕方があるのか。

内容をもう少し詳しく教えてください。 

続きまして５７ページ、いろり火の里施設費ということであります。これは昨年、平成３

０年に議会からも提言書の中で、いろり火の里施設に一つは給湯管が壊れた場合どうするの

かということで、壊れる前に給湯管の予備を配置したらどうかと。それから、いろり火の里

の利用拡大のために、施設の中の利用状況が分かるような案内看板を設置して利用拡大を図

ったらというふうなことで提言させていただきましたけれども、予算を見る限り、平成３１

年度はないみたいですけれども、その辺はどのように対応するのか教えてください。 

同じく５７ページ、８款土木費であります。本予算にはどこを見てもなかったんですけれ

ども、県道余目加茂線、猪子から天神堂間の道路拡幅ということで、県の方は今年度調査で、

平成３１年に設計とか工事、その辺はないのか。あれば受益者負担ということで、町への負

担金が出てくるのかなというふうに思って見ましたけれども、どこにも出てこなかったので、

この辺の推移、今年度の予定について分かりましたら教えてください。 

５８ページ、道路維持費と思いますけれども、東沼のＤ線と県道の交差点、平成３０年度

も同じようなところで２、３回事故が起きております。前はＤ線の方に凸凹を付けたり、カ

ラー舗装したり、いろいろ行っていたようであります。その凸凹もだんだんなくなってきた

し、色もなくなってきたかというふうに思います。この辺の安全施設補修ということで、平

成３０年度はいろんなところで事故が多かったと思います。この辺は運転者のマナー違反と
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いうのもありますけれども、やはり施設的に不備で、事故を起こしかねないというふうなと

ころが多く見られると思います。その辺の対応はどうなっているのでしょうか。 

続きまして６０ページ、土木費の河川総務費で、最初の方に雨水対策推進事業ということ

で、新たに 2,887万円という金額が設計料として見ておるようであります。この具体的な中

身をお知らせください。 

次に６３ページ、９款消防費ということで、自主防災組織育成助成事業の災害訓練実践町

内会助成金 50万円ということで、例年同じ予算を見ているようです。今年度に防災ハザード

マップをお配りしまして、各町内会いろいろ関心もあるし、それに向けた講習会等が多く発

生するのではないかというふうに私は思っていましたけれども、同じ予算ということで、そ

の辺は加味されていないかなというふうに思います。その辺の対応をお願いしたいと思いま

す。 

次に６７・６９ページ、一緒ですけれども、小学校の光熱水費ということで予算を見てい

るようです。昨年よりは増えているようでありますけれども、電気料の値上げということが

予想されています。これを見る限り、平成３１年度の夏に、各普通教室にエアコンが配置な

る予定でありますけれども、私が見る限り光熱水費には反映されていないように思われます

けれども、この辺のエアコンの影響はどのように捉えているか教えてください。 

次に７３ページ、１０款教育費の公民館費で、公民館図書整備事業ということで、昨年、

おぢゃのみ会議で町民と語ったときに、図書館利用で検索機能があれば、本がもっと借りや

すくなるんですけれどもというふうな意見がありました。これを見る限り大体同じような金

額を見ているのかなと思いますけれども、この検索機能というのは本年度に予定しているの

でしょうか教えてください。 

最後に７４ページ、町内会公民館等整備事業ということで２３万 3,000円、どこの町内会

のどういう整備をするのか教えてください。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 本年度、新年度に実施しますプレミアム付商品券発行事業、

国が設定しています特定プレミアム付商品券発行事業と、それから町単独での実施でありま

すプレミアム付商品券発行事業の具体的な内容ということでございました。国の方が設定し

ている発行事業につきましては、ご存じのとおり本年１０月に予定される消費税率１０％へ

の引き上げに伴って、いわゆる低所得者及び子育て世代の生活に与える影響の緩和を目的に

実施されるということでございました。したがって、対象者が限定されます。本町の場合、

国が示す対象者を見たところ、いわゆる 2019年度、これは想定になりますが、住民税非課税

者等、３歳未満の子どもがいる世帯、及び今年度産まれるであろう子どもを含めて 1,200人

を想定しております。この対象者が限定されたうえで発行されるものについては、２０％の

プレミアム付ということでございます。ただ、対象者のうち、これを使う意思がありますか

というふうな確認を取って、買いたいという方に限定されるものでございますので、ただい

ま申し上げた対象人数についてもマックスという捉え方をしております。 

この事業については、１０月１日以降使用できることを前提に諸般の準備を進めるという
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ことになります。一方、町が出羽商工会三川支所の事業に補助等をするプレミアム付商品券

事業につきましては、額面としては 7,000万円、今現在両方で協議していますパーセントは

１５％ということになります。これは町民の消費喚起、地域経済の活性化に向けたという目

的を持っておりますので、先程の国の特定プレミアム付商品券１０月１日以降の状況を加味

しながら、実施時期を出羽商工会と決めていきたいと考えております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） それでは、５７ページのいろり火の里施設費に関わる部分

でのまず１点目、質問の中では給湯管というお話がありましたけれども、提言書の中では「送

湯管」ということで理解しています。送湯管については、源泉から温泉施設までお湯を管路

を用いて送湯管を通じてお湯が供給されているわけですけれども、我々の方でもやはりその

送湯管の維持管理については、施設管理者と一緒になって維持管理に努めているところでご

ざいます。送湯管の素材そのものについては、業者の方とも確認しましたけれども、まず一

般的に通常耐用年数は５０年であるというふうに言われております。送湯管自体はそういう

耐用年数があるものでございますけれども、やはり詰まり等の発生が非常に危惧されるとこ

ろでございまして、それについては指定管理者側でも年定期的なそういった洗浄等を行って

おります。さらに、昨年１２月においてボイラー更新工事の際に、５日間ほど休業した期間

がありましたけれども、その５日間の中で通常行っていない箇所についても、ある程度そう

いった維持管理、清掃等を集中的に昨年１２月に一度行わせていただいた経過がございます。

したがいまして、長期的な送湯管のそういった改修等は必要になってくるかと思いますけれ

ども、まず今般については、そういったことで維持管理等、今のところ良好な状態であると

判断しております。 

それから、２点目の案内板等の関係でありますけれども、まず一つ案内板については、近

年も「マイデル」や「田田」前に多言語対応の施設案内板ということで、すでに設置したと

ころでございます。それがなかなか来訪者の方から分かりづらいという声があるかもしれま

せんけれども、多言語対応のそういった自分がどこにいて、どういった施設が周りにあるの

かといった案内看板については近年整備したところでございます。 

やはり実際に最近はカーナビ等で訪れる方がいらっしゃいまして、そうすると、マイデル

を目指して来て、実際に入浴施設がなかなか分かりづらいといったようなお声も聞いていま

すので、その辺についてはさらにどういった案内看板等がふさわしいのか、内部でも協議し

ていきたいなと思っております。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） ただいま３点ご質問がございました。 

初めに、１点目の猪子から天神堂地内の主要地方道余目加茂線の状況、また、予算につい

てでございます。状況につきましては、本年度に県において基本調査を行うということで、

現在用地の調査、幅の確認、標準断面図の作成を年度末まで行うということでお聞きしてお

ります。来年度につきましては、それを踏まえまして実施設計を行う予定だということで伺

っておるところです。 
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予算の計上の関係ですが、この事業につきましては、県において公安事業ということで国

の支援を受けて行うということにしているようでございます。それが通れば負担金がござい

ませんので計上していないところとなっています。ただ、その事業から外れていれば、翌年

度に協議されるものと思っております。 

また、２点目でございます。２点目の安全対策関係でございます。委員おっしゃるとおり

大きな道路と直線的な農道を改修しましたような道路、こういったものの交差点につきまし

ては、非常に危険ということは本課においても認識しておるところです。対応といたしまし

ては、道路管理者ができる範囲というのがある程度決まってございます。また、交通安全な

ものですから、道路を使用するということで道路交通法の方の管理者である交通安全協会、

こちらの方と部分が分かれてまいります。町の方の部分といたしましては道路維持費、及び

安全費を見ておる中で点検をしながら、不足しているものについては修繕または改修してい

きたいと考えております。町でできないもの、赤色灯や「止まれ」の表示だとか、こういっ

たものにつきましては、当該する管理者へ協議をいたし、お願いするような形で努めていき

たいと思っておるところでございます。 

最後の３点目、河川総務費の中の雨水対策関連の事業でございます。内容ですが、一つと

して委託費を見ております。これにつきましては、歌枕排水機場がだいぶ古くなりましたが、

昭和６１年より建設され、今日まで至っているところです。この機械につきまして保守を重

ねてまいったのですが、とうとうエンジン１台が修理不能ということになったところです。

ですので、この部分について電気で動かすと、エンジンではなく電力を使って動かすシステ

ムに改修したいと考えてございます。そのため、委託費及び工事費について計上いたしてお

るところでございます。 

また、もう１点、委託料の中におきまして、押切地区の調査測量を行う予定をしておりま

す。内容といたしましては、雨水施設、こちらの方の管理方針の策定を少し作成したいと考

えておるところでございます。押切地区三本木地内から押切下町地内の部分でございますが、

国営東３号及び河川に囲まれた間の部分、こちらの方の排水の方法について検討を要するの

ではないかということで考えてございます。計画している雨量よりも小さな雨量でも道路冠

水が起こるという状況を踏まえまして、どんな形が一番いいのかということを検討する調査

費を付けたところでございます。その面積につきましては、おおよそですが、120 ｈａほど

ございます。この中において、国土交通省規格で整備したもの、また、農林水産省規格で整

備したもの、規格に基づかない整備をした水路等、様々ございます。河川へ流れ出すまで、

ある程度統一した形でないと流れないという状況があります。ここを踏まえまして調査・検

討するところでございます。 

最後に１点、先程の答弁の中で訂正したい部分がございます。「交通安全協会」と言いま

したが、「公安委員会」の間違いですので、ご訂正させていただきたいと思います。以上で

す。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ６３ページの自主防災組織育成助成事業に関するご質問でござ
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いました。この町内会に対する助成金につきましては、昨年１１月に町内会長を通しまして、

平成３１年度の自主防災組織の訓練の意向調査をいたしました。その調査において７町内会、

７自主防災会から意向がございました。ただ、これについてはこれまでの実績等を勘案いた

しますと、経費を要しない訓練、あるいは上限に満たない訓練がございましたので、そうい

ったことを見ますと、今回上程した５０万円、これでできるのかなというふうに考えていっ

たところでございます。 

ただ、今回３月１５日に配布したハザードマップの関係で、１１月以降に町内会の説明会

を回った際に、やはり町内会では意識の高まりが出ております。今回そのハザードマップを

見て説明を聞きたいということで４月にも要支援者利用施設、いわゆる社会福祉施設の方か

らもいろいろオファーが来ております。そういった意味では、危機管理専門員を引き続き任

用する予定でございましたので、その専門員を活用して説明に回る。さらに、訓練をしたい

という自主防災会が増えてまいりましたら、補正予算等で対応してまいりたいと考えており

ます。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） 教育費関係で３点のご質問がありました。３点目の町内会公民

館等整備事業につきましては、齋藤社会教育主査が答弁いたします。 

１点目の小学校費及び中学校費における光熱水費の関係であります。ご質問のとおり、平

成３１年度に空調設備の設置を予定しております。完成時期につきましては、夏休み前の７

月中に完成というような予定をしているところでありますが、確かにご質問のとおり、その

影響で光熱水費が多少なりとも影響受けるということは認識しておりますが、完成後、残暑

等を踏まえ、どのくらいの使用頻度があるのか、若干その辺がまだ見込めないところがある

ので、平成３１年度については例年どおりの光熱水費の計上としたところであります。 

参考までに、幼稚園・保育園におきましても、平成２８年の年度の途中で空調を設置し、

使用を始めましたが、その年についても電気料等について、前年と比べて大きく動いていな

かったという実情もありましたので、今年度については例年並というふうにしたところであ

ります。平成３２年度以降については、平成３１年度中の電気料使用の状況を踏まえながら、

適切な予算計上にあたっていきたいというふうに考えております。 

２点目の公民館図書費におけます図書検索機能の件であります。以前、議会の方でもご質

問があり、教育課の内部でも検討いたしましたが、やはりこの検索機能を導入するとなると、

それなりのシステムというのが必要になってきます。そういったシステムを導入する費用と、

費用対効果を勘案した結果、三川町公民館の図書室においては、効果があまり見られないだ

ろうという判断のもと、この検索機能については、予算化計上はしていないところでありま

す。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤社会教育主査。 

○説明員（齋藤一哉社会教育主査） では、私から７４ページにあります町内会公民館等整備事

業２３万 3,000円の来年度の計画について説明させていただきます。 

来年度の計画としましては、申請は横山上町内会からございまして、対象物件としては荒
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屋の公民館、内容としては屋根、外壁の修繕となっております。荒屋の公民館に関しまして

は、現在町内会の公民館というわけではないんですけれども、使用状況、管理状況等を確認

したところ、管理に関する組織ですとか会計もしっかり運営されておりまして、公民館に準

ずるものと判断できるということから支援の対象としたいと考えているところです。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） それでは、５６ページのプレミアム付商品券であります。ただいま

の説明で消費税が上がるということで、国からの限定された 1,200人ということでありまし

た。また、町単独では 7,000万円ぐらいに１５％。一応予定では１０月に消費税が上がる予

定でありますけれども、まだまだ不透明なところが実際に私はあると思っています。仮に、

消費税が上がらなかった場合はこのプレミアム付商品券はどうなるのか。また、町単独の部

分はこの消費税が上がる上がらないは関係なく、これはこれとしてやるのか。それをもう一

回お願いしたいと思います。 

次に、いろり火の里であります。送湯管の方が１２月に調査したというふうなことであり

ました。その辺の結果はどうなのか。まだしばらく大丈夫なのか。私たちの提言としては、

今が大丈夫であっても壊れてからすぐでは、いろり火の里が休むということになるので、壊

れる前に予備の送湯管を準備しておいたらどうですかというふうな提言をさせていただいた

と思います。その辺の計画みたいなものはあるのでしょうか。 

それから、案内看板はそれなりにやっているということでしたけれども、まだ不足ではな

いのかなと。まだどこに行けば温泉に入れるのか分からないと、道の駅との関係がやはり一

番ネックになっているようです。この辺、今現在で間に合っているのか。それとも、今後に

向けて、今の予算では考えていないけれども今後は考えていくのか。この辺をもう一回お願

いしたいと思います。 

次に土木費の方であります。道路施設の方、公安委員会との協議ということでありました。

具体的に私先程東沼のＤ線と県道の場所を申し上げました。今現在やはり交差点の場所が、

Ｄ線から見るとなかなか交差点の位置が分かりにくい状態であります。前は凸凹を付けまし

たけれども、具体的にそこの場所は平成３１年度に直す予定があるのかどうか、そこをお知

らせください。 

また、雨水対策として押切の排水の方の調査ということでありました。これは桜木団地の

排水もこれに絡めて、その雨水計画をされるのかなというふうに思いますけれども、いつま

でにこの調査結果を出すようなスケジュールでいるのか。雨水対策の方の予定をお知らせく

ださい。 

それから、学校の方の光熱水費、幼稚園の方では今年に空調設備を設置したけれども、そ

んなに電気料が増えなかったということでありました。幼稚園と今回学校で入れます数が全

然違います。また、東京の方では空調設備はかなりの普及率で普及しています。その設置し

たところが、設置したがために、当初では思わない電気代が嵩んで、そのときに補正予算を

かなり組んでしまって、次の年にどうしようもなく扇風機を急遽入れて対応したというふう

な、電気代がばかにならないですね。その辺、今回は電気代をどのように見ているのか。私
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も試算しましたけれども、その使い方によっては、今回の空調に関しては、数が数でありま

すので、その辺の使い方も、ある程度何度になったらスイッチ入れるとか、そういうふうな

決まりがあるのか。教育関係の方に聞いたら、今は保健室と教職員しかないので、特別決ま

りもなく暑かったら入れているというふうな状況でありました。その辺、今後整備にあたっ

て、使用するときの要件みたいなのをある程度決めて、年間の電気代もおおまかに決めてお

かないと、後で大変なことになるのかなというふうな危惧をしております。この辺、使用の

要件とか、今回の電気代、１日当たり動かしたら１回いくらになるのか、試算はされている

のかどうかお聞きしたいと思います。 

それから、もう一つ図書館の整備、そのシステムにお金がかかるというふうな話でありま

した。システムにどのくらいの予算を見ているのかは別ですけれども、私が考えるに、市販

で我々が持っているパソコンのソフト、「Excel」とかそういうソフトにも検索機能が付いて

います。今ある本のデータを集めるのに一番お金がかかりますけれども、探すのには普通の

我々個人が持っているパソコンでも、本町の図書館にある本くらいであれば検索はすぐでき

るというふうに思っています。そのシステム料というのは何にかかるのか。私に言わせれば、

データベース化するのにお金がかかるのではないかというふうに思っていますけれども、一

体どれくらいのお金がかかるということを見込んで検索機能を諦めたのか。もう一回お願い

します。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） ご質問にあった国の制度を使った特定プレミアム付商品券

発行事業ですが、これは消費税率が１０％に上がるということを前提としておりますので、

その前提がなくなれば実施されないと理解するものです。一方、町の単独でのプレミアム付

商品券発行事業ですか、こちらにつきましては、消費税増税という部分も加味しているとこ

ろではございますが、基本的に町民の消費喚起、それから商工業者等の経営安定に資すると

いうことを目的にしておりますので、国の制度に関わらず、町としての実施は考えておると

ころでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 黒田企画調整課長。 

○説明員（黒田 浩企画調整課長） １点目の送湯管の維持管理の部分で、昨年行ったのは調査

ではなくて集中的に清掃等を実施して、現在のところ詰まり等、そういったものは発生して

いない状況で、良好な状態であるというふうに理解しているところであります。こちらの提

言書にも記載してあるとおり、利用される方が最終的に不利益となるようなことになっては

いけないわけでございますので、送湯管に限らず、そういった施設等の対応についてはなる

べく早期の対応を図っていくということで、この送湯管についても、先程耐用年数等も申し

上げたところでありますけれども、それに限らず毎年、指定管理者等のそういった点検とい

いますか清掃業務等を通じまして、何か不具合等があった場合は早急に連絡して、早めの対

応を取りながら、そういった長期的な視点での対応を図ってまいりたいと思っております。 

それから、２点目の案内看板の関係でありますけれども、昨年にマイデル側から見えるよ

うな位置にも一部看板等も設置した状況でありますけれども、やはりもう少し分かりやすい
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ようにといった声が大きければ、そういった部分については今後も利用者の声を聞きながら

対応していく必要があると思っているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 先程の回答の中で、具体的な場所を示された部分について

の説明を申し上げてございませんでした。Ｄ線と県道余目加茂線の交差点部分、こちらにつ

きましては、区画線等消えている部分、こういったものについては随時やるということで考

えております。委員おっしゃいました段差とかバンプとか、これにつきましては若干検討を

要するということで本課では考えてございます。というのは、除雪の際に削ってしまうとい

う状況が多々あったところでございます。それよりも有効な手段・方法がないかと、例えば

の話ですが、路面の方に「この先交差点あり」ということで２点、３点付けるとか、こうい

った部分については、先程申し上げたとおり協議が必要となってまいりますので、その部分

を踏まえたうえで設置していきたいと考えております。この部分についても維持できる範疇

については、早急な対応をしていきたいと考えているところでございます。 

また、雨水調査の関係でございますが、かなりの面積大きいところになります。また、事

前調査をかなり慎重にやらなければならないということで、概ね期間としては４ヶ月から５

ヶ月かかるかと思います。ただ、場合によっては、個々の水路の断面、流用、流れる範疇の

計算だとか、こういったものを検証しなければならないものですから、それに時間を要する

となると６ヶ月くらいかかるのかなと思っております。調査を踏まえまして年内にある程度

の方向性が出せればということで考えているところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ２点ご質問ありました。 

まず１点目、小学校中学校におけます空調設備の設置に伴う光熱水費の関係でありますが、

基本的に使用につきましては、役場庁舎もそうなんですけれども、幼稚園・保育園も基本的

には２８度以上ということで、使用を許可するような方向で検討しているところであります。

ただ、幼稚園・保育園につきましては、年齢が小さいお子さんがたくさんいるというような

ことで、現場の状況によっては２８度未満でも使用を認めているところであります。 

また、この電気料の試算をしているかというご質問でありましたが、設計が最近終わった

ばかりでありまして、まだ機種についても、今後入札が終わってからはっきり機種が決まる

という段階でありますので、試算はしていない状況であります。 

続きまして、２点目の図書検索システムの費用の関係ということでのご質問でありました。

検討した際には、遊佐町の方で数年前にこの図書検索システムを導入したという事例があっ

たようなので、遊佐町の方から情報を得ました。それによりますと、導入に係りまして、ハ

ード・ソフトを含めて 300万円ほど、それから年間の維持管理費として年間 100万円ほどの

費用がかかるというようなことを聞いておりましたので、これだけ高額なものについて三川

町では導入できないという判断をしたところであります。こういったソフト的なものについ

ては、年々新たなものも出てくると思いますので、それらについては情報収集していきたい

と考えております。以上です。 
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○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） それでは、５０ページの農業委員会費についてお伺いします。これ

農業委員会の委員報酬といいましょうか、特に会長を含めた委員報酬ですが、この金額は長

年、大体議員の１／１０、そういうような関連があったという話も聞いたことがありますが、

この算定根拠と他の市町村も含めた妥当性といいましょうか、あと、稼働日数等の考え方で、

この辺は少し見直す必要があるのではないかと私は思うのですが、いかがなものでしょうか。 

それから５２ページ、先程も同僚委員から質問がありました農産所得拡大支援事業 400万

円ですが、確か総合計画からの実施計画の中では来年度以降になくなる計画になっておりま

したが、それについては、今目的とされております畑作の振興方策については、どのように

お考えなのかをお伺いしたいと思います。 

それから５４ページ、農業次世代人材投資資金給付金について、昨年度は 600万円で今年

は 1,050万円ですので、これは単純に人数が増えるというふうなことになると思いますが、

ただ、国の要件が変わって、年齢も上がるということとか、それから親元就農で今までは生

前贈与しないとできないということがあって、それが賃貸借でも可能というふうな形に要件

が変わったということがありましたけれど、その辺も含めて、今はこの見込みについてお伺

いしたいと思います。 

それから、同じページの地域おこし協力隊活動費用の中身ですが、先程も話がありました

けれども、この中で用途としてどのように使われるのか分からない面があるのですが、活動

費用弁償というのが一つありますけれども、この辺はどのように使えるのかという話なんで

す。実は協力隊の方から話を聞いて、独自に事業を起こそうと思ったときに、該当する費用

がなくて困ったという話を聞きました。ですから、その辺をどのようにこの予算の中で該当

するのか、それともしないのか。お伺いしたいと思います。 

次に５５ページ、ふるさと応援寄附金の謝礼というふうなことがありますが、これは毎回

話題になるところではありますが、返礼品の対象となる生産者、返礼品を出す側の生産者の

選定について、どのような基準で行われているのかもう一度お伺いしたいと思います。国の

方針も変わったということもありますので、それも含めてお願いしたいと思います。 

それから、６２ページの消防団員の関係です。消防団員の報酬と、それから新しい機能別

団員についての選定といいましょうか、位置付けについては説明がありましたけれども、も

う一つ、協力員について６３人いるという話でしたけれども、以前私は協力員の装備につい

て、もう少し充実した装備をというふうな話をしたことがあったのですが、その辺は予算的

にどのようにお考えなのかをお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。             （午前１１時５８分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。               （午後 １時００分） 

答弁から行います。 

齋藤農業委員会事務局長。 

○説明員（齋藤仁志農業委員会事務局長） ５０ページの農業委員会費のうち会長報酬、会長職

務代理報酬、委員報酬等についてのご質問でございました。この報酬枠につきましては、三
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川町特別職の職員の給与に関する条例で設定されているものであり、会長につきましては年

額３０万円、会長代理につきましては年額２６万円、委員につきましては年額２４万 5,000

円ということになってございます。なお、近隣市町村の報酬額との比較ということでござい

ますが、これにつきましては、菅原事務局長補佐よりご答弁を申し上げます。 

次に５２ページ、農産所得拡大支援事業につきまして、いわゆる総合計画の３年ローリン

グの部分の中では、平成３１年度までしか示されていないということに関わるご質問でござ

いました。この事業につきましては、考え方として１期３年ということを考えてございまし

た。そうしますと、３１年度が３年目になりますので、この間、最終年に事業検証を行うこ

とといたしております。この事業については、こだわりの米づくりの瑞穂の郷づくり事業と

並ぶ園芸部分での振興支援事業の柱と考えておりますので、検証を踏まえて、後年以降の事

業について設定を考えていきたいと考えております。 

それから、三つ目の人・農地プラン推進事業のうち農業次世代人材投資資金給付金の関係

でございました。質問にあったとおり、支給要件、給付要件等が変わる中で、来年度事業を

計画しているところですが、この内容につきましては、鈴木農政主査よりご答弁申し上げま

す。 

それから、四つ目の地域おこし協力隊員の活動の費用弁償を出しながら、その独自事業に

対する支援等についてのご質問でございました。これにつきましては、今野産業振興課長補

佐よりご答弁申し上げます。 

最後に５５ページになります、ふるさと応援寄附金についての商業者、農業者等、返礼品

を提供をいただく方というのは登録者として扱っております。その登録者についての、いわ

ゆる基準、要件的なものについてのご質問でございました。これについては、合わせて今野

産業振興課長補佐よりご答弁を申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原農業委員会事務局長補佐。 

○説明員（菅原洋輔農業委員会事務局長補佐） それでは、庄内管内における農業委員の報酬額

についてご報告いたします。庄内町会長４９万円、職務代理と委員は同額でありまして２３

万 9,000円、遊佐町会長３３万 1,000円、職務代理２５万 4,000円、委員２４万円でござい

ます。 

○委員長（梅津 博委員） 鈴木農政主査。 

○説明員（鈴木武仁農政主査） ご質問がありました５４ページ、農業次世代人材投資資金給付

金に関しましてご説明いたします。委員ご質問の中でありましたけれども、要件緩和といた

しましては、年齢要件の緩和といたしまして、年齢要件を原則４５歳から５０歳に引き上げ

ること。それから、農地要件の緩和といたしまして、就農する場合、親族からの農地が過半

の場合は、５年以内の所有権移転を従来は必要としていたところですが、利用権設定でも可

とするということが平成３１年度から予定されているところです。 

ご質問がありました平成３１年度の見込み数ですが、合計７名となっています。平成３０

年度は当初４名、補正で２名を追加し、６名の方に給付金を追加していたところですが、平

成３０年度中に私のところに相談に来た方の中で、正式に申請をする予定の方が１名という
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ことで、その１名の方を追加しております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 今野産業振興課長補佐。 

○説明員（今野 徹産業振興課長補佐） それでは、１点目地域おこし協力隊の活動に関する部

分です。費用弁償という部分につきましては、来年度の予算策定にあたって、伊藤隊員の方

から来年度にどういう活動をしたいかという聞き取りを行っております。それに基づいてか

かる費用について費用弁償ということで計上しているところであります。また、そのイベン

トの中身によって、個人的なものと、やはり町に関係するものとで、こちらとしての協力体

制も変えておりまして、単純に個人の活動については、実質的には確かに活動資金というの

は予算計上されてはおりませんけれども、町のＰＲだとか、そういった部分については、町

の予算として明確に計上はしておりませんが、観光協会の予算も活用しながら、その町のＰ

Ｒに繋がる部分については、こちらの方で協力しているところであります。 

２点目のふるさと応援寄附金の返礼品の事業者の部分の基準についてです。原則は三川町

内に本店または支店のある事業者ということにしておりますが、その事業者の中には、当然、

三川町観光協会の会員になられている方もいらっしゃいます。そういった部分で、実質三川

町の企業ではないところであっても、観光協会の会員の返礼品として取り扱っているという

ものも事実現在はございます。 

なお、昨年来からいろいろ総務省から通達が来ておりますが、地場産という考え方につい

て、まだ総務省から明確な基準というのが示されておりませんで、例えば県外にあたっては

ゆるキャラの実際製造はそのエリアではされておりませんが、そういったものが返礼品の対

象になったりしています。まだ総務省としての、「地場産」という表現は使っていますが、

明確な具体的な事例というのはまだこちらの方にも、県にも問い合わせてはいますが、まだ

明確にされていないということがあって、現在その部分については様子を見ているところで

ございます。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ６２ページの非常備消防に関連しての消防団活動協力員の装備

品の質問でございました。これにつきましては、これまでの議会審議の中でも様々なご意見

をいただいておりまして、協力員の装備品を充実すべきだというようなご意見をいただいて

おりました。これまでは協力員に対しましてヘルメット、ケプラー手袋を支給してきたとこ

ろであり、さらなる装備品としては、例えば踏み抜き防止の長靴だとかベストという話がご

ざいました。今年度につきましては、夜光反射材入りのベストを配布するということで、現

在手配をしているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） 最初に５０ページの農業委員会の委員の報酬についてもう一度質問

させていただきますが、他町村の例、庄内町、遊佐町の例をお話いただきましたが、庄内町

はかなり高いなという感じがします。これに関して、実働に関しては、私も経験はあります

が、平の委員ですと月１回か２回、その他もっとありますが、特に会長に関してはかなりの

実働の回数があると思いまして、こんなことを言ってはなんですが、改選の時期も目前にし
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ておるということもありまして、もしかしたら次の人事もかなり苦労する場合もあるかもし

れませんし、そういう意味では、会長を含めまして委員の報酬については、これはすぐには

できないかと思いますが、これは報酬委員会、条例もありますのでできませんが、将来的に

は、他町村の高いところもありますので、上げる方向で向かうべきだと思いますが、その辺

お願いいたします。 

それから、農産所得拡大支援事業について、ローリングするということでの見直し３年目

で、今後という話になりますが、水田に対する瑞穂の郷づくり事業、それから畑作というこ

とでの農産所得拡大支援事業と創設されたわけですけれども、これはぜひ継続するべきだと

思います。ただ、これに関して言いますと、農産所得拡大支援事業に関しては、私はこれの

申請の経験はないのですが、所得の目標という意味では、計画がかなり、瑞穂の郷づくり事

業と比べると申請が結構大変な感じがします。ですから、瑞穂の郷づくり事業並に申請の要

件を揃えるといいましょうか、所得目標をきちんと掲げるという難しい面もありますので、

要するに中身を、全くなしではもちろん困りますが、もう少し緩和されて、使いやすい小型

の機械も含めた、畑作の振興を図るような制度にするべきだと思いますが、いかがでしょう

か。 

それから、農業次世代人材投資資金給付金については、１名が昨年より申請して増えると

いうことになりますが、実はかなり今の要件緩和で使いやすくなっているはずです。ですか

ら、そういう意味では、１名ということではなくて、私の予想としてはもっと増えるのでは

ないかと思いました。一つは、要件の緩和になって使いやすくなった意味での、そういう情

報の周知が足りないのではないかと。予算は一応決まっておりますが、後継者を一人でも多

く生み出すためには、もっと宣伝をして利用してもらうような方向で、場合によっては補正

という方法もあるわけですので、進めていくべきではないかと思いますが、いかがでしょう

か。 

それから、地域おこし協力隊の活動に関してですが、個人の事業としてと町の事業として

ということの区分は結構難しい感じがします。結果的には、三川町の新しい事業をしたいと

いう人を集めて、相談をしたりいろんな集まりをすること自体は、個人の事業とも言えるし、

私は広く言えば町の事業でしょうと思うんです。一応活動の費用も含めた活動委託料という

のはあるようですが、ある意味、自分の活動を含めた、町の活動のためになるような地域お

こしになるようなことに関しては、もう少し猶予を持って支援をするべきだと思います。 

一つ、人が集まる拠点がほしいというような話があります。結局、役場に座ったままでは

仕事が何もできませんので、人が集まって、２人、３人若い人が集まって話をしたり、そう

いう場所がほしいんだけれども何かないかという話がありまして、そこも個人の事業から当

然始まるわけなので、自分で探してとなると大変なわけです。空き家等もどうだろうかとい

う話をしたことはありますが、そう簡単ではありませんので、そういう意味の拠点というふ

うな対応といいましょうか、その辺も含めて、支援については今後どのようにまた検討され

るのかお伺いしたいと思います。 

それから、ふるさと応援寄附金の対象者について、基本的には個人も含めまして、三川町
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に所在する事業者だと。その他に観光協会の会員というふうな話がありましたが、観光協会

の会員は三川町の人でなくてもいいのかという話になります。観光協会の自主的な考え方も

あると思いますが、ただ、そもそもは三川町の財源ですので、やはりそこの時点でも三川町

に在住するか拠点を置く。基本的には私は、三川町の財政を使って投資をするという、さら

にその投資をしたお金でもって収入を上げて、さらに三川町に税金を納めてもらうという、

要するに、基本的に納税者を対象にするのが筋だろうと思います。中には、三川町に在住で

はない方がふるさと応援寄附金に納品している方がおるようですが、これは観光協会の会員

というふうに思いますが、これに関しては、やはり町民の目としては「なんでですか」とい

う話があります。私はそういう声を受けたことがありますので、その辺も含めまして、基準

についてはどのように考えるのかをお伺いしたいと思います。 

それから、６２ページの消防団の協力員についてですが、これはベストを支給なされると

いう意味では非常に有効だと思いますし、協力員の方もより活動がしやすくなるのではない

かと思います。ただ、活用の方法、実践の中では水をはじいてはいけないとか、いろんな規

定があるようなんですが、これから、特に洪水等の防災面でむしろ力を発揮する、余力とい

いましょうか、力があるのではないかと思いますし、その辺、もう一歩進んだ協力員の活用

の仕方にお考えがあればお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） １点目の農業委員の報酬の関係でございますが、委員の質問に

もありましたとおり、特別職の給与につきましては特別職報酬等審議会がございます。この

審議会を平成２７年１２月に開催をいたしまして、諮問をし答申をいただいた内容で条例改

正をし、平成２８年４月１日から施行しているところでございます。この内容につきまして

は、先程ご意見もございましたけれども、基本的にはその審議会の中で他市町村の状況、あ

るいは町長部局、議会、行政委員会の報酬の状況を見ながら調整しているものでございます

ので、先程の点につきましては、委員のご意見として承りたいと考えております。 

それから、消防団活動協力員の件でございます。これにつきましては、水防活動への活用

と申しますか、協力体制というふうなお話がございました。ただ、今の水防活動もそうでご

ざいますけれども、基本的には各町内会に自主防災組織を作っていただきまして、その自主

防災組織の中で誰が要支援者を支援していくのかというような役割分担もすることになって

おります。その中には、まだ消防団の活動協力員が入っていないのがほとんどだと思います

ので、今言われたような視点での考え方も必要なのかなと思ったところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 農産所得拡大支援事業、これは１期３年ということで、最

終年、次年度以降に向けては事業検証を行いながら設定していきたいというふうな考え方を

示したところです。質問にありましたとおり、この事業については、米以外の作物で所得を

得るという意味で町の振興支援の事業としては柱の一つでありますので、充実した形での設

定について進めてまいりたいと考えております。 

それから、人材育成の投資資金の関係でございます。要件緩和になりまして、さらに該当
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者が増えるのではないかということでございました。そういった状況も十分考えられますの

で、柔軟に対応してまいりたいと考えております。 

それから、地域おこし協力隊の関係でございました。確かに個人としての取り組み、また、

町のＰＲ等も含めた町に関わる取り組み、その区別は大変難しいかと思います。逆に仕分け

ることができないとするならば、協力隊員の活動自体が、例えば、個人的な活動に見えても、

人とのネットワークという部分で、やはり繋がりを持ちながらまちづくりに対する協力にな

っているというふうな考え方からすれば、区分せず、多くはまちづくりに対する活動として

捉えて、それに対応した支援を行っていくべきと考えております。 

それから、最後に観光協会を絡めたふるさと応援寄附金の登録者の関係でございます。観

光協会の考え方が確かにございました。町単位で、町民を持って、もしくは町内事業所を持

って会員とする考え方だけではなくて、三川町観光協会の場合については、交流人口の拡大

を例に取れば、より多くの人から町に来ていただいて、もしくはイベントに参加していただ

いて盛り上げていただくというような形での会員としての考え方を持ってございます。そう

した面から、町民に限らず、鶴岡市、酒田市、三川町のイベント等の参加を含めた、交流人

口の拡大に賛同いただける方も含めて会員となっていただいております。それで会員数はか

なり増大をしておりますが、一方で、ふるさと応援寄附金の返礼品につきましても、基本は

納税者たる町民の皆さんです。今言った観光協会としての町の特別なそういった捉え方を踏

まえまして、多くの人からも参加ができるような、もしくは、ただ単に参加する方だけに

100％利益が戻るという形ではなくて、先程の例を言いましたとおり、町としての取り組みに

対して賛同できる方、もしくは町にもメリットのある方という部分がございますので、そう

いう意味で、観光協会の会員という形の方の賛否についても、登録員として捉えたところで

ございます。 

それから、地域おこし協力隊員の活動拠点ということでございました。たぶん就任以来い

ろんな面で活動されております。庄内町、鶴岡市、本当に驚くほど多くの方々とのネットワ

ークが築かれておりまして、その都度、一つの場所を設定するわけではございませんが、例

えば立谷沢の北月山荘のところでかなりのイベントに携わって、そちらの拠点との交流が活

発化したり、また、酒田市の協力隊との連携を中心に、今度、酒田市のハーバーラジオで新

しく番組を作るですとか、いろんな形で活動をする中で言えば拠点的なもの、中心となると

ころを築いておるようですので、その中でどこか場所がほしいんだと具体的な要望があれば、

それはそれで聞きながら対応を考えてまいりますが、今はそういった活動をされていると認

識しております。 

○委員長（梅津 博委員） 他に質疑ありませんか。 

２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員） 最初に５２ページの生乳価格差補てん事業で６万円負担ですけれど

も、現在三川町で牛乳を絞っております牛は何頭いるのか伺いたいと思います。 

続きまして、５６ページの観光費で、先程同僚委員も質問しましたけれども、昨年私が一

般質問でこのサイクリングイベントについて質問をいたしました。それで、三川町のやるべ
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き役割、町をどうアピールする予定かお伺いしたいと思います。なの花ホールを出発とゴー

ルにするならば、ここで特産品の配布とかいろんなアピールができるのではないかと、その

考えを伺いたいと思います。 

続きまして、５８ページの町道道路舗装工事でありますが、今回は 5,100万円、今までこ

の舗装につきましては、前期、後期分けるならば、後期の時点で補正予算を多く組んだ経緯

があります。今回の平成３１年度予算ではどういう箇所で、どういうもので対応しようとし

ているのか伺いたいと思います。 

続いて、６１ページの住宅管理費です。これは北田団地の１６戸、横山団地の１２戸のこ

とを指していると思いますが、この修繕料が６０万 9,000円ですので、例えば平成２９年度

では９０万 5,105円を出しておりますので、その予定を伺いたいと思います。 

続きまして、６３ページの消防の山形県消防防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金であ

ります。本当に最上では、活躍の場があって良いのか悪いのか分かりませんけれども、人命

救助、安全安心のためには大変功績のあるヘリコプターだと思っておりますが、このヘリコ

プターが今何年になっているのか。そして、購入の際は負担の基準があったと思われます。

今は平成の合併もありまして町村の負担率もあれば数も変わっておりますので、その基準を

分かればお願いしたいと思います。 

続きまして６５ページ、教育費の７で学力向上対策事業について、平成２９年の決算の場

合は３２万 7,268円、昨年の予算では５４万 6,000円、今回は５５万 1,000円ですので、こ

の効果と評価をどのように見ているのかお伺いしたいと思います。 

最後に、６６ページのスクールバス運営であります。今回冬季スクールバス運行の予算を

見ておりません。平成２９年決算では 211 万 2,264 円で、運行日数は７７日、1,054 名を乗

せて運行しております。平成３０年度でも 233万 3,000円を予算化しておりました。どうし

てこの冬季スクールバス運行の予算化がなっていないのか伺いたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） ５２ページ、１点目の生乳価格差補てん事業負担金の関係

でございます。町内の対象となる畜産農家はどのくらいかというご質問でございましたが、

これにつきましては、鈴木農政主査よりご答弁を申し上げます。 

それから２点目、５６ページの観光対策事業の関連でございますが、この中でご質問にあ

ったのは新潟・庄内エリアＤＣかと思います。これにつきまして、三川町のいろり火の里と

の関わりの中でどう活用していくのかというご質問かと思います。これにつきましては、今

野産業振興課長補佐よりご答弁を申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 鈴木農政主査。 

○説明員（鈴木武仁農政主査） ご質問がありました乳用牛の頭数に関して、私の方からご説明

いたします。平成３０年度の乳用牛の頭数は、すみよしにおける１軒、４頭でございます。

以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 今野産業振興課長補佐。 

○説明員（今野 徹産業振興課長補佐） それでは、新潟県・庄内エリアデスティネーションキ
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ャンペーンに関して、それ以外もそうなんですけれども、なの花ホールを中心に、昨年度に

実施したのは「みんなで秋の感謝祭」ということで、庄内のカレーの食べ比べということで、

三川町の「雪若丸」を使ってカレーのイベントを開催いたしました。平成３１年度について

も同様な形で、そういったイベントを開催しますが、観光対策事業の中でいろんな事業があ

るんですけれども、物販も含めて、町内の事業者にも声かけをしながらいろいろ参加してい

るところであります。ですので、なの花ホールというところを起点としながら、いろんな交

流人口の拡大を図っておりますが、加えて、物販によって関係人口を増やすことを努力して

いるところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） ご質問にございました５８ページの舗装事業についてでご

ざいます。舗装事業につきましては、国の支援、また、有利な起債事業等を使いまして整備

を行っているところとなっています。この本年度、平成３１年度における路線につきまして

は、加藤建設環境課長補佐よりご説明申し上げます。 

また、２点目の住宅関係の修繕でございます。住宅につきましては、両施設ともかなりの

年数が経っており、様々なところで直さなければならない部分が出ております。毎回違った

箇所等が壊れていくのも実情となっているところです。平成３１年度に予定している修繕に

ついては、丸山建設環境課長補佐よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員）  加藤教育課長補佐。 

○説明員（加藤善幸教育課長補佐） 私の方から道路舗装事業における箇所についてご説明いた

します。社会資本総合整備事業の一環として、横川横山線舗装改良事業 110ｍほどを予定し

ております。それに加え、青山天神堂線舗装改良工事ということで 280ｍの舗装改良を予定

しております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 丸山建設環境課長補佐。 

○説明員（丸山誠司建設環境課長補佐） 町営住宅の修繕箇所であります。こちらにつきまして

は、北田団地、横山団地、それぞれ現在のところ場所は特定しておりませんが、これから修

繕が必要な場所につきまして修繕していくものでございます。内容としましては、排水管の

詰まりの修繕、また、風呂釜の修繕、その他ハードに関する修繕について予定しております。 

また、平成３０年度の当初予算と比較しまして、金額が大幅に上がっておりますが、こち

らにつきまして、平成３１年度は北田団地の住宅用火災警報器、こちらが設置後１０年経過

しているということで、この火災警報器の交換をするために１７万 1,000円ほどの予算を計

上しているところであります。 

なお、先程の修繕箇所につきまして、今後退去者が出ました場合に備えまして、そちらの

内装の修繕費用も予定しているところであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 本間総務課長。 

○説明員（本間 明総務課長） ６３ページの山形県消防防災ヘリコプター運航連絡協議会負担

金に関してのご質問でございますけれども、これにつきましては、協議会３５市町村で、今

は県と一緒に構成しております。その負担金関係につきましては、３５市町村でそれぞれ県
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と負担金の割合を持っておりまして、県、市町村については、全体の予算額 8,535 万 7,000

円のうち 7,230万円を負担しておりまして、それは均等割、人口割、財政力割でそれぞれ分

担しております。この協議会そのものが平成１０年に発足いたしましたが、今回ヘリコプタ

ーの更新にあたりましては、平成２７年度に更新をしているものでございます。 

それから、６６ページの冬季スクールバスの運営費につきましては、教育委員会の方から

運行計画を定めたものを総務課の方にいただきまして、町有バス等を配車しているところで

ございます。その運行計画の内容につきましては教育課長より説明をお願いいたします。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ２点ご質問がありました。 

まず１点目、学力向上対策事業の効果と成果というようなご質問でありました。この事業

につきましては、年間前期、後期という形で計２０回ほど実施しているものでありますが、

具体的な効果・成果等につきましては大瀧学校教育係長よりご答弁申し上げます。 

２点目の冬季スクールバスに係る運行の部分につきましては、確かに平成３１年度は運行

しないというふうになっております。具体的な部分につきましては齋藤教育課長補佐よりご

答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 大瀧学校教育係長。 

○説明員（大瀧功喜学校教育係長） 学力向上事業についての効果・成果等を申し上げます。い

くつかございますので、順に述べたいと思います。 

まず年２０回実施しております三川学習会でございます。こちらの方は５・６年生の子ど

もたちを対象に、国語と算数を中心に予習・復習を中心に実施してございます。昨年度は５

０名以上の参加がございまして、特に５年生が熱心に毎回通って公民館で学習をしておりま

した。興味・関心が向上し、三川学習会の学習を経て授業に役立てているというようなこと

で、学習態度にも非常に向上があったということで、学校の先生からも評価をいただいてい

るところです。それと、再来年度から外国語学習の教科化ということで、それに向けまして、

中学校で英検ＩＢＡというテストですけれども、英検に繋がるような指標を得るための検査

でございますけれども、こちらを導入しました。これを来年度も続けてまいりたいというふ

うに思っております。 

それから、今詳細は検討中ではございますけれども、イングリッシュサマースクールとい

うことで、外国の学生とともに、中学校・小学校と交流の機会を得る事業。 

最後になりますけれども、生徒指導関連で、ＱＵのテストを毎年２回実施しておりまして、

こちらの方も学級づくりとして、子どもたちの仲間づくりに大変役立っておりまして、研修

会を経ながら各校で実施しているところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤教育課長補佐。 

○説明員（齋藤いつ教育課長補佐） 冬季スクールバス運行に関してのご質問でしたが、こちら

の冬季スクールバスについては、平成３０年度は 233万 3,000円という予算を盛っておりま

したが、平成３１年度については計上しておりませんでしたが、その理由といたしましては、

このスクールバスは東郷小学校学区の児童を冬季間乗せておりました。特に体力的に未熟な
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１・２年生について冬季バスを使うというようなことで、これまでは学童保育までの送迎と

いうことで運行しておりましたが、平成３１年度に運行の見直しを行いまして、スクール２

号車でピストン輸送になりますが、そちらで対応可能ということで判断いたしまして、今回

計上しておりません。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員）冬季間のスクールバスですけれども、今、東郷地区の話が出ましたけ

れども、冬季間だけ児童を乗せて遠い集落を運行しているのではないか。私はこれを冬季間

のスクールバスと理解しておりました。これが該当しないのか。低学年を冬季間乗せること

もやらないのか。そのことも質問したいと思います。 

そして、先程私の質問があやふやで誤解をあたえましたが、５６ページの観光費のじろで

庄内実行委員会です。確かに私、昨年の９月でプレ大会が行われましたということで、三川

町の対応を伺ったわけであります。今回は本大会が行われるわけですので、そこで三川町が

どういう役割を果たして、この観光事業で三川町はどういうアピールをするのか。先程言っ

たなの花ホールが起点と終点なので、三川町の特産品の配布とか、商品にする方法もあるの

ではないかと、そういう意味を質問したつもりでしたけれども、再度答弁をお願いしたいと

思います。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） 冬季スクールバスの関係です。先程齋藤教育課長補佐が「東郷

地区」と言いましたが、「横山地区」の誤りであります。申し訳ございません、訂正させて

いただきます。 

スクールバスの運行規定、町で定めておる中で、0.5 ｋｍ以上にわたり人家の連続しない

地域を通過する町内会で、１・２年生の児童については冬季間に限りバス運行の対象とする

という規定がありますので、これに該当する児童生徒については、スクールバスでの送迎は

平成３１年度も行う予定です。ただし、平成３０年度についても、この同様の規定で子ども

たちをバス運行しようとした際に、スクールバスに乗る乗車人数の関係で、子どもたちの数

がいっぱいになり乗せることができなかったと。その対策として平成３０年度に予算計上し、

支出していたものであります。その関係性が平成３１年度については、通常の町の所有して

いるスクールバスで運行可能だということで予算計上がなくなったものであります。以上で

す。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 先程の質問につきましては、新潟県・庄内エリアデスティ

ネーションキャンペーンということでお答えしてしまいました。実際のご質問はじろで庄内

の開催に対して、町の対応なり観光視点での町のメリットなりということでございました。

これについては今野産業振興課長補佐よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 今野産業振興課長補佐。 

○説明員（今野 徹産業振興課長補佐） じろで庄内の部分につきましては、先週実行委員会が

開催されたところであります。その中でまだ概要しか決まってはいないんですが、当然物販
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の部分は町として検討しているところであります。また、自転車でいらっしゃるとはいえ、

車プラス自転車とか、あと、立地条件もありますので飛行機でいらして自転車、列車の場合

の方もいらっしゃると思います。そういった部分で、なの花温泉田田に宿泊していただいて

という流れというのも実行委員会の中ではいろいろと話をしているところでございまして、

まだ確定ではないんですけれども、その部分を例えば、ふるさと応援寄附金の返礼品として

取り扱うだとか、そういった部分についていろいろと実行委員会と協議をしながら進めてい

るところであります。そういった意味で三川町のＰＲは可能というふうに思っているところ

です。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 最初に５１ページ、農業費の学校給食における地産地消促進事業費

補助金に関してです。この補助金は毎年しておりますが、現在の自給率、地産地消率という

のはどのくらいなのか最初に伺いたいと思います。 

それから５８ページ、道路維持費の中で、この間防犯灯のＬＥＤ化の率を聞きましたら

100％ということでした。その他に、町で今まで管理してきたものに道路照明があったはずで

す。道路照明に関してのＬＥＤ化はどうなっているのか。まず最初に伺いたいと思います。 

それから６０ページ、雨水対策推進事業の工事請負費、先程説明がありました。排水機場

の修理、交換ということでしたけれども、エンジンから電気に変えるというお話がありまし

た。近年、ポンプは付けたものの停電になって稼働しなかったという例がありましたし、そ

のためにまた次の年にエンジンを付けるようになったという例もあったわけですけれども、

それに関してどのような考え方で議論されてきて電気になったのか伺いたいと思います。 

それから６１ページ、危険ブロック塀等撤去支援事業補助金ですけれども、先程のやり取

りの中で、建設環境課としてもきちんと見ていますよというお話がありましたけれども、こ

れに関しては、どのくらいの危険度があるのかを調べる必要があるのではないかと思います

けれども、これからの進め方についてまず伺いたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 学校給食に関わる地産地消促進、それから米粉利用等、食

育の関係で継続して取り組んでいるものでございますが、そのうちの地産地消について、地

元の農産品をどのぐらい使っているかというご質問でした。これについては県産の農作物、

食材という捉え方の中で、具体的な数値については鈴木農政主査よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 鈴木農政主査。 

○説明員（鈴木武仁農政主査） それでは、私の方から利用している県農林水産物の利用割合に

ついてご説明いたします。基本品目、主要野菜、重要品目、果実８品目、生肉３品目、追加

項目として６品目ありまして、そのうち県農林水産物の利用割合として 56.8％を占めており

ます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） ３点ほどご質問がございました。 

１点目、道路維持費の中の道路照明というご質問でございます。道路照明につきましては、
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国の方でも改修等を懸念している部分がございます。点検及びそういった調査に基づいて、

多額なものについては補助を受ける可能性もあるところでございます。これについては調査

をして対応していきたいと思います。 

道路照明のＬＥＤ化ですが、照明のワット数がかなり大きいところでございます。ＬＥＤ

になってなくとも農作物への被害が出ているということで、昨年度から対応している部分も

ございます。まだ、技術的に確立していない部分もございますので、そういった部分も踏ま

えまして、今後どのように対応するか検討しながら、考慮しながら対応していきたいと思っ

ております。なお、今現在の道路照明の数とＬＥＤ化なっている照明の数については、加藤

建設環境課長補佐より説明いたします。 

また、２点目の排水機場の電気化の関係ですが、一応歌枕排水機場の状況ですが、最初は

２台ともエンジンのスタイルで行っております。このエンジンの形で今の機場を新しくする

となると、合うようなディーゼルエンジンがなかなか見つからない、そのためにはエンジン

を特注するしかないという状況が一つあり高額になるところでございます。また、容量につ

きましては、そんなに大きくない部分がございますので、今のところ普通の東北電力から購

入できる電気を使用しながら運転することとしております。ただ、今現在歌枕排水機場につ

きましては、自家発電装置がございます。これで１機、ある程度の対応は可能かなというこ

とで考えてございます。これにより停電時の対応ができるというふうに考えておるところで

ございます。 

歌枕排水機場の部分ですが、基本的に２台、１台で概ね８０％、または安全率を見まして

大きな形になっているものですから、１機だけの稼働でもある程度の排水は可能となってい

ます。電気、エンジン両方ありますので、より安全なスタイルで運転できるのではないかと

考えているところでございます。 

また、６１ページ、危険ブロック塀の関係でございます。こちらにつきましては、一応ブ

ロック塀について設置基準というのが実は建築物の基準がございます。高さ何メートル以上

のもの、後ろに控えをいくら取るというような形になっているものがございます。また、そ

のブロック塀の耐用年数等がございます。こういったもののも踏まえまして、今後、通学路

等の状況の調査を行いながら、こちらの補助金の交付に努めたいと思っておるところでござ

います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤教育課長補佐。 

○説明員（加藤善幸教育課長補佐） それでは、私の方から道路照明についてご説明したいと思

います。現在、道路照明灯といたしまして２９灯設置してございます。うち２灯、善阿弥地

内、それから土口地内の２箇所がＬＥＤ化になっているものでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 地産地消が県の中まで広げられて考えられているというのは毎回知

っていますけれども、56.8％というのは前よりも少し上がったのかなという印象ですけれど

も、三川町の分でと言うと低くなるのは分かりますけれども、その数字が分かりましたらお

願いします。それから、平成３１年度に関しては、この事業の補助金を使ってどのような対
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応をして、地産地消の枠を広げていこうとしているのか伺いたいと思います。 

それから道路照明灯、答弁でなかなか大きい電気で、技術的なものもあるというお話でし

たけれども、うち２灯はＬＥＤ化になっていますという答弁でした。これからの考え方とし

て、順次進めていくという考え方なのかどうかを確認したいと思います。 

それから、危険ブロック塀に関しては、これから調査していくということでしたけれども、

その調査内容に関して一番気にしているところです。塀のある家を順次町で確認するのも大

変だと思いますけれども、塀のある家に調査票等で調査依頼をして協力してもらいながら進

めるというのも、意識向上のためにもいいのかなと思いますけれども、その辺の考え方を伺

いたいと思います。 

あと、先程言いませんでしたけれども、一つ追加で６２ページ、空き家等寄附受入利活用

推進事業地積測量境界立会業務委託料 100万円が予算計上なっています。これに関しては、

先程もありましたけれども、危険空き家をどんどん町に寄附されても困るのかなと単純に考

えましたけれども、その基準的なものはどのように整備していこうとしているのかをお伺い

します。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤産業振興課長。 

○説明員（齋藤仁志産業振興課長） 学校給食における町産農産物の使用割合ということでござ

いましたが、当課においてはその部分についてのデータは持ち合わせておりません。また、

食のまちづくり推進協議会の場でも地元の農業者の方から、学校給食に野菜等を提供する際

の課題等を出されておりまして、できる限り出していきたいという方向ですので、それを踏

まえた取り組みを進めて参りたいという状況です。 

それから、地産地消の拡大方針ですが、すみませんただいまの答弁の中に入っておりまし

た。実際に生産する農業者、実際にマイデルの会員の方々が中心になって学校給食の方に一

定量出しておられます。実際には求める側の条件が整わないというような部分が多々ありま

して、これについては長年の課題として持たれているようですが、一つひとつ双方の立ち場

を出し合いながら、解決に向けた取り組みを進めていって拡大していきたいという考え方で

ございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 初めに道路照明のＬＥＤ化の考え方でございます。道路照

明につきましても、やはりかなりの年数が経ってございます。これの改修についても大きな

課題となっているところです。この部分も合わせましてＬＥＤ化の改修については進めてい

かなければならないと思っております。ただ、多額な費用がかかるものですから、先程も申

し上げましたが、国の方でも支援措置等を考えているような状況でございます。そういった

情報について十分注意しながら進めていきたいと考えているところでございます。 

危険ブロック塀の関係でございますが、ブロック塀につきましては、町の方の教育委員会

サイドで学校周辺 500ｍ範囲の中において危険なものがあるかという調査資料があるという

ことも伺っております。こういった部分を活用しながら現地を確認して、なおかつ、委員お

っしゃるようないろんな手法があるかと思いますので、その部分を十分検討して進めてまい
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りたいと思っておるところでございます。 

また、空き家の関係ですが、受け入れ事業はあくまでも寄附でございますので、すべてと

いうわけではございません。やはりその施設の利用価値、及び状況、そういったものも踏ま

えまして、寄附を受けるか受けないか明確に判断をしていきたいと思います。こちらの基準

については今現在検討はしているところですが、利活用の観点を重視しながら決めていきた

いと思っています。 

また、空き家についても実際のところまだまだ利用価値があるものについては、いろんな

手法があるかと思います。空き家バンクの方に登録をしていただくだとか、また、自分なり

に、そちらの方の所有をしたいという方の申し出であれば、今既存の方の補助金をしていく

なり、明らかに窓口をたくさん設けるという観点もございますので、そういった部分でも対

応していければと思っておるところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。             （午後 ２時０１分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。               （午後 ２時２０分） 

引き続き質疑を行います。 

７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） それでは、私からは教育費関係について２、３質問させていただき

ます。 

最初に６４ページの事務局費の中に、これまで平成３０年度の予算ですと、医師、それか

ら保健師の賃金という表現で載っていたものが、謝礼９万 9,000円という表現になっている

かと思われます。このような現象が、６７ページの小学校管理費のプール監視人賃金謝礼と

いうものにつきましても、前年度と比べますと変わっておりますし、同様に６９ページの中

学校費、また、７１ページの幼稚園費につきましても、特に保育士賃金が謝礼というような

表現に変わっているように感じられたところでございます。この見直しに関する考え方と、

併せて税務処理についての処理方法についてお伺いしたいと思います。 

続いて、７２ページの社会教育総務費、昨年度の平成３０年度まで予算計上なっておりま

した発明クラブ活動補助金、これが皆減になっておりましたので、その理由を確認したいと

思います。 

続いて、７６ページの体育施設費の中に、新たに施設等管理業務委託料９万 8,000円が計

上なっているというところでございましたので、その理由等を確認したいと思います。 

それからもう１点、先程来同僚委員の中から複数質問が出ております、６２ページの空き

家等寄附受入利活用推進事業について、予算の計上額というよりはこの予算計上に関する考

え方というところでお伺いしたいところでありますが、いろいろと質問の中で出てきました

けれども、危険家屋に対しての対策、また、優良住宅については、一旦町有財産として受け

入れた後、売却等利活用を図るという考え方があるという答弁だったかと思いますが、この

財産の取得に関しましては、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例という部分で、700 万円以上の不動産については議決が必要とするという要件がございま

す。場合によっては、この取り扱いについて条例に抵触する可能性もあるわけでして、予算
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をストレートに出す前に、重要な問題についてはこれまでも全員協議会において制度の設定

内容についていろいろと資料、説明等がなされてきた経緯があろうかというふうに認識して

いるところでございます。 

この問題と併せて、条例に関わる話ではございませんが、前回１４日の審査区分でありま

した２款総務費の中での町内会への自治振興交付金、これについても複数の質問が展開され

たわけですけれども、町内会運営は基本的には町政策の根幹に関わる話というようなことが

あります。そういったことも含めた形で、この予算を提出する前に重要な案件というものに

ついては、事前に全員協議会等でその制度改正、制度設定等を説明する必要性があるのでは

なかろうかということで、町としての考え方を確認したいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） 教育費、事務局費等に係る賃金と謝礼との予算計上の考え方と

いうことでありました。地方公務員法の改正に伴いまして、平成３２年度から現在任用して

いる職員等の見直しを行うわけですけれども、それに伴いまして、今回教育委員会で予算計

上しております各種賃金等、これまで賃金等に計上していた部分を見直しまして謝礼等に変

えた部分が、今回このような予算計上に変更されたものであります。また、所得税等につい

ては、これまでどおり源泉徴収というような形で引いた金額をお支払いするということにな

ります。 

また、２点目の社会教育総務費での発明クラブへの支払いについて皆減になったというこ

とでありました。こちらにつきましては、今年度支出先を移行しまして、社会教育団体等活

動推進事業費の方に同額で移行したため、このようなことになったわけであります。 

それから、３点目の体育施設費の施設等管理業務委託料でありますが、こちらについては、

アスレなの花の冷房関係の設備について、これまで年間を通しての保守的な管理業務を行っ

てこなかったのですが、昨年度、大きな故障をし、使用不能期間があったことから、今後に

ついては、年間を通しての定期的な保守管理が必要であろうということから、平成３１年度

新たに予算計上したものであります。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 石川副町長。 

○説明員（石川 稔副町長） 議会前の全員協議会での説明に関するご質問でありますが、本町

におきましては、議会臨時会、定例会含め、その前段において必要と思われる案件について

は事前説明をし、制度等についての理解を求めてきたところでございます。そういった中に

おいて、どの案件を説明するかということにつきましては、施策の重要度とか、また、条例

に関係するしない、また、その時々の案件の多さによって、あまりにも多くの案件になった

場合は優先順位によりいくつかの点に絞って説明したりということで、その時点、時点にお

いて、当局、私どもにおきましてその説明事項については選ばせていただいて判断させてい

ただいているところでございますし、今後ともできる限り事前の説明をするという考え方に

おいては変わっていないところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ７番 鈴木淳士委員。 

○７ 番（鈴木淳士委員） 先程地方公務員法の改正に伴って賃金を謝礼に見直したというよう
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なことでありました。税法的な部分でいきますと、謝礼というものについては、いわゆる講

演会での謝礼のみが規定されているようでありまして、一般的な謝礼というようなことにな

りますと、本当にお礼の気持ちというようなことでのお支払いが謝礼ということでありまし

て、わずか１日、半日たりとも、口頭での契約になろうとも、労働対価として支払うものに

ついては賃金で処理するのが適切ではなかろうかというふうに感じているところでございま

した。その辺について、税法的な部分で齟齬のないように十分注意して執行いただきたいと

思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ８番 成田光雄委員。 

○８ 番（成田光雄委員） 予算書７６ページ、学校給食調理業務等委託事業について伺います。 

この事業の今般の予算は 2,208万円になっておりますけれども、以前の予算を見てみます

と、平成２３年は 1,100万円と、そして、平成２６年は 1,300万円と。今回は当初より倍に

なっておりますが、おそらくする場所が増えたものかなと推察するものでありますが、この

増えた経過と理由について一つお知らせ願えればと思います。 

それから、学校給食に絡んででありますけれども、いわゆる給食会というものがあります。

この給食会というのは県一本の組織になっていると思われます。私が平成３年から平成７年

までＰＴＡにお邪魔した頃でありますけれども、やはり当時も各学校、地域によってそれぞ

れ一人か二人がその理事として出ているという、そういう経緯があったかと思います。今現

在この給食会の組織は何名の理事になっているのか。人数とその業務内容について。また、

できればこの給食会が扱っているアイテム、これがどのようなアイテムがあるのかお知らせ

願えればと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） ７６ページ、学校給食費に係る学校給食調理業務等委託事業の

事業費について、増額の理由ということでありました。学校給食の調理業務につきましては、

長期継続契約を結んでいる契約年度内ではあるんですけれども、来年度の実施に向け、町の

給食日数、及び児童数等を業者の方に詳細を連絡をしながら見積もりを取ったところであり、

その結果、若干の増額ということになります。また、消費税についても１０月以降増税とい

うこともありますので、そういった影響からの増額ということになります。 

それから、山形県学校給食会の関係の質問でありますが、すみません、理事等の人数等に

ついては手持ち資料がなく、お答えできない状況であります。また、学校給食会で取り扱っ

ている食品名等についてでありますが、主だったものは米ですとかパン、それから牛乳とい

った県内の学校給食で使用される主要なものについては、学校給食会を通しての購入という

ような形になっているところであります。なお、この給食会の中での取扱品目の中のパンと

いう部分につきまして、それぞれの県内各地において取扱業者が違っているわけなんですけ

れども、この度、庄内地区におきましてパンの取扱業者はこれまで「りょうこく」という業

者だったのですが、平成３１年度から学校給食へのパンの供給業務を撤退するというような

連絡があり、この新たな業者選定についても山形県学校給食会の方で現在選定をしていると

いうような業務内容もあります。以上です。 
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○委員長（梅津 博委員） ８番 成田光雄委員。 

○８ 番（成田光雄委員） 給食会の組織の中身というのは連絡が入っていると思われます。そ

れが今日は教育長がいませんけれども、教育長は把握していると。本来いれば教育長から聞

こうかなと思って言ったのですが、いないのでやむを得ませんが、これ終わり次第、この組

織の内容についてお知らせ願いたいと思うものであります。ここで扱っている県内全体の供

給ベースというのは何パーセント、給食費に占める割合はどのぐらいあるのか。それも一つ

伺いたいと思います。やはり一つにまとめてそこを経由してやっているということは、非常

にある意味危険性も伴うわけでありまして、例えば、あまり良くないようなものがたまたま

混入したりすると、すべてに波及すると。そういう危険度の高い組織になっていると私は思

います。ですから、今後はこういう学校給食会はまたゼロから見直しをして、そういう組織

はどういうあり方がいいのか。これは教育長に対する質問ですが、それをきちんと見直すな

り、今後改善するなり、やはり地域に合った給食が必要なのかどうなのかも含めて、やはり

検討する必要が私はあると思いますので、ぜひ善処をお願いしたいと思います。先程言った

供給率とかそういうものに対してはお答え願えればと思うものでございます。 

先程同僚の質問の中で、大変失礼ではありますが、７０ページにある、いわゆる今の働き

方改革に伴う賃金が出ておるようでございますけれども、これがやはり私は過般の議会でも

言いましたけれども、本来は先生方がある程度やはり少しでも楽になるような、そういう働

き方改革に繋がる制度内容になるべきであると、このように私は考えておるのです。国で、

いわゆる働き方改革というのを出しましたけれども、本来中央の方、いわゆる都会です。都

会のある程度の大企業ではそういうことは通用すると思うのですが、一方、地方で中小企業

がこの働き方改革をすると、仕事を減らすか、あるいは倒産するか。働き方改革の義務化、

いわゆる休業の義務化を遂行すると、やはり企業は保たないと私は思います。はっきり言っ

て。やはり中央の考え方は悪くはないんですけれども、そのしわ寄せは必ず地方に来ると。

おそらく中小企業、あるいは今の教職員の方々は、どのような形でやっていくかというのは、

実際文部科学省ではどのぐらい考えているのか本当は聞きたかったのですが、教育長がいな

いので、もし誰か答えられる方があればお知らせ願いたいと思います。以上で終わります。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） まず１点目の山形県学校給食会での取り扱いに係る供給率等に

ついて、ただいま資料を持ち合わせておりませんので、後程お答えしたいと思います。 

また、部活動指導員の関係から教員の働き方改革というご質問についてでありますが、今

回三川町では、教員の働き方改革の推進のうちの一つとして部活動指導員の配置というのを

選択して、そちらを行うということを決定しております。国の方では様々な働き方改革の事

業、メニューというのを持ち合わせいるようであります。例えば、学校の職員室での先生の

事務補助を行う事業というのも持ち合わせておるようですし、この部活動指導員についても

同様であります。国の方ではそういった数々のメニューを選定しているようではありますが、

三川町の現在の教育現場での実情を考えると、当面として、至急取り扱う部分としては、ま

ずは部活動指導員が一番効果的ではないのかということで、今回１人配置することにいたし
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ました。 

先程ご質問にもあったと思うのですが、まず三川中学校のサッカー部の方に１名というこ

とで今年度は考えております。現在、平成３０年度につきましては顧問２人体制で行ってい

るところでありますが、その部分、１人この部活動指導員を配置することによって、顧問の

先生１名で足りることになると思います。その顧問の１人の先生は、また他の部活動の支援

ということになろうかと思われますので、全体的に三川中学校の部活動に係る教職員の負担

は減るものというふうに認識しているところであります。 

このようなことで、国の方でも今後この働き改革の部分については、様々な事業メニュー

も今後も実施されると思いますので、三川町の実情に合ったような事業を選択しながら、三

川町でも働き方改革に取り組んでいきたいというふうに考えているところであります。以上

です。 

○委員長（梅津 博委員） 進行にご協力をお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 以上で、第三審査区分の審査を終了します。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、第四審査区分の審査を行います。 

第四審査区分として、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会

計、農業集落排水事業特別会計、下水道事業特別会計について審査を行います。 

質疑を許します。 

４番 佐久間千佳委員。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） それでは、私の方から国民健康保険特別会計の方から質問させて

いただきたいと思います。 

９７ページ、繰入金ということで事業基金繰入金 1,000 万円ほど増額になっております。

こちら前段にあります歳入の方でも、一般被保険者国民健康保険税というのが皆減になって

いるという影響が大きいかと思いますが、増額になった要因の説明をお願いいたします。 

続きまして９９ページ、総務管理費の中の一般管理費でありますけれども、ここには非常

勤・臨時職員分ということで出てきておりますし、レセプト点検業務雇上賃金ということで、

昨年にはなかった、制度変更によるものなのかなと思いますが出てきております。その下の

電算処理委託料というのは半減しているということで、こちらの雇上賃金と電算処理委託料

の関連性と言いますか、そういったところの説明をお願いできればと思います。 

最後になります。106 ページでありますが、予備費ということで昨年より 900％増という

ことで、説明書の方には不足の資質に対応するためということでありました。当局としてど

のような事態を想定しているのかどうか。その辺を伺いたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長）  国民健康保険に関するご質問でございました。 

まず９７ページの基金繰入金の増の要因でございます。今回、平成３１年度の県への納付

金が年明けに示されたところでございます。その数字につきましては、前年度より 1,150万

円ほどの増ということでございました。さらには被保険者の大部分を占めます農家所得の主
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となる農業所得、平成３０年産米の減収といった要因がございました。そういったことから

国民健康保険税についてはそんなに負担の増は期待できないといった部分がございました。

そして、先程言いました納付金の増、そういったことから基金からの繰り入れを増やして、

何とかこの会計をしのげる部分をしのいでいこうという形でございます。 

国民健康保険税の率については、施政方針の方にもありましたように、連休明けの所得が

固まったところでシミュレーションを加えて、その引き上げ等については検討することとは

しておりますが、なかなか先程言いましたように、農家所得の厳しさの中で、どういったと

ころまで負担を求められるのか、そういった部分が非常に懸念されたことから、今回基金の

額を増額として見させていただいたところでございます。 

次に、９９ページの一般管理費の非常勤レセプト点検員でございます。こちらにつきまし

ては、平成３０年度におきまして、県のこの補助の対象が見直されたことによりまして、平

成３０年度の補正を行っている部分でございます。これまで一般管理費の３款の方でこの支

出を計上し、国民健康保険特別会計で執行することによって県の補助の対象に見ますよとい

うことでしたので、平成３０年度にあっては振り替えを行い、また、平成３１年度にあって

は当初からの予算計上とさせていただいたところでございます。 

電算処理に関わる部分との関連ですが、こちらについては、特にこのレセプト点検の予算

増との関連はないところでございます。 

最後に 106ページ、予備費でございます。平成３０年度新たな国保制度ということで、県

の指導の方では、予備費については必要最小限ということでございました。そういったこと

から私ども１０万円ということで計上させていただいたところでした。ところが、葬祭費に

ついて、当初予算では足りず、途中補正もさせていただいております。さらにその補正でも

足りなくて、現在２款内での流用ということにはさせていただいておりますけれども、２款

内での流用が厳しい場合、どうしても予備費を頼らざるを得ないという状況が発生する可能

性が大きいところでございます。そういったところから、今回１０万円ではとても心配な部

分が多いということで、大幅に増額計上をさせていただいたというものです。以上でござい

ます。 

○委員長（梅津 博委員） ４番 佐久間千佳委員。 

○４ 番（佐久間千佳委員） 繰入金に関しましては、県の納付の増というところと、あとは農

業者の減収に伴う影響が大きいというような説明でありました。今後の見通しなども含めて、

納付の負担の割合であったり、そういったものを少しどのように見ているかというところを

説明いただければと思います。 

電算処理委託料に関しましては、半減していたということで、少し雇上賃金ということで

別の処理が生まれてきたのかなと思いまして質問させていただきました。 

予備費に関しましてですが、今２款のところで流用していると、それでも足りていないと

いうような状況でありました。この金額で足りるのかどうか。積算した根拠など、もし数字

があれば説明いただきたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 
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○説明員（五十嵐礼子町民課長）  今後の特別会計の見通し、一番は県への納付金の見通しでご

ざいます。今年度、平成３１年度は 1,000万円からの増額という形、こちらについては、平

成３０年度の県の納付金の算定におきまして、前期高齢者の部分の見積額が低かったという

のが一番の要因でございます。県では、平成３０年度の不足を、基金を持ってございました

ので、そちらからの投入という形で平成３０年度をしのいだところでございます。その基金

をとりくずした部分、それにつきましては翌々年度、各市町村に付加しますよということで、

平成３０年度の課長会議において明確に示されているところでございます。これについては、

県が示しているというよりは国で制度設計した際のルールでございますよということであり

ますけれども、そういったことから、さらにその部分もプラスになって納付金が増えるとい

うふうに見てございます。 

そういったこともありまして、また、被保険者数の減。年々被保険者数が減っている状況

にございますが、そういった中での納付額の増という部分で、国民健康保険税の税率の改定

というのは避けて通れないものというふうに考えております。ただ、やはり各世帯の負担の

増というのは、ある程度抑えながら、これまでも本町の場合は取り組んできたところですし、

今後についても基金もわずかになってはございますけれども、そういった部分を活用しなが

ら、何とか負担増になったとしても、どの程度が適切かといったところを見極めながら判断

していくことが必要であろうというふうに思っているところでございます。 

予備費の件でございます。特に一番不足が生じる可能性があるのは２款の保険給付費でご

ざいます。１件の手術が入りますと、何百万円という高額の手術になる場合もあります。そ

ういったところで、予算についてはある程度見ているつもりではありますが、予定外の件数

等が発生しますと、そういった部分で予算に不足が生じる可能性があるというところでござ

います。２款については、款内流用も可能として議決等をお願いしているところですけれど

も、そういった部分で予備費についても１０万円という額ではとても心配だということで、

では 100万円で心配はないのかと言われますと、それはそれで違いますけれども、そういっ

た大きな額については、まず不足を出さないよう早め早めの補正はお願いしているところで

すけれども、まずは今回 100万円という計上をさせていただいたところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） １番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） 私の方から２点ほどお伺いしたいと思います。 

国民健康保険税の算定方式について考えをお伺いしたいと思います。予算説明書にも詳細

が記載してあるわけですけれども、この算定方式は現在４方式で算定されておりますが、社

会情勢の変化によりまして、資産割を廃止する市町村が増えていると聞いております。本町

の考えを伺いたいと思います。 

もう１点が、下水道の事業であります。159 ページ、最上川下流流域下水道庄内処理区建

設負担金の増額の要因について説明をお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長）  国民健康保険税に関わる算定方式のご質問でございました。

これまで山形県内においては、ほとんどの市町村が４方式での課税という形でございました。
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平成３０年度に制度改正ということで、この改正を受けて山形県内の約２／３の市町村が３

方式に切り替えてございます。残りの市町村が４方式という方式を取っているところでござ

います。本町にありましても、県の国民健康保険運営方針にこの計画期間が６年間、平成３

０年から６年間という計画でございます。その中でも謳っておりますが、６年間のうちに３

方式を目指すというふうに謳ってございます。そういったことからしまして、本町において

も徐々に、もしくは一気にできるかというところもありますけれども、そういったところで

３方式を目指していかなければならないということは常に頭の中にあるわけでございますが、

なかなか財源的な部分で、その変動も大きいことから、どういった方法があるのか、どうい

ったスケジュールで進めるのか。そういった部分も考えつつ、シミュレーション等もまだ加

えていきたいというふうに考えているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 159 ページ、最上川下流流域下水道庄内処理区建設負担金

の増額の要因ですが、建設費に対する町の負担ということで、例年お支払いをしている状況

となっております。ただいま資料を持ち合わせておりませんので、後程報告したいと思いま

す。 

○委員長（梅津 博委員） １番 鈴木重行委員。 

○１ 番（鈴木重行委員） ３方式を目指すというような答弁でございました。住民の方々の声

を聞きますと、やはり農村地帯の高齢化が進んでいるということで、低所得者の高齢者の方

にとっては、所得がないにも関わらず、資産があるがために負荷されてしまうといったこと

もありますし、本町は転入者が多くなっております。対象となる資産は町内のものに限られ

るようなこととなっていると思いますけれども、転入者の中には、地元にたくさんの資産が

ある方もおられると思います。そういった不公平を感じられる方もおられますので、前向き

にといいますか、早めに進めていただきたいと思いますけれども、その辺についてもう一度

お聞きしたいと思います。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長）  これまで国民健康保険税については、資産税割ということで

認められておりまして、また、現在も認められておるわけでございます。そういった中で委

員おっしゃられますように、問題も少なくないというところは理解しているところでござい

ます。そういったことからしましても、県の運営方針に沿った形で、本町も税率の改定時に

はその方向で進んでいきたいというふうに考えているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ６番 芳賀修一委員。 

○６ 番（芳賀修一委員） 介護事業について若干お伺いします。 

131 ページ、介護予防事業の中の筋力トレーニング業務委託料３６万円ということで、前

年度は２０万円ほどだったと思いますが、この辺の増加要因についてお願いします。 

それから、下段の方の認知症高齢者等位置情報システム購入助成金、これは１万円なんで

すけれども、これはどういう見積もりなのかお伺いしたいと思います。 

それから、家族介護用品支給事業扶助費 368万円、これ前年度に比べると少なくなってい
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ますけれども、この辺もどういう理由なのかお伺いしたいと思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） まず１点目の筋力トレーニング業務委託料は、平成３０年

度は２０万円でございました。平成３１年度３６万円を当初予算で委託料ということで計上

しているところでございます。実は、平成３０年度から筋力トレーニング教室、社会福祉協

議会に委託している事業でございますけれども、従来の２つのコースから３つのコースに増

えたところでございます。当初予算が概ね固まってからの話になったものですから、１コー

ス分は社会福祉協議会の事業で実施をしていただいたという経過がございます。平成３１年

度からはこの３つのコース分を地域支援事業に組み入れたことにより、予算要求の金額が増

えているというところでございます。 

２点目の任意事業の中に認知症高齢者等位置情報システム購入助成金１万円ということ

で計上しております。認知症対策につきましては、この地域支援事業の中でいろいろ事業を

行っているわけですけれども、この事業につきましては、認知症のためにお家から出て行っ

て今どこにいるか分からないという場合に、例えば履いていく靴等に、その方が今どこにい

るかということが分かるＧＰＳ機能の付いたものを購入するという場合に、１万円を限度と

して助成するという事業でございます。何年もこの事業は１万円を計上してきたところでご

ざいますけれども、なかなか利用するという方がいらっしゃらずに、実は平成２９年度に１

件出たという実績がございました。 

３点目が家族介護用品支給事業扶助費ということで、平成３０年度は 488万円を見ており

ましたが、平成３１年度につきましては 368万円ということで見ているところでございます。

この部分の大きなものがおむつ支給事業でございます。今年度、平成３０年度の予算につき

ましても、３月の補正で、おむつ支給につきましては 100万円を事業費減額させていただき

ましたので、今の実績に基づきまして、平成３１年度は当初予算の段階でおむつ支給に係る

事業費を減額させていただいたというところでございます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） 私の方から 142 ページ、農業集落排水事業でございます。そこで、

一般管理費の料金徴収等業務委託料というのが、平成３０年度の予算から比べると減ってい

ます。その前の方の使用料を見ますと、平成３０年度より使用料は増えている予定でありま

すけれども、この辺、使用料に比例しないのか。この料金徴収等業務委託料の仕組みをお知

らせください。 

もう１点、153 ページ、公共下水道の方であります。予算の説明書の方では歳入の方、分

担金及び負担金は新たな土地開発等の予定がないため同額としたということでありました。

農業集落排水についてはかなりの率で普及しているのですけれども、公共下水道の方はまだ

そんなに普及率が良くないのではないかと思っておりました。新たな住宅開発は当分ないと

思いますけれども、普及率はまだ低いのではないかということで、この辺、公共下水道の普

及率がどうなっているのかお知らせください。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 



- 103 - 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 初めに使用料金の関係でございますが、例年３ヵ年分程度

予測をいたしまして、その料金に基づいて算定をしているところです。また、徴収につきま

しては、前年度の状況を見まして、徴収依頼をしております鶴岡市上下水道部の方から概ね

の額を提示していただきまして、その中身を確認したうえで予算計上しているところとなっ

ております。 

また、下水道の方の普及の関係でございますが、委員おっしゃるとおり、まだ若干低い状

況にございます。その率については丸山建設課長補佐よりご報告いたしますので、よろしく

お願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 丸山建設環境課長補佐。 

○説明員（丸山誠司建設環境課長補佐） 下水道の普及率についてでありますが、平成２９年度

の事業報告書におきまして、平成２９年度末現在は地区内人口 4,739人に対しまして、使用

人口 4,259人、人口使用率が 89.9％になっております。平成３０年度におきましても、新設

の下水道が設置されております。このことから考えますと、この 89.9％よりも高い数値には

なっているというふうな推測はしております。なお、農業集落排水処理施設でありますが、

こちらも平成２９年度の事業報告書から見ますと、地区内人口が 2,672人に対して、使用人

口が 2,657人ということで 99.4％になっております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） ５番 町野昌弘委員。 

○５ 番（町野昌弘委員） まず初めの農業集落排水の方で、鶴岡市の上下水道部の方からの委

託料ということでした。消費税は上がるし、いろいろあるんですけれども、下がった理由が

分かりません。下がった理由として何か把握しているのでしょうか。徴収がそういうふうに

なったからと、実績からということだけでしょうか。もう一回お願いしたいと思います。 

それから、公共下水道の方、今は普及率が 89.9％、それで、新設する分については、これ

から建てる分はほぼ 100％普及していくものだというふうに思っております。今現在も繋ぐ

ことが可能なのになかなか繋いでいただけないというところで、その辺への普及率を上げる

方策というふうなことで、普及率を上げる手立ては、平成３１年度は何か考えていらっしゃ

るのでしょうか。お願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 料金徴収の関係でございますが、委託料が減ったという部

分、若干調査はしておるところですが、相反する部分はございますけれども、水の使う量と

いうのが年々減ってきている状況にもございます。こういった部分も踏まえての話なのかな

とは思っておりましたが、なお、詳細な資料について手持ちに持ち合わせておりませんので、

よろしくお願いいたします。 

また、下水道の普及の関係でございます。この対策という部分でございます。当課におき

ましては、リフォーム事業等、住宅住まいづくり関係、こちらの方の事業も抱えておるとこ

ろでございます。こういった中身においても、今直そうとしている方にはこういう部分、新

たに下水道接続についてお願いをしていくとともに、また、いろんなフェア、もしくは、イ

ベント等におきましても、普及について啓発を図っていきたいと思っておるところでござい
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ます。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 他に質疑ありませんか。 

３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 131 ページ、包括的支援事業及び任意事業というところからお伺い

します。 

平成３１年度の当初予算の概要説明の際に、地域包括システムの充実強化と介護予防の推

進を図るということが伝えられました。それを見て、どのような形で進められるのかと思っ

たら、金額的には１７万 7,000円ほど上がっていますけれども、大して変わっていないなと

いうような感じを受けました。それで、地域包括支援センターができてからと、それから高

齢者が増えるのと認知症が増えてきている中で、地域包括支援センターというのは重要な役

割を果たすんだろうなという予想をしています。その中で、町民と話をしても、なかなか地

域包括支援センターという名前もそうですし、仕事内容も分かってもらえない部分が大きい

ようです。金額的にどこをどういうふうに強化するのかも教えていただきたいのですけれど

も、そういうふうに困ったときに地域包括支援センターというのがすぐ浮かんできたりする

ような体制にするのが一番重要なことではないかと感じております。 

そのためには、町では広報とかホームページでいろいろ周知しておりますけれども、それ

でこの認知度ですので、もっと手を入れないといけないのかなと。そうしたときに、やはり

耳と顔を見せてここまで話している、耳から覚えてもらうという方式がやはり有効なのかな

というふうな感じを持っています。そのためには、やはり住民と話をしたり、ふれあいをす

る時間を多く取る必要があるのではないかと。一番忙しいところで、困った人にすぐ対応す

るべく、役場の中にも人はいなければなりませんけれども、そういう意味での充実強化なの

かなという捉え方をしておりましたけれども、その点について一つ伺います。 

それと、その中の一項目ですけれども、成年後見制度利用支援事業扶助費というのがあり

ます。この制度ができてから毎年予算計上されておりますけれども、これに対しての今まで

の利用度と、それから財源内訳でいくと、国・県からの支出金の中に入っているのかどうか

伺います。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 地域包括ケアシステムの充実強化と介護予防の推進という

ところが、この予算書のどこの部分に現れているのかという第１点目のご質問であったと思

います。介護保険制度が始まりまして、大きな改正という部分では、平成１８年に介護保険

事業の中に地域支援事業が組み込まれた、そこにはやはり介護が必要となった方への介護保

険で給付をするということのみならず、介護予防にももっと力を入れていこうというところ

で、その拠点ということで地域包括支援センターが位置付けられたというところがございま

す。また、そのときから地域包括ケアシステムというものが国の方からも打ち出されて来て

おります。医療、介護、介護予防、住まい、生活支援というものを必要な方に総合的に、一

体的に提供する仕組みを作り上げていくという考えのもとであります。その仕組みをどうい

う形で、誰が担っていくかというところで、その仕組みづくりと担う体制を行うということ
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で地域包括支援センターが設置され、その中には専門職ということで、保健師、主任介護支

援専門員、社会福祉士という配置がなされているところでございます。 

この予算書のどこにその強化の部分が載っていますかというようなところでございます

けれども、予算の中では、例えば新たな事業をやっているというわけではございませんけれ

ども、例えば認知症の方が安心してその地域で暮らすことができるようにというようなこと

で、先程申しました位置情報システムも必要と思われる方には情報を提供して利用していた

だいたり、また、認知症総合支援事業業務委託料など、例年のように予算には載っておりま

すけれども、実際その事業に結びついたという方が、これは平成２９年度からやっておりま

すけれども、平成３０年度に医療にようやく結びつけたという方がお一人いらっしゃいます。

そのように、予算を使っているといいますか、実績の中でだんだん表れてきているというこ

とで、積み上げがなってきているのかなと思います。 

また、生活支援体制整備事業という 237万 9,000円ございますけれども、これも平成３０

年度よりも予算を増やしているわけですけれども、先程地域包括ケアシステムの推進には生

活支援という部分も入りますので、その地域の中に支え合い、見守る、助け合うという仕組

みを町内会の中に広めていくというためのこの事業につきましても、今年度に協議体の会議

を１回だったわけですけれども、来年度は２回にして、また、その研修会も充実させていく

というようなところで考えているところでございます。 

佐藤委員がおっしゃいましたように、地域包括支援センターができて１２年、１３年なっ

ていますけれども、確かに住民の方々に、名前が長いというところもありまして、なかなか

理解をされていないというところは、私たちも思っているところでございます。そのために

は、地域包括支援センターの方で、できるだけ地域に出ていくということが必要だろうとい

うところはずっと思っております。今年度も老人クラブであったり町内会であったり、そう

いうところから声がかかりまして、地域の中に出て行って介護予防の話だったり、その支え

合いのことだったりのお話をしていますし、これからは、もっと町内会という部分で、一緒

になって支え合い活動を広めていくというところでは、こちらの方からもいろいろ声をかけ

させていただいて、地域の中に出て行きたいと思っております。 

国の方ではこの地域包括ケアシステムの考え方を高齢者のみならず、もっと広い世代に広

げるというような話もされております。町では健康福祉課の中にある他の係と連携が取りや

すいというようなところを強みにしながら、住民の方にとって、誰に相談しようと思ったと

きに、包括というところがあるなと思っていただけるように、積極的に出て行きたいと思っ

ているところでございます。 

２点目の成年後見制度につきましてでございます。平成１２年にこの成年後見制度という

ものもできたところでございます。そして、町の予算にも成年後見制度利用支援事業扶助費

ということで５万円を計上してきているというところでございます。この内容と言いますの

は、判断能力が低下して、十分な判断ができなくなったというような高齢者の方の身上監護

と財産管理の部分を担う成年後見人という専任について、家庭裁判所への申し立てというの

は本人であったり、親族の方ができるわけですけれども、その親族の方がいらっしゃらなか
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ったり、なかなか町としては・・・。 

○委員長（梅津 博委員） 答弁を完結にお願いします。利用度と国・県補助の割合ですので、

その点だけでいいです。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） この町長申し立ての経費に係るという部分で５万円を計上

しているものでございます。この部分への国・県の助成ということですけれども、地域支援

事業の中の任意事業に位置付けているものでございますので、２３％は第１号被保険者の保

険料になります。その残りの部分を国が１／２、県が１／４、町が１／４負担するというと

ころでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 暫時休憩します。             （午後 ３時２５分） 

○委員長（梅津 博委員） 再開します。               （午後 ３時４０分） 

ただいま佐藤教育課長、及び加藤建設環境課長、並び菅原健康福祉課長から８番 成田光

雄委員、１番 鈴木重行委員、３番 佐藤栄市委員の質問に答弁漏れがありましたので、回

答したい旨の申し出がありましたので、これを許可します。佐藤教育課長。 

○説明員（佐藤 亮教育課長） 成田委員からご質問ありました山形県学校給食会に関するご質

問であります。 

まず１点目、学校給食会の組織体制についてのご質問でありました。平成３０年度の名簿

によりますと、役員としては全部で１６名であります。この内訳としては、理事長１名、常

任理事１名、理事４名、評議員７名、幹事２名、参与１名というような委員構成になってお

ります。 

それから、学校給食会から仕入れる供給率の割合というようなことでありました。１年間

の給食費に占める学校給食会の支払いベースでの割合になりますが、計算しますと 46.1％と

いうことになります。主だったものとしては、基本物資として、先程申し上げたように米、

パン、麺類、米粉麺、牛乳等が含まれるものであります。 

それから、３点目の全県的な取りまとめ、支給体制となっておる、この山形県学校給食会

のデメリットというようなお話でありました。全県的に支給するため、取扱量が多くなるこ

とから仕入れに係る部分では、ある程度安価に仕入れることができているものというふうに

認識しておりますが、逆に、全県にまたがるものですから、例えば庄内地区のみならず内陸

の方でそういった資材の単価が上がりますと、やはり全県的な部分で単価の値上がりが起こ

る場合があるというふうなことが想定されます。デメリットとしてはこのようなことが考え

られるものというふうに思います。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 加藤建設環境課長。 

○説明員（加藤直吉建設環境課長） 159 ページ、最上川下流流域下水道庄内処理区建設負担金

の増要因について、先程答弁しておりませんでしたので、このことについて丸山建設環境課

長補佐よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 丸山建設環境課長補佐。 

○説明員（丸山誠司建設環境課長補佐） 最上川下流流域下水道庄内処理区建設負担金の平成３

０年度と比較しての増要因についてご説明いたします。平成３０年度におきましては、主に
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測量設計、これは流域下水道の処理場、並びに管路の耐震診断、耐震の実施設計が主な内容

になっております。当初予算での計画事業費としては、庄内地域は合計で２億 1,200万円と

いうような内容になっております。それに対して、平成３１年度、こちらにつきましては、

引き続き処理場の改築工事のストックマネジメント計画の策定を行うとともに、処理場の改

築工事を行う予定となっております。またさらに、管渠の改築における診断調査が行われる

予定となっております。その他にも、管渠のマンホール蓋の更新工事、こちらも予定してお

ります。その工事費につきましては、約３億 400万円というような見積もりになっておりま

す。 

なお、先程平成３０年度の事業費の合計額を２億 1,200万円とお話しましたが、訂正させ

ていただきます。平成３０年度の事業費につきましては、２億 1,850万円でございます。以

上です。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 先程、成年後見制度利用支援事業の実績についてのご質問

に対する答弁が漏れておりました。地域包括支援センターの役割の一つに権利擁護事業とい

うものがございます。その関わりの中で成年後見制度利用支援事業についてのこれまでの動

き、そして、現在の動きについて、佐藤地域包括支援センター主査よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 佐藤地域包括支援センター主査。 

○説明員（佐藤 潮地域包括支援センター主査） 私の方から成年後見制度利用支援事業の利用

者の実績をお答えします。これまで実績としてはございません。社会福祉協議会で行ってお

ります福祉サービス、自立支援事業の方ですけれども、これは通帳管理をしていただいてい

る事業ですが、それには６件、そちらは利用している方の中の１件なんですけれども、最近

やはり少し判断力が落ちてきて欠けているような判断から、地域包括支援センターの方に相

談がありまして、要請を受け、今後この制度を利用しての対応を行うケースが平成３０年度

中に発生するという状況になっております。以上です。 

○委員長（梅津 博委員） 質疑を続けます。 

３番 佐藤栄市委員。 

○３ 番（佐藤栄市委員） 地域包括支援センターはいろんな組織と繋がっていますので、気安

く来られる職場になってほしいなと。それから、隣の建設環境課でもバリアフリーなどの事

業を持っていますので、その辺の連携も上手く使ってもらって、困っている人たちにはでき

るだけ支援をしてもらいたいと。 

それから、成年後見制度に関しては、今年度中に初めての利用があるかもしれないという

ことでした。これに関しては少し難しい制度で、生半可な気持ちで向かえない制度だという

のは私も勉強していますし、そういう意味では職員も勉強する必要があるのかなと思います。

ただ、これはこれから必要となる事業だと思いますので、引き続き、この項目は起こしなが

ら対応してもらいたいと思っていますので、その件について考え方を聞きます。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） 成年後見制度についての考え方ということでよろしいでし
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ょうか。先程も言いましたように、地域包括支援センターでは高齢者の方の権利を守るとい

うようなところで、必要な方には成年後見制度の家庭裁判所への審判申し立てであったり、

あと、先程主査が申し上げました社会福祉協議会の日常生活権利擁護事業に繋いだりという

ような業務としては、前から行っているところでございますけれども、実際にこれから、判

断能力が衰えてきたという方が被害を受けたり、これからの生活、どこでどうしていくかと

いうような支援が必要になったりということを考えますと、ますますその成年後見制度につ

いては、その制度に繋げていくという支援はしていかなければならないと思っております。

これから身内の方が近くにいらっしゃらないとか、なかなか身内の方がその必要性を思って

くれないというような方については、この町長申し立てによる、この成年後見制度利用支援

事業の重要性も高まってくるのではないかと思っているところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） ２番 志田德久委員。 

○２ 番（志田德久委員） 初めに国民健康保険の方で 102ページの葬祭費ですけれども、前年

も今年も５０万円ですけれども、私の勘違いでしたら指摘してほしいと思いますが、平成３

０年度で増えて、一度補正予算で増額したのではなかったのかと思っております。それで、

平成３１年度も平成３０年度の予算でよろしいのか伺いたいと思います。 

次に、130 ページの介護保険でケアプラン事業等が増えております。これはどういう事業

で、どういうものをやる予定なのかも伺いたいと思います。 

最後に、国民健康保険は健康寿命を延ばすという目的でやってきていると思いますけれど

も、社会福祉事業やこういう健康関係に今まで携わってきて、この三川町の状況、平成３１

年度に向けてどういう状況でやるべきかということで予算計上したのか。考えを伺いたいと

思います。 

○委員長（梅津 博委員） 五十嵐町民課長。 

○説明員（五十嵐礼子町民課長）  102 ページの葬祭費に関するご質問でございました。平成３

１年度の当初予算につきましては、平成３０年度と同額の５０万円ということで計上させて

いただいておりますけれども、平成３０年度につきましては補正を行いまして、２０万円の

増額補正、さらに、それでも予算の不足が生じまして流用という形を取らせていただいてお

ります。ただ、これまでの実績、平成２９年度におきましては８件、平成２８年度１０件、

平成２７年度９件、平成２６年度１０件といった形で、これまでの状況からいたしますと、

平成３０年度が突出して多いというふうに捉えておるところでございます。そういった考え

方から、平成３１年度の当初予算につきましては、これまでの状況等からいたしまして、１

０件５０万円でございますけれども、そちらの方の計上という形になったところでございま

す。 

○委員長（梅津 博委員） 菅原健康福祉課長。 

○説明員（菅原和子健康福祉課長） まず第１点目、130 ページの介護予防ケアマネジメント事

業の内容についてのご質問でありました。平成３０年度の当初予算より増えているというわ

けではございませんけれども、この介護予防ケアマネジメント費負担金とございますけれど

も、要支援１、要支援２と認定を受けられた方が、介護予防サービス、あるいは介護予防日
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常生活支援事業を利用するときの介護予防のケアプランの作成というのは、地域包括支援セ

ンターが介護保険法上の介護予防支援事業所となっておりますので、その地域包括支援セン

ターの職員がその予防のケアプランを作成しているところでございます。 

この介護予防ケアマネジメント事業の中のこの負担金の部分につきましては、その予防プ

ランの作成について、一方では保険者という部分で、介護予防支援事業所の方に介護予防の

報酬という中で支払いがなされます。国保連合会を通して審査、支払いがあるわけですけれ

ども、この部分が今までは２款の介護予防給付費の方から出ておりましたけれども、要支援

１、２の方のデイサービスとホームヘルパーの事業がこの総合事業の方に移行になったとい

うことで、それらの事業のみを利用している方の予防プランというのが、この総合事業の方

から支出になるようになったところでございます。それが、この負担金の 213万 9,000円と

いうことで、昨年度より予算計上は少なくなっておりますけれども、それは実績に基づいた

金額を計上しているというところでございます。 

また、ケアプラン業務委託料 422万 2,000円とありますけれども、介護予防支援事業所で

ある地域包括支援センターが予防プランをすべて作成しているわけではなくて、その一部を

居宅介護支援事業所の方に委託をしております。その委託料の支払いが 422万 2,000円とい

うことで、この部分には２款の予防給付の部分と４款の地域支援事業の部分から支出をして

いるケアプランの作成の部分の委託料ということで出ているものでございます。 

３点目の国民健康保険特別会計の中で、健康寿命を延ばすということで、データヘルス計

画等を策定しながら、各種事業をやっているところでございます。健康寿命を延ばす生活習

慣病の予防であったり、悪化防止というような、そのための事業をやっております。 

平成３１年度に向けてどんな事業があるのかというようなご質問であったと思いますけ

れども、例えば、新たなこういうことをやっていきますという内容につきましては、齋藤健

康福祉課長補佐よりご答弁申し上げます。 

○委員長（梅津 博委員） 齋藤健康福祉課長補佐。 

○説明員（齋藤昌子健康福祉課長補佐） 国民健康保険特別会計における健康寿命を延ばす取り

組みの平成３１年度の計画について申し上げます。 

予算書の 104ページの５款以降の特定健康診査事業につきましては、これは例年どおり特

定健診、それから特定保健指導を実施、継続してまいります。戻りまして 103ページにあり

ます５款１項疾病予防費でございますが、この部分で平成３１年度は事業を拡大予定でござ

います。これは糖尿病重症化予防ということで、県の糖尿病、及び慢性腎疾患重症化予防プ

ログラムと併せまして、糖尿病を原因とする人工透析に繋がることを予防するために、糖尿

病教室の充実、それから糖尿病療養指導者の訪問栄養指導が必要な方に対して訪問栄養指導

を考えておるところでございます。 

○委員長（梅津 博委員） 進行にご協力をお願いします。 

○委員長（梅津 博委員） 以上で、第四審査区分の審査を終了します。 

○委員長（梅津 博委員） これをもって、平成３１年度各会計予算の審査を終了しました。 

○委員長（梅津 博委員） これから、本委員会に付託された議第１０号から議第１５号まで、
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以上６件を採決します。 

この採決は、１件ごとにそれぞれ区分して行います。 

最初に、議第１０号「平成３１年度三川町一般会計予算」の件は、原案のとおり可決すべ

きものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１０号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、議第１１号「平成３１年度三川町国民健康保険特別会計予算」

の件は、原案のとおり可決すべきものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１１号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、議第１２号「平成３１年度三川町後期高齢者医療特別会計予

算」の件は、原案のとおり可決すべきものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１２号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、議第１３号「平成３１年度三川町介護保険特別会計予算」の

件は、原案のとおり可決すべきものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１３号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、議第１４号「平成３１年度三川町農業集落排水事業特別会計

予算」の件は、原案のとおり可決すべきものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１４号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

○委員長（梅津 博委員） 次に、議第１５号「平成３１年度三川町下水道事業特別会計予算」

の件は、原案のとおり可決すべきものと決定することに賛成の委員の起立を求めます。 

（起立 ８ 名 不起立 ０ 名） 

○委員長（梅津 博委員） 起立全員であります。したがって、議第１５号は原案を可決すべき

ものと決定しました。 

 

○委員長（梅津 博委員） 以上で、本委員会に付託された事件の審査を終了いたします。 

ご協力ありがとうございました。 

これをもって、予算審査特別委員会を閉会します。 
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（午後 ４時０３分） 
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 三川町議会委員会条例第２６条第１項の規定により、 

ここに署名する。 

 

 

 

平成３１年３月１８日 

 

 

三川町予算審査特別委員会委員長 

 

 


